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は じ め に

日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

ＪＡ秋田おばこは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対

するご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営

の内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー誌

２０２０～ＪＡのご案内～」を作成いたしました。

皆さまから当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読い

ただきますようお願い申し上げます。

経営改善計画の２年目となった令和元年度は、経営の健全化に向けて事務リスク管

理体制の強化やガバナンス機能の発揮に努め、不祥事再発防止策を実践・評価・管理

してまいりました。また、事業運営体制の見直しとして金融共済店舗の統廃合と営農

センターエリア化の組織決定をいただき、令和２年４月から運用を開始しております。

今後も、経営状況の早期正常化を目指し、役職員一同が一体となり全力で取り組ん

でまいりますので、皆さまからのご指導とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和２年７月 秋田おばこ農業協同組合

代表理事組合長 小原 正彦

（注）本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー誌です。

ＪＡのプロフィール

◇設 立 平成１０年４月

◇本 店 所 在 地 秋田県大仙市

◇出 資 金 ７８億円

◇総 資 産 １，４４７億円

◇単体自己資本比率 ９．９１％

◇組 合 員 数 ２８，８４５人

◇役 員 数 ４１人

◇職 員 数 ７３３人

◇本 ・ 支 店 数 ２８

◇営農センター数 １４

（令和２年３月末現在）

Ｊ Ａ 綱 領－わたしたちＪＡのめざすもの－

わたしたちＪＡの組合員・役職員は、自主、自立、参加、民主的管理、公正、連帯といった協

同組合運動の基本的な定義・価値・原則にもとづき行動します。そして、地球的視野に立って環

境変化を見通し、組織・事業・経営の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合

の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。

このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に依拠した組織としての社会的役割

を誠実に果たします。

わたしたちは、

１ 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

１ 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。

１ ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。

１ 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。

１ 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。
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１．経 営 理 念

ＪＡ秋田おばこは、かけがえのない大切な自然を守り、
組合員並びに地域の皆様の期待と信頼に応える魅力ある
ＪＡを目指すとともに、健康で心豊かな地域社会と、夢の
ある農業づくりに挑戦し続けます。

２．経 営 方 針
ＪＡ秋田おばこは、使命である「農家所得の向上」「農業生産の拡大」「地域の活性化」

を実現するため、組合員をはじめ地域の皆様の目線に立った自己改革に取り組みます。

また、役職員一体となり、意識改革並びに内部管理態勢の強化に努め、誠心誠意、経営

改善に取り組み、信頼の回復に努めてまいります。

・「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」の伸長

地域の多様な農業者の営農意欲を喚起し、農家所得向上のため、バランスのとれた複合

型生産構造への転換を加速化するとともに、地域特性を活かした産地づくり、担い手づく

りを進めてまいります。

・協同組合の特性を活かした地域・社会への貢献

組合員・地域住民の幅広い世代を対象に、地域に密着した協同活動や、総合的な福祉活

動の展開により、組合員・地域住民が安心して暮らせる地域づくりの取り組みを進めてま

いります。

・不断の改革を支えるＪＡ組織・経営基盤の確立

組合員の組合への意思反映・運営参画意識を高め、信頼関係をより強固にするとともに、

経営の健全性を確保するため内部統制機能並びにリスク管理を強化します。

また、改善計画の確実な実践による事業の伸長並びに費用の削減を図り、事業利益を確

保し自己資本の増強による財務基盤強化に取組みます。

◇営農経済部門

行政による生産数量目標配分の廃止、産地間競争の激化、ＴＰＰ１１・日ＥＵ ＥＰＡな

ど農業をめぐる情勢は、国内外ともに大きな変革期にあります。また、地域農業情勢は農

業者の高齢化、担い手不足・労働力不足など一段と厳しさを増しています。
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こうした中、「秋田おばこ米」のブランド力を最大限に発揮し、確実に実需と結び付い

た安定的で多様な米の生産・販売を進めるとともに、米プラス園芸・畜産といった複合経

営の推進、生産コストの低減による農業経営支援を強力に推し進め、「農業者の所得増大」、

「農業生産の拡大」の伸長を目指します。

また、心豊かに安心して暮らせる地域社会の実現に向け、くらしの活動・食農教育への

取り組みを継続するとともに、「しゅしゅえっとまるしぇ」を核とした、地域のにぎわい

づくりと地域コミュニティの創造を目指します。

◇信 用 部 門

農業・地域を基盤とする金融機関として、農業者に適切な資金対応を行い農業融資シェ

アの向上を図るとともに、農業者の所得向上・満足度向上に貢献します。

さらに、事業構造の変革を通じて持続可能な収益構造を構築しながら、総合事業の特性

を活かした営農・生活メインバンク機能の発揮と、全国のＪＡが一体的に機能するＪＡバ

ンクシステムを中心としたライフプランサポート施策の実践によって、便利で安心な選ば

れる金融機関を目指していきます。

また、債権管理レベルの向上を図り、適正な債権保全に努めていきます。

◇共 済 部 門

３Ｑ訪問活動やあんしんチェックの実践に取り組み、組合員・利用者一人一人のニーズ

に合った「ひと・いえ・くるまの総合保障」を提供し、最良の「安心」と「満足」をお届

けする保障サービスに努めます。

未加入組合員の加入促進を強化する取り組み等により、契約者数の減少に歯止めをかけ

るとともに、農業・地域へのさらなる貢献、農業リスク診断活動の浸透・定着化等に取り

組み共済事業基盤の活性化を図ります。

◇総合企画・総務・監査部門

組合員構成の変化やニーズの多様化を踏まえた事業運営により収益性を高めるとともに、

総合農協として事業の継続性や全体最適化へ向けた事業構造の改善により、経営の安定と

効率化に取り組みます。

また、関連法令、会計基準、税制改正等への的確な対応とリスク管理の強化により、経

営の透明性確保とガバナンスの向上に努めます。
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３．経営管理体制
◇経営執行体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される「総

代会」の決定事項を踏まえ、理事選任区域毎の推薦委員により選任され、総代会で決議さ

れた理事により構成される「理事会」が業務執行を行っています。

また、監事選任区域毎の推薦委員により選任され、総代会で決議された監事が理事会の

決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務を公正かつ効率的に遂行し、組合員各層の意思を的確に反映していくため、

学経役員（実務につき相当の経験を有するもの）並びに女性枠理事を登用しています。

信用事業については、専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定す

る常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

４．事業の概況（令和元年度）
経営改善計画の２年目となった令和元年度は、経営改善と財務基盤の強化に取り組み、

単体自己資本比率は９．９１％になりＪＡバンク基本方針に定める基準の８％をクリアするこ

とができました。また、昨年に引き続き、米の全量全農委託販売、不祥事再発防止策の取

り組みを継続しました。

こうした中、当事業年度においては、ＪＡ事業に対する組合員、地域の皆さまのご協力

や共同計算損失引当金の処理、費用圧縮等により、事業利益は１，８４４百万円、当期剰余金

は９６３百万円となりました。

稲作では、おおむね好天に恵まれ作況指数１０４の「やや良」となり、昨年から一転して

豊作となりました。園芸では、園芸拠点センターを中心とした一元集荷体制で生産拡大に

努め、畜産においても、若手後継者を中心に生産基盤の強化を図りました。

また、「しゅしゅえっとまるしぇ」では、イベントの開催や地場産農産物を全面に出し

た商品販売を行った結果、多数のお客さまからご利用をいただきました。

今後も組合員や地域の皆さまから必要とされるＪＡとなるために、引き続き経営改善計

画の実践に取り組み、早期の健全化に努めます。

主な事業活動と成果については、以下のとおりご報告いたします。

信 用 事 業

農業メインバンクと生活メインバンクの機能強化を掲げ取り組み、農業融資新規実行は

３６６件１，２６６百万円（計画対比９６．４％）、貯金取引の純新規利用者数は９７９名、年金振込指定

は令和２年２月末時点で管内シェア３５．７％（対前年同期比＋０．２％）となりました。
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貯金は、組合員・年金受給者の方を中心に底堅くお取引をいただき、平均残高（以下、

平残）１，２９０億円（計画対比１０１．５％）と前年より１４億円の増加となりました。

貸出金は、平残３６８億円（計画対比９７．９％）となりました。前年対比では３１億円の減少

となっておりますが、農林中央金庫の劣後ローンが償還されたことが主な理由であります。

課題債権は１，３１３百万円（計画対比８２．５％）となり、リスク管理債権比率は３．６９％とな

りました。

共 済 事 業

契約者フォローの原点に立ち戻った３Ｑ訪問活動の展開による「ひと・いえ・くるまの

総合保障」の点検を通じて、組合員・利用者の状況を正確に把握し、一人一人に合った保

障サービスの提供に努めてきました。

また、共済事業から「はじまる活動」や農業リスク診断活動を通じて、地域のくらしや

営農に貢献する取り組みと、事業基盤の活性化に努めました。

長期共済は、新契約件数４，５１２件、新契約高（保障）３４４億円（計画対比６９．０％）、期末

保有高（保障）４，８３３億円（計画対比１００．１％）となりました。

短期共済は、主力の自動車共済が契約件数３１，８２８件（計画対比９８．８％）、掛金１４億１２百

万円（計画対比１００．２％）、自賠責共済は１８，５４３件（計画対比１０１．６％）、掛金４億５４百万円

（計画対比１００．９％）となりました。

支払共済金は、長期共済の満期・その他給付金・年金合計額が５，５８２件５５億７８百万円、

入院・死亡共済金が３，４３５件１４億３６百万円、火災・自然災害共済金が３０９件２億２５百万円、

また、自動車事故が大半を占める短期共済は２，８２４件８億３３百万円となり、長期短期を合

わせた共済金の総支払額は１２，１５０件８０億７３百万円となりました。

購 買 事 業

《生 産 資 材》

国際紛争リスクや米中貿易摩擦など不安定な世界情勢の影響により、為替相場や原油価

格が安定せず原材料が値上がりする中、仕入れ機能の強化を図り、安価で良質な資材の供

給に努めました。供給高は４９億２８百万円（計画対比９２．９％）となりました。

肥料は、生産資材費低減として取り組んでいる製造工場からの直行配送や安価な肥料の

開発をさらに進め、生産コストの削減を図ることができましたが、低コスト品の普及や他

社との競合により、供給高は１５億９５百万円（計画対比９１．０％）となりました。

飼料は、昨年度の飼料価格高騰から価格はやや下がったものの、依然高止まり状態にあ

ります。こうした中、畜産総合センターと連携を図りながら、安定供給に取り組んだこと

で供給高は５億４０百万円（計画対比１０５．８％）となりました。

包装資材は、米の豊作による紙袋の供給増などにより、供給高は１億７８百万円（計画対

比１０６．４％）となりました。保温資材は、パイプハウスなどの園芸関連資材が伸び悩み、
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供給高は１億２３百万円（計画対比８３．１％）となりました。

農薬は、生産資材費低減として取り組んでいる超大型規格農薬や直行配送の拡販に努め、

生産コストの削減を図ることができましたが、低コスト品目の普及や他社との競合もあり、

供給高は１４億４８百万円（計画対比９５．４％）となりました。

その他生産資材は、補助事業を活用した園芸関連資材の導入等を見込みましたが、供給

高は７億８０百万円（計画対比９８．１％）となりました。

《農 業 機 械》

生産コスト低減と多様化するニーズへの対応として、共同購入トラクター・低コスト支

援農機・優良中古農機の普及拡大に取り組みました。

事業実績は、製品供給高１２億７８百万円（計画対比１１８．８％）、中古農機供給高１億９１百万

円（計画対比８８．４％）、部品供給高２億６１百万円（計画対比１１０．４％）、供給高合計１７億３１

百万円（計画対比１１３．２％）となり、中古農機を除く部門すべてで計画を上回りました。

修理サービス料は、格納整備を推進し、１億３２百万円（計画対比１０５．０％）の実績とな

りました。

また、大館市で開催された第１４２回秋田県種苗交換会農業機械化ショーでは、管内から

９６１名のご来場があり、４億６８百万円（計画対比１１５．９％）の予約実績となりました。

《生 活 資 材》

組合員・利用者ニーズの多様化や競合他社の攻勢により、全体の供給高５億２６百万円

（計画対比９１．９％）となりました。

販 売 事 業

《米 穀》

国からの「米の生産数量目標配分」が廃止され、需給調整の指標となる「生産の目安」

の提示へと変更となり２年目となった令和１年産米の集荷数量は、主食用米が９０２，３１８．５

俵／６０㎏、水田活用米穀として加工用米１７１，９６４．０俵／６０㎏、備蓄用米８０，０００俵／６０㎏、

輸出用米９，９５７．５俵／６０㎏、飼料用米１５，６３８．５俵／６０㎏の合計１，１７９，８７８．５俵／６０㎏（計画

対比１０７．２％、前年対比１０７．５％。一部ＣＥ推定重量を含む）となり出荷契約数量

１，１１８，６１１．０俵／６０㎏を大きく上回りました。

令和１年産米は、おおむね天候にも恵まれたことで籾数が平年より多く確保され、農林

水産省が公表する作況は、秋田県県南で１０４の「やや良」となり収量は増加しましたが、

高温障害による心白・腹白粒、斑点米カメムシによる被害粒が多発したことから１等米比

率は９４．０％と平年を大きく下回りました。

価格については、令和元年６月末の全国の民間在庫が１８９万トンと前年より１万トン減

少したこともあり、全農秋田県本部が示す概算金（あきたこまち）は前年産米よりプラス

２００円と微増ながらも１３，３００円と５年連続の値上がりとなりました。

一方、流通面では、全国的に米の消費が落ち込み、平成３０年産米の在庫消化が遅れたこ
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とと、北海道・東北など米の主産県の作柄が良好であったことから、新米の出回り期は緩

慢なスタートとなりました。その後、新型コロナウイルス感染症の影響により、家庭食が

一時的に急伸しましたが、外食系の需要が大幅に落ち込んだことから、消費の伸びが見込

めず、全国的に相対取引価格が下落傾向となっており、これまで以上に需給調整に取り組

む必要性が求められています。

当ＪＡでは、水田の有効活用による自給率向上と生産者の安定した所得確保に向けて、

令和２年３月に全農と５か年の加工用米の複数年契約を取り交わしました。これにより、

長期にわたり確実に実需と結び付く生産が可能となります。今後も生産者が長期的に安心

して営農に取り組むことができ、より収入の安定化が図られるよう営農指導体制の強化と

販売力強化に努めます。

また、令和１年産大豆については、作付面積が１，７２７�と前年より２９�減少しましたが、
集荷数量は１２３，０８６袋／３０㎏（前年対比１１８．６％）の実績となりました。品質も良好で上位

等級比率、大・中粒比率が高い良質な大豆が確保されました。

《園 芸》

園芸拠点センターを中心とした一元集荷体制で、重点品目のさらなる生産拡大と新たな

品目の産地形成に取り組みました。また、併設する土壌分析施設では、４５５検体の土壌診

断を実施し、１０２検体の残留農薬検査を実施するなど、おばこ産青果物の品質・収量の向

上と安全性の確保に取り組みました。

栽培面については、時期遅れの降雪、局所的な豪雨や夏場の猛暑、さらには降雪量が記

録的に少なかったことなど、台風による被害こそなかったものの、例年にない気象条件と

なり、園芸作物の栽培には大変厳しい年となり、出荷量は計画対比９０．３％となりました。

このような中、大粒ぶどうの収穫が本格的に始まり出荷量は増加しましたが、価格はや

や安値で推移しました。ねぎは、栽培面積が拡大し出荷量が４１４．４ｔ（前年対比１０７．１％）、

主力品目であるトマト・枝豆も出荷数量が増加しましたが、市場販売で関東近郊産地との

出荷が重なったことから全般に安値傾向で単価が上がらず苦しい販売となりました。また、

花き・菌床しいたけは、夏場の高温の影響、新型コロナウイルス感染症の影響による各種

行事の自粛や外食産業の需要の落ち込みにより販売額が伸びず、園芸全体の販売高は２３億

１２百万円（計画対比８９．３％）となりました。

《畜 産》

全国的に畜産物の出荷頭数が増加したものの、各畜種で販売価格が低下し、令和２年１

月から３月は、新型コロナウイルス感染症の影響により価格が暴落しました。また、配合

飼料、輸入乾牧草等の生産資材が高止まり状態にあることや、これまでの肥育・繁殖素牛

の高値により生産経費が増加するなど畜産経営は一層厳しい環境にあります。

こうした中、ＪＡ独自の家畜預託事業や畜産クラスター事業および夢プラン事業等補助

事業の有効活用を進め、若手後継者を中心に新規就農や規模拡大・増頭による生産基盤強

化に取り組みました。
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販売実績については、子牛価格は２月から急激に下がった影響もあり８億４４百万円（計

画対比８９．１％）、肉牛は販売農家の減少により出荷頭数が大幅に減少したことから５億６８

百万円（計画対比８４．８％）、成牛販売は母牛更新で出荷頭数が増加したことで６８百万円

（計画対比２３８．４％）、生乳は価格が安定的に推移しましたが、猛暑の影響などにより出荷

量が減少したことから３億２１百万円（計画対比９７．７％）となり、畜産事業全体の販売額は

２１億７５百万円（計画対比９４．０％）となりました。

保 管 事 業

令和１年産米の集荷に先立ち、農業倉庫やカントリーエレベーター等共乾施設担当者、

農産物検査員等の米集荷関係者が一堂に会し、集荷・販売方針や検査体制の共通認識を高

め、最優先事項である作業事故ゼロに向けた安全衛生大会（令和元年９月２日）を開催し

出来秋へと向かいました。

また、米集荷期間中は常勤理事が農業倉庫やカントリーエレベーターなどの現場巡回を

実施し、連日の集荷作業の激励と施設の安全点検、米集荷積み上げ対策等の確認をしまし

た。

令和１年産の集荷実績１，１７９，８７８．５俵／６０㎏の内、支店バラ倉庫およびライスターミナ

ルの全６基のバラ倉庫の集荷数量は５１８，６５２俵／６０㎏で、ＪＡ全体集荷数量の４３．９％を占

めており、より高品位な「秋田おばこ米」の生産販売に大きく寄与することができました。

農産物検査については、米の検査員４６名を配置し、９月１１日の初検査より対応しました。

主食用米の１等米比率は９４．０％となり、前年より５．３ポイント下落しました。令和１年産

米の２等以下の主な格落理由の内訳は、高温障害による心白・腹白粒３１．１％、充実度不足

２７．４％、カメムシ被害による着色粒２１．７％となっています。

また、米以外の検査実績は、天候に恵まれ豊作となり、大豆１２３，０８６袋／３０㎏（計画対

比１３０．８％）、小麦３，３０２袋／３０㎏（計画対比１４７．９％）、普通そば７，８２９袋／２２．５㎏（計画対

比２３８．８％）となりました。

加 工 事 業

これまで味噌加工ときりたんぽ加工を展開してきましたが、令和元年度は味噌加工のみ

の取り扱いとなりました。

年々取扱量が減少し今後も事業量の拡大が見込めず、また製造機械の老朽化等により、

令和元年度注文受付分をもって終了させていただきます。

利 用 事 業

カントリーエレベーター１１基（強首地区ＣＥ含む）とライスセンター３基における令和

１年産米の集荷実績は、３７２，３６１．０俵／６０㎏となりました。令和１年産米は、作柄が良好

で収穫量は増加したものの、ＣＥ利用者の経営委託に伴う玄米バラ出荷への移行などによ
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り利用面積が減少したことで、利用率（乾籾換算）はカントリーエレベーター（ＪＡ所有）

８６．４％、ライスセンター７７．７％、ＪＡ全体で８５．６％（計画対比９７．２％）となりました。

水稲種子センターの実績は５２，５９０袋／２０㎏（計画対比１２０．７％）、水稲種子温湯消毒施設

の処理実績は２２６，６７３㎏（計画対比１０３．５％）となりました。

開店３年目となった「しゅしゅえっとまるしぇ」では、出荷者協議会と連携し季節に応

じた農産物・加工品の販売、周年祭をはじめとする各種イベントを実施するなど、地場産

農産物を全面に出した商品販売を行った結果、農家から委託された農産物・加工品の売り

上げは、７９百万円（前年対比１２４．７％）となり前年を大きく上回りました。しかし、施設

全体の売上実績は１億８０百万円（計画対比７６．６％）となりました。売上が計画を下回って

おり、人件費、減価償却費を差し引いた事業利益でも厳しい状況が続いています。

農用地利用調整事業

令和元年度末における面積実績は７３６．６�となりました。なお、改正農地バンク法施行
により、令和２年４月１日以降、ＪＡが行ってきた農地利用集積円滑化事業が経過措置期

間（契約満了までの期間）を除き実施できなくなりました。

今後は、経過措置期間終了に伴い、農地中間管理機構への移行を進めてまいります。

旅 行 事 業

ふれあい食材企画『山形・上山温泉と塩釜お買物ツアー』、ＪＡ独自企画『梅沢富美男

コンサート日帰りの旅』、『日本演歌の夢まつり仙台公演２日間』など、多くの旅行企画が

利用者の皆さまからご好評をいただきました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響

により、海外企画の『魅惑のアラビアンリゾート アブダビ・ドバイ６日間』をはじめ、

国内企画の『春休みわんぱく夢冒険』、令和最初の『ＪＡ秋田おばこ皇居勤労奉仕団』に

ついては催行中止を余儀なくされましたが、年間取扱高は６６百万円（計画対比１０１．７％）

となりました。

なお、これまで永年にわたりご利用いただいておりました旅行事業は、令和元年度末を

もって㈱農協観光秋田支店へ全面業務移管しました。

介護福祉事業

高齢者福祉施設「ショートステイやすらぎ」が６年目に入りました。開設当初から赤字

が続いており、４月は平均稼働率７３．３％で運営していましたが、事業譲渡が決まり９月の

平均稼働率は６７．９％まで落ち込みました。その後、事業譲渡取り止めに伴い、夜勤可能職

員の未補充等もある中で業務改善を図りながら事業を運営し、令和２年３月末稼働率

７５．８％、年間平均稼働率６９．８％（計画対比１０２．５％）となり、赤字は改善してきています。

女性部、助け合い組織からはタオル等を寄贈いただき、毎年の温かい善意に感謝いたし

ます。
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短期入所生活介護事業は、利用料が１億１５百万円（計画対比１０１．８％）となりました。

訪問介護・福祉事業は利用者の増加により、利用料が５２百万円（計画対比１１１．６％）とな

りました。居宅介護事業は、利用料２３百万円（計画対比９９．１％）となりました。福祉用具

貸与・販売事業は、利用料が１６百万円（計画対比９３．８％）となりました。

指 導 事 業

《営 農 指 導》

播種作業は例年並みに行われ、４月下旬に一時低温となったものの、育苗期間を通じて

好天に恵まれたことで出芽は順調でした。苗の生育も順調に推移しましたが、一部もみ枯

細菌病が見られました。田植え時は気温が高く日照も多く経過したため、活着は良好で初

期生育は旺盛となりましたが、一部の地区では水不足により他の作物に切り替えたほ場が

ありました。その後も好天が続き分げつは早期に確保され、７月中旬には草丈はやや短い

ものの、茎数はかなり多く生育も早まりました。梅雨明け後の高温と出穂期（８月１日）

が重なり、高温登熟による背白・腹白・乳白粒が多発しましたが、農林水産省が公表する

秋田県県南の収量は６０８㎏／１０ａ、作況指数１０４の「やや良」となり、昨年から一転して豊

作となりました。

病害虫の発生については、種子消毒剤の浸種温度を徹底したことで、馬鹿苗病の発生は

抑制できましたが、緑化期までに高温の影響を受けた苗には、もみ枯細菌病の発生が散見

されました。また、一部ほ場では葉いもち病の発生が見られましたが、穂いもち病にまで

に至らず、被害は最小限にとどまりました。雑草の発生については、例年に無くノビエが

残ったことで、斑点米カメムシ類による着色粒が多発し、１等米比率は９４．０％と例年にな

く低下しました。

米の需給調整については、在庫過剰が見込まれることにより、管内２市１町が示した

「生産の目安」は前年を下回りました。当ＪＡは生産調整方針作成者として、米の需給バ

ランスの安定を図るため、各再生協議会より示された「生産の目安」に基づき、自主的取

組参考値を方針参画者へ通知し、皆さまのご協力により計画生産が達成されております。

令和元年度の経営所得安定対策交付金の交付実績は、主食用米以外での出荷を目的とし

た作物等に対する水田活用の所得補償交付金２７億２８百万円（交付対象者数４，５１１戸）とな

りました。また、平成３０年産の米・畑作物収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）の交付金

は、米・小麦については標準的収入額より収入が上回ったため補填はありませんでしたが、

大豆については収入額が下回ったため補填対象となり、管内３２６経営体へ国からの交付金

等６９百万円が交付されました。なお、令和元年産の米・畑作物収入減少影響緩和対策（ナ

ラシ対策）加入申請状況は、１，５９０経営体（法人８１、集落営農組織８６、認定農業者１，４２３）

の加入となっています。

青年部活動では、新たに仙北農業近代化ゼミナールと大曲青年会議所主催のイベントに

出店するなど、他団体との交流の輪を広げることができました。また、関係機関からもご
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協力をいただき、ポリシーブックを作成し、盟友が抱えている課題を整理したうえで、課

題解決のための方法を「自助」、「共助」、「公助」の３つに分け、我々が取り組むべきこと

の「見える化」を図りました。数回にわたって開催された勉強会では、グループ討議が活

発に行われ、課題と解決への道筋が共有されました。

広報関係では、広報誌「Ｏｂａｋｏ」に管内の頑張る生産者や高齢者から子どもまで幅

広い世代に登場していただくなど、より親しみやすく笑顔あふれる誌面づくりに取り組み

ました。

また、日本農業新聞へは年間１５０本程度を送稿・掲載し、県内外に向けて当ＪＡの取り

組みを発信しました。

《生 活 指 導》

女性部活動では、「女性大会・家の光大会」や各支部活動などを通じて様々な活動に取

り組みました。旬の野菜の消費拡大を目的に行っている「夏野菜料理コンテスト」を今年

も開催し、創意工夫された夏野菜の料理が各地区から出品されたほか、優秀作品は「しゅ

しゅえっとまるしぇ」において期間限定メニューとして販売するなど、広く地域の皆さま

に紹介しました。また、ボランティア活動にも取り組み、年２回に分けて「ショートステ

イやすらぎ」へ「タオル１本運動・愛の３０㎝運動」としてタオルと清拭布を寄贈しました。
プ ラ ス

地域の女性リーダー育成を目的とした「女性大学Ｐｌｕｓ」では、１期２年の２年目に

あたる本年、自主的な活動に重点を置き、参加者自らが講座を企画するグループワークを

カリキュラムに取り入れ、グループでの活動を積極的に行うなど講座内容の充実を図り、

今年３月に受講生２９名全員が全過程を修了し卒業しました。

くらしの活動では、子育て世代の目的別組織「Ｃｈｏｕ－Ｃｈｏｕ－Ｍａｍしゅしゅま

む」が７年目を迎え、各種料理教室やネイル教室、ＪＡ共済講座を行うなど、子育て世代

を中心とした新たなＪＡファンづくりに取り組みました。また、ぽぽっと教室では、伝統

食の継承や県産野菜を使った料理教室をはじめ、親子参加型の料理教室も開催し、地域の

方々のふれあいと食への意識を高めることができました。

食農教育として取り組んだ「あぐりスクール」では、管内の５小学校で実施し、田植え

や生き物調査、稲刈り、料理教室、販売体験などの農業体験を通じて、子どもたちに農業

や食文化を伝えることができました。
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５．農業振興活動

◇マーケットインに基づく生産・販売モデルの確立

・「秋田おばこ米」のブランド力を最大限発揮した生産・販売戦略実践のため、ＣＥ・

ＲＣ・バラ施設を最大限に活用した高品質米の安定供給を継続するとともに、事前契

約・複数年契約の取引の拡大等に取り組みます。

・園芸・畜産の生産振興を図り、稲作との複合経営を推し進めるとともに、ファーマー

ズマーケット「しゅしゅえっとまるしぇ」を中心とした直売野菜の取り扱いの拡大に

努めます。また、ＪＡ預託家畜事業・融資および補助事業等を活用した経営支援を行

い、精算・販売拡大に結び付けていきます。

◇生産コスト低減による農業経営の支援

・省力型肥料、超大型規格・ジェネリック農薬の供給、メーカー工場からの直行配送に

よる物流コストの低減、共同購入トラクター、ＪＡ独自型低コスト支援農機の拡販に

引き続き取り組み、安価で良質な資材の供給に取り組むほか、密苗栽培など生産コス

ト低減に向けた新たな栽培技術普及に努めます。

◇地域農業の担い手と連携したＪＡ地域農業戦略の着実な実践

・金融部門との連携や効率的で実効性のある営農指導体制の構築により、出向く営農指

導のさらなる強化を図り、担い手経営体等への支援強化に取り組みます。

◇ＪＡの多様な活動を通じた地域コミュニティの創造

・子どもたちの農業体験を中心とした「あぐりスクール」や地産地消の推進と伝統食継

承の取り組みを継続して行います。また、青年部による商工会等と連携した事業や子

育て世代をターゲットとした活動で、地域コミュニティを創造します。

◇地域へ出向く営業体制の強化（地域密着型金融の展開）

・農山漁村等地域活性化のため、融資をはじめとするコンサルタント機能強化を図りま

す。

・個人、担い手等のライフサイクルに応じた相談・支援に取り組みます。

・担い手経営の将来性を見極める融資手法をはじめ、担い手のニーズに合わせた商品の

提供を図ります。

・農地中間管理機構と連携し、農山漁村等地域の情報集積を活用した持続可能な農山漁

村等地域への貢献体制整備に取り組みます。
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６．地域貢献情報
ＪＡ秋田おばこは消費者に安全・安心な食料の供給を行うとともに、景観の保全や保水

能力など多面的機能を有する広大な水田を次世代に継承していくことが使命であると考え

ています。

農業を身近に感じ、地域へ果たす役割を知ってもらおうと、子どもたちを対象とした農

業体験学習の実施や、ＪＡ助け合い組織と一体となった高齢者の生活を支援するさまざま

な活動に積極的に取り組んでいます。また、次世代層との交流や地域住民とのふれあいを

目的とした「学童野球教室」・「フットサルスポーツ少年団大会」・「大曲仙北ジュニアミニ

バスケットボール交歓大会」、生産者の慰労や直売・加工部会との交流などふれあいを目

的として各支店で行事を開催しています。

また、ファーマーズマーケット「しゅしゅえっとまるしぇ」の活用などで、各事業を通

じて地域活性化と生活インフラとしての役割を発揮してまいります。

犯罪防止活動として行政と一体となり、渉外車等に防犯ステッカーをはり、不審者や一

人暮らしのお年寄りの情報に目を配り、また管内のＡＴＭ施設３０箇所に防犯システム「Ａ

ＴＭこども１１０番」を導入し、万一の場合の退避場所としてもご利用できるよう改修・周

知し、安全・安心な地域の暮らしに貢献できるよう積極的に取り組んでいます。今後も豊

かな地域社会実現のため、また、地域になくてはならない存在であり続けるよう努力して

まいります。

① 協同組合の特性

当ＪＡは大仙市、仙北市、美郷町を事業区域として農業者を中心とした地域住民の

方々が組合員となり、相互扶助を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農

業の活性化に資する地域金融機関です。

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さまなどからお預かりした大切な財産である

「貯金」を源泉としており、組合員の皆さま方をはじめ、地方公共団体などにも幅広く

ご利用いただいてます。

ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の一

員として農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向け、事業活動を展開するととも

に社会貢献に努めています。

② 地域からの資金調達の状況

（１）貯金残高

組 合 員 等 １０６，３４５，５０４千円

地方公共団体 ２，１７２，３１６千円

そ の 他 ２０，０４４，６２１千円

合 計 １２８，５６２，４４２千円
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③ 地域への資金供給の状況

� 貸出金残高

組 合 員 等 ３１，９５５，３４９千円

地方公共団体 １，８８８，３７１千円

そ の 他 １，７８５，０１８千円

合 計 ３５，６２８，７３９千円

④ 地域との繋がり

� 文化的・社会的貢献に関する事項

当ＪＡは、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現を目指す

とともに、地域の協同組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献を目的に活動を

しています。主な活動は次の通りです。

◇ 秋田おばこ杯「フットサルスポーツ少年団大会」、「大曲仙北ジュニアミニバス

ケットボール交歓大会」の開催

◇ 学童野球教室の開催

◇ 社会保険労務士による年金相談会の開催

◇ 各種農業関連イベントや地域活動への協賛・後援

◇ 子どもたちへの農業体験学習の実施

◇ 清掃ボランティア活動の実施

◇ 営農指導、配達時など移動時間を利用した防犯パトロールの実施

◇ 管内のＡＴＭ施設３０箇所に防犯システム「ＡＴＭこども１１０番」を導入

◇ 金融移動店舗車の運用

� 利用者ネットワーク化への取り組み

◇ 年金友の会グラウンドゴルフ大会の開催

◇ 助け合い組織の活動

� 情報提供活動

◇ ＪＡ広報誌の発行

◇ ホームページによる情報提供

◇ コミュニティＦＭ「ＦＭはなび」を活用した情報発信

◇ 「しゅしゅえっとまるしぇ」内の「みんなの広場」を活用した情報発信

◇ ＳＮＳを活用した情報発信 等
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７．リスク管理の状況
◇リスク管理体制

〔リスク管理に対する基本的な考え方〕

組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高い

経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。このため、有効な内部管理態勢を構

築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管理基本方針」を策定し、認識

すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備していま

す。

また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な自己査定の実施など

を通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。

〔管理するリスクの種類と定義〕

① 信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消

失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案

件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につい

ては、総合本部に資産審査課を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行ってい

ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行

うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸

出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行って

います。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組ん

でいます。

また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき

必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

② 市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動によ

り、資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・

負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価

格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、

資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在しているなかで金利が変動することによ

り、利益の低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは有価証

券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロール

することにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維

持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析

などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。
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③ 流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資

金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされるこ

とにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取

引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより

損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成

し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資

判断を行ううえでの重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握

したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不

適切であること、または外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、

収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リス

ク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業

務運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリ

スクなどについて、事務手続にかかる各種規程を理事会で定め、その有効性について内

部監査や監事監査の対象とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状

況を把握して理事会に報告する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・

正確に反映ができるよう努めています。

⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことに

より金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増

加に対応して、正確な事務処理を行うため事務手続を整備するとともに、自主検査・自

店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。

また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、

内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。

⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不

備に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることに

より金融機関が損失を被るリスクのことです。

当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努める

とともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「情報システム設備保守防災要領」

を策定しています。

― 15 ―



◇法令遵守体制

〔コンプライアンス基本方針〕

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事および当ＪＡの米共

同計算に関する不適切会計に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの

信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要に

なっています。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、

この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にた

ち、コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。

〔コンプライアンス運営態勢〕

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員長と

するコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進を行うため、

本店各部門・各支店にコンプライア

ンス推進担当者を設置しています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記

載した手引書「コンプライアンス・

マニュアル」を策定し、役職員に徹

底しています。さらに毎年全役職員

を対象とした「コンプライアンス研

修会」を開催しています。

毎年度、コンプライアンス・プロ

グラムを策定し、実効ある推進に努

めるとともに、統括部署を設置し、

その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの

声を真摯に捉え、前向きに事業に反

映するため、苦情・相談等の窓口を

備えています。
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◇金融ＡＤＲ制度への対応

① 苦情処理措置の内容

当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内

容をホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも

連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口 電話：０１８７‐４２‐８０９１（月～金 午前９時～午後５時）

② 紛争解決措置の内容

当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業

仙台弁護士会

①の窓口または一般社団法人ＪＡバンク相談所（電話：０３－６８３７－１３５９）にお申し

出ください。

・共済事業

（一社）日本共済協会 共済相談所（電話：０３－５３６８－５７５７）

https : //www.jcia.or.jp/advisory/index.html

（一財）自賠責保険・共済紛争処理機構

http : //www.jibai-adr.or.jp/

（公財）日弁連交通事故相談センター

http : //www.n-tacc.or.jp/

（公財）交通事故紛争処理センター

http : //www.jcstad.or.jp/

日本弁護士連合会 弁護士保険ＡＤＲ

https : //www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html

各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧いた

だくか、①の窓口にお問い合わせ下さい。

◇内部監査体制

当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及

び各部門の業務の遂行状況を、内部管理体制の適切性と有効性の観点から検証・評価し、

改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

また、内部監査はＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき

実施しています。

監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被

監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期

的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、

代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。
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８．自己資本の状況

◇自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応える

ため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。不良債権処理や業務の

効率化等に取り組み、費用圧縮や共同計算損失引当金の処理により、令和２年３月末にお

ける自己資本比率は、９．９１％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資本調達額

当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本

比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれ

らのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより

自己資本の充実に努めています。

また、平成１９年度から信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種

リスクを個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比

較・対照し、自己資本充実度を評価することにより、経営の健全性維持・強化を図ってい

ます。

項 目 内 容

発行主体 秋田おばこ農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 ７，８９６百万円（前年度７，９８１百万円）
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９．主な事業の内容

� 主な事業の内容

〔信 用 事 業〕

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。

この信用事業は、「ＪＡ」と「農林中金」の２つの組織が有機的に結びつき、「ＪＡバン

ク」として大きな力を発揮しています。

◇貯 金 業 務

組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりし

ています。普通貯金、貯蓄貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・

期間・金額にあわせてご利用いただいています。

また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、

給与振込等もご利用いただけます。

◇貸 出 業 務

農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員

の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方

公共団体、農業関連産業、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はも

とより、地域社会の発展のために貢献しています。

さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個

人向けローンも取り扱っています。

普 通 貯 金 いつでも出し入れ自由。おサイフ代わりにご利用ください。

総 合 口 座 「受取る」「支払う」「貯める」「借りる」と多機能に役割をこなします。

貯 蓄 貯 金 総合口座と貯蓄貯金が１冊の通帳にセットされ、ぐーんと便利になりました。
１０万円・３０万円・１００万円・３００万円以上の残高に応じた利率になります。

ス ー パ ー 定 期
お預かりした時の金融情勢にもとづいて利率が決定されます。
預け入れ期間は１ヶ月以上１０年までとなります。
預け入れ金額は３００万円未満と３００万円以上の二種類があります。

大 口 定 期 貯 金 １，０００万円以上の大口資金の運用に最適で、お預かりした時の金融情勢にもと
づいて利率が決定されます。預け入れ期間は１ヶ月以上１０年までとなります。

期日指定定期貯金 預け入れは最高３年、利息は１年ごとの複利で計算します。

定 期 積 金 積立期間を定めて、毎月一定日に掛金を払いこんでいただき、満期日にはまと
まった給付金を受取っていただく仕組みです。

― 19 ―



農業関連ご融資

農 業 振 興 資 金

農業振興の担い手となる農業者（個人・法人・団体）が農業・農業関連事業に
対し、制度資金の補完的機能としてご利用いただけます。
貸出金額……必要と認められる額
貸出期間……原則２０年以内
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

アグリマイティー
資 金

組合員、農業者等（農業を営む法人、団体を含む）が、経営の安定と生産性の
向上のための設備、運転資金としてご利用いただけます。
貸出金額……事業費の範囲内で、必要と認められる額。ただし、再生可能エ

ネルギー対応資金については貸付上限額が５，０００万円となりま
す。

貸出期間……１０年以内（土地改良にかかる事業は２５年以内）
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

共 済 担 保 資 金

ＪＡ共済の積立金を担保として、生活関連資金をお借入できます。
一般的に生活向上につながるあらゆる資金使途を対象としております。
貸出金額……積立金の貸出可能額の範囲内
貸出期間……５年以内（差し入れしていただく共済契約により異なります）

ＪＡ農機ハウス
ロ ー ン

組合員（法人および団体含む）が農業生産向上のため、農業機械等を取得する
際にご利用いただけます。
貸出金額……１，８００万円以内
貸出期間……１年以上１０年以内
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

生活関連ご融資

住 宅 ロ ー ン

住宅の購入・新築・増改築および宅地の購入などにご利用いただけます。
貸出金額……１億円以内
貸出期間……３５年以内
保証は、秋田県農業信用基金協会または協同住宅ローン㈱の保証となります。

マイカーローン
（一 般 型 Ａ）

自動車購入・車検・自動車共済・運転免許取得などに必要な資金としてご利用
いただけます。
貸出金額……１，０００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上１０年以内
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

マイカーローン
（一 般 型 Ｃ）

マイカー購入等や他社のマイカーローンの借換えに要する資金としてご利用い
ただけます。
貸出金額……１，０００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上１０年以内
保証は、三菱ＵＦＪニコス㈱の保証となります。

教 育 ロ ー ン
（一 般 型 Ａ）

就学子弟の入学金・授業料・学費などにご利用いただけます。
貸出金額……１，０００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上１５年以内（在学期間＋９年）
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

教 育 ロ ー ン
（一 般 型 Ｃ）

就学子弟の入学金・授業料・学費などにご利用いただけます。
貸出金額……１，０００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上１５年以内（在学期間＋９年）
保証は、三菱ＵＦＪニコス㈱の保証となります。
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◇為 替 業 務

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と

為替網で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・

小切手等の取立が安全・確実・迅速にできます。

◇その他の業務およびサービス

当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用し、各種自動受取、各種自動

支払や事業主の皆さまのための給与振込サービス、自動集金サービスなどを取り扱って

います。

また、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンスストアなど

でも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めていま

す。

多 目 的 ロ ー ン

ショッピング・レジャーなどお使い道はご自由にご利用いただけます。
貸出金額……５００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上１０年以内
保証は、秋田県農業信用基金協会保証となります。

フ リ ー ロ ー ン
（フ リ ー 型）

生活に必要な一切の資金（他金融機関・信販会社等の借換を含む）および事業
性資金（個人事業主の方）にご利用いただけます。
貸出金額……１０万円以上３００万円以内
貸出期間……６ヶ月以上７年以内
保証は、三菱ＵＦＪニコス㈱の保証となります。

カ ー ド ロ ー ン
（約定弁済・一般型Ｃ）

当ＪＡ管内に在住、在勤の方の生活資金需要に幅広くご利用いただけます。
貸出金額……１０万円以上５００万円以内
貸出期間……１年（自動更新）７０歳以上は、更新不可となります。
保証は、三菱ＵＦＪニコス㈱の保証となります。
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◇手 数 料 一 覧
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〔共 済 事 業〕

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆さま

をはじめ、地域社会に住む皆さまを「ひと・いえ・くるま」の総合保障で一生涯サポート

することを目的としています。

事業実施当初から生命保障と損害保障の両方を実施しており、日常生活のうえで必要と

されるさまざまな保障・ニーズにお応えできる商品を取り揃えております。

※上記の表で「万一のとき」とは、死亡または第１級後遺障害の状態になったときをいいます。
※上記の共済は、所定の要件を満たす場合、共済掛金が所得税・住民税の所得控除の対象となります。

長期共済の種類（共済期間が５年以上の契約）

終 身 共 済

一生涯にわたって万一の保障が確保できます。また万一のとき、大きな出費に
も手厚い一時金をお受取りいただけます。
○基本タイプ ○一時払タイプ ○引受緩和型タイプ
○一時払（生存給付）タイプ

定 期 生 命 共 済 掛け捨てタイプですので、万一の場合を手軽な掛金で保障します。

養 老 生 命 共 済

被共済者が万一のときの保障だけでなく、満期まで生存したときにも共済金を
支払う共済です。計画的な貯蓄と万一への備えを両立できるとともに、さまざ
まな特約を付加することで、保障を充実させることも可能です。
○基本タイプ ○中途給付タイプ

こ ど も 共 済

お子さまの教育資金の備えと万一の保障が確保できます。
○入園・入学にあわせた入学祝金を受け取る「祝金型（にじ）」
○入園・入学にあわせた入学祝金とお子さまの保障を厚くした「祝金型（えが
お）」
○お子さまの学資金を効率的に準備する「学資金型（学資応援隊）」

医 療 共 済 入院や手術または放射線治療を受けたときの保障を確保するための共済です。
先進医療や入院見舞金保障などニーズにあわせた保障内容を選べます。

が ん 共 済
悪性腫瘍または脳腫瘍になった場合、その入院、手術等を保障するとともに、
再発時や長期治療時の経済負担に対応する保障もあり、生涯にわたって「が
ん」を総合的に保障できる共済です。

引 受 緩 和 型
定 期 医 療 共 済

告知項目を簡素化することで、健康に不安がある中高年の人でも加入しやすい
共済です。また、持病（既往症）が悪化または再発して、入院または手術が必
要となった場合でも保障します。

介 護 共 済
長生きの時代を安心して暮らしていける、一生涯の介護保障です。公的介護保
険制度に連動したわかりやすい保障です。
○基本タイプ ○一時払タイプ

生 活 障 害 共 済

病気やケガで身体の障害状態により、働けなくなったときの収入の減少や教育
費、住宅ローン等の支出の増加に備えられ、公的な制度に連動したわかりやす
い保障の共済です。
○定期年金型 ○一時金型

特定重度疾病共済

三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）に加えて、三大疾病以外の「心・血
管疾患」や「脳血管疾患」、さらには「その他の生活習慣病」まで幅広く保障
します。４つの疾病区分ごとに共済期間を通じてそれぞれ１回、最大で４回共
済金をお支払いします。
継続的な治療による様々な経済的負担に備えられるよう、まとまった一時金で
受け取れます。

予定利率変動型
年 金 共 済

ゆとりある老後のための生活資金が手軽に準備できます。ライフプランにあわ
せて「定期年金タイプ」と「終身年金タイプ」の２つのタイプがあります。

建 物 更 生 共 済

火災や台風・地震などの自然災害による建物や動産などの損害を幅広く保障す
る共済です。「建物主契約」のほか、家財・家具の損害を保障する「Ｍｙ家財」
などがあります。
○満期金額の３０倍まで自由に保障額を設計できます。
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※（※）は、所定の要件を満たす場合、共済掛金が所得税・住民税の所得控除の対象となる共済です。

◇ＪＡ共済の仕組み

ＪＡ共済は、平成１７年４月１日から、ＪＡとＪＡ共済連が共同で共済契約をお引き受

けしています。

ＪＡとＪＡ共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さまに密着した生活

総合保障活動を行っています。

組合員・利用者
の 皆 さ ま

共済掛金のお払込みなど

共済金のお支払いなど

共 済 契 約

組 合
（ＪＡ）

全 国 共 済 農 業
協同組合連合会

短期共済の種類（共済期間が５年未満の契約）

自 動 車 共 済 対人・対物賠償をはじめ、傷害保障（人身傷害保障、傷害給付）、車両保障な
ど、万一の自動車事故を幅広く保障。

自 賠 責 共 済 人身事故の被害者保護のため、法律ですべての自動車に加入が義務づけられて
いる共済。

傷 害 共 済 日常のさまざまなアクシデント（万一のときや負傷）を保障。（※）

火 災 共 済 住まいの火災損害を保障。（※）

賠 償 責 任 共 済 日常生活中に生じた損害賠償義務を保障。

団体定期生命共済 団体の福利厚生制度として。

団体建物火災共済 団体の建物・動産の損害を総合保障。

ボランティア活動共済 ボランティア活動中の傷害・賠償事故を保障。
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〔農業関連事業〕

◇販 売 事 業

「農業者の所得増大」と「農業生産の拡大」の実現に向け、基幹作物である米を中心

に野菜・果樹・畜産物など生産者の顔が見える「秋田おばこブランド」農畜産物の有利

販売に取り組んでいます。

また、適期収穫、適正防除、生産履歴記帳等を徹底しているほか、カントリーエレベー

ター等の米穀関連施設や選果設備、予冷庫、土壌分析機能を有した園芸集荷施設をフル

活用するなど消費者の皆さまに新鮮で安全・安心な農産物をお届けできるよう努めてい

ます。

◇購 買 事 業

農業生産と組合員の生活応援のための資材（肥料・農薬・農業機械や米・生活用品な

ど）を幅広く安定的に供給しています。また、営農指導と連携した生産資材の提案、独

自銘柄資材の開発や物流コスト削減に取り組むなど、トータル生産コストの低減に努め

ています。

◇利 用 事 業

農産物直売所等複合施設「しゅしゅえっとまるしぇ」は、地域農業者の所得向上と地

域の活性化に貢献できる施設を目指し、新鮮で安全・安心な地場産農産物や加工品を提

供しているほか、併設するキッチンスタジオで親子料理教室など食農教育にも取り組み、

管内外の多くのお客さまからご好評をいただいています。

〔営農・生活相談事業〕

◇営農指導相談

米穀、園芸、法人・担い手など品目や経営体に応じて指導員を配置し、栽培指導や経

営指導、税務指導等に取り組んでいます。また、「出向く営農指導」の実践に向け、１４

営農センターを配置して地理条件や地域特性に的確できめ細やかな対応をするとともに、

若手営農指導員の育成ができる体制づくりにも取り組んでいます。

◇くらしの相談

組合員や地域の皆さまが心豊かに安心して生活できる地域づくりに向けて、各種講習

会やイベント等を女性部・青年部と連携して開催しています。また、新たなＪＡファン

づくりを目指した、目的別組織活動や親子参加型の料理教室、伝統料理教室などにも取

り組んでいます。
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◇健 康 づ く り

女性部を中心に各種講演会や研修会を開催し、健康促進に取り組んでいます。また、

女性部・フレッシュ部会員が体力づくりと親睦を兼ねて、グラウンドゴルフ大会などの

交流会も開催しています。

◇高齢者福祉活動

管内に１３の助け合い組織があり、地域でのミニデイサービス、施設ボランティア、高

齢者宅への声かけ運動、地域イベントへの協力など、共に生きる助け合いの精神に基づ

き高齢者支援活動を実践しています。

また、元気な高齢者を対象にしたミニデイサービスを開催し、健康体操・健康チェッ

ク・アクティビティサービス（手芸、調理実習ほか）などを実施し、筋力の低下や認知

症を予防しています。

〔生活関連事業〕

◇介護保険事業

高齢化が進む中、組合員とその家族、地域住民が住み慣れた地域で心身ともに豊かに

暮らし、介護を必要としている人を支援するため、居宅介護支援（ケアプラン作成）、

短期入所生活介護サービス（ショートステイ施設）、ホームヘルプサービス（訪問介護）、

福祉用具レンタル・福祉用具販売等を利用者の立場に立って「安全・安心・尊重」の基

本理念に基づいて介護サービスを提供しています。

◇高齢者生活支援事業

日常生活に不安を持っている介護保険認定外の方などに、生活を支援する高齢者生活

支援事業「ＪＡハートヘルプ活動」を実施し、買い物や病院への介助等のサービスを提

供しています。

◇食農教育活動と都市農村交流

管内の小学生を対象とした「あぐりスクール」では、将来を担う子ども達に様々な農

業体験を通して、「食と農」の大切さを伝えています。また、都市部の小学生との農業

体験や生き物調査等の交流を通じて、食・農・環境への理解醸成に向けた活動も行って

います。

― 26 ―



� 系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み）

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度

である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネッ

トで守られています。

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化

法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する

法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総意のもと「ＪＡバンク基

本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡバンクシ

ステム」といいます。

「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」

と、スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強

化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。

◇「破綻未然防止システム」の機能

「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未

然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、�個々のＪＡ等の経営状
況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、�経営破綻に至ら
ないよう、早め早めに経営改善等を実施、�全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク
支援基金※」等を活用し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入などの

支援を行います。

※２０１９年３月末における残高は１，７０６億円となっています。

◇「一体的な事業推進」の実施

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の

強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等、一体的な事

業推進の取り組みをしています。

◇貯金保険制度

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合な

どに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資

することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」

と同様な制度です。
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【経 営 資 料】

Ⅰ 決 算 の 状 況
１．貸 借 対 照 表 （単位：千円）

科 目 令和元年度
（令和２年３月３１日）

平成３０年度
（平成３１年３月３１日）

（資 産 の 部）
１．信 用 事 業 資 産 １２１，３７８，０９１ １１７，０９５，９３６
� 現 金 １，７４０，２００ １，５０５，０５７
� 預 金 ８４，０７４，９９４ ７８，６１９，２０９
系 統 預 金 ８４，００６，８０５ ７８，４４９，８８３
系 統 外 預 金 ６８，１８９ １６９，３２６

� 貸 出 金 ３５，６２８，７３９ ３７，０３９，７２８
� その他の信用事業資産 １４１，７１８ １７３，０６０
未 収 収 益 １２３，５０３ １４３，０２８
そ の 他 の 資 産 １８，２１４ ３０，０３２

	 債 務 保 証 見 返 ２０，４１３ ２０，４８６

 貸 倒 引 当 金 △ ２２７，９７４ △ ２６１，６０６

２．共 済 事 業 資 産 ３６０ １，７７０
� 共 済 貸 付 金 － １，５０５
� 共 済 未 収 利 息 － ４０
� その他の共済事業資産 ３６０ ２２４

３．経 済 事 業 資 産 ８，５７６，８０３ ９，８１１，０７０
� 経 済 事 業 未 収 金 ３，２４９，３７７ ３，３８７，１８０
� 経 済 受 託 債 権 ４，０５２，０９２ ５，４０５，２１２
� 棚 卸 資 産 １，８０２，６７５ １，７５４，３８５
購 買 品 １，７９２，７３１ １，７３９，６４９
その他の棚卸資産 ９，９４４ １４，７３６

� その他の経済事業資産 ７２８，９２０ １，８３２，１５０
	 貸 倒 引 当 金 △ １１１，８８１ △ １１７，６３６

 共同計算損失引当金 △１，１４４，３８１ △２，４５０，２２２

４．雑 資 産 ５２８，３２１ ６７３，６１４
� 雑 資 産 ５１７，０１２ ６７３，９８８
� 長 期 前 払 費 用 １１，９８６ ３００
� 貸 倒 引 当 金 △ ６７７ △ ６７４

５．固 定 資 産 ７，０６８，１８６ ７，９９５，３７２
� 有 形 固 定 資 産 ６，９９８，２２１ ７，９３６，３８０
建 物 １５，８６４，２４３ １６，４１５，２１４
構 築 物 １，６６３，３０４ １，７０３，５９１
機 械 装 置 ４，７４４，８９４ ４，７１１，６１７
土 地 １，８０８，９８６ １，９２３，５５９
その他の有形固定資産 ８８７，８００ ８８３，１４２
減 価 償 却 累 計 額 △１７，９７１，００７ △１７，７００，７４５

� 無 形 固 定 資 産 ６９，９６４ ５８，９９１
６．外 部 出 資 ６，８６９，５１５ ６，８７０，０１４
� 外 部 出 資 ６，８６９，５１５ ６，８７０，０１４
系 統 出 資 ６，２２９，４１３ ６，２２９，４１３
系 統 外 出 資 ４９１，９５２ ４９２，４５１
子 会 社 等 出 資 １４８，１５０ １４８，１５０

７．繰 延 税 金 資 産 ３４３，６８３ ３７１，７３３
資 産 の 部 合 計 １４４，７６４，９６２ １４２，８１９，５１１

科 目 令和元年度
（令和２年３月３１日）

平成３０年度
（平成３１年３月３１日）

（負 債 の 部）
１．信 用 事 業 負 債 １２９，８４３，４４１ １２６，４５０，９８８
� 貯 金 １２８，５６２，４４２ １２５，１９２，９７８
� 借 入 金 ６７４，４３８ ８２４，１９４
� その他の信用事業負債 ５８６，１４６ ４１３，３２８
未 払 費 用 １５，５１２ １７，６６０
そ の 他 の 負 債 ５７０，６３４ ３９５，６６８

� 債 務 保 証 ２０，４１３ ２０，４８６
２．共 済 事 業 負 債 ７２５，９４３ ８１９，１１０
� 共 済 借 入 金 － １，０００
� 共 済 資 金 ３７６，５０８ ４４８，５６９
� 共 済 未 払 利 息 － ２２
� 未経過共済付加収入 ３４７，９０２ ３６８，２４２
	 その他の共済事業負債 １，５３２ １，２７５

３．経 済 事 業 負 債 ３，２１０，７５８ ４，８９２，３６９
� 経 済 事 業 未 払 金 ３７９，７８３ ４６２，５４８
� 経 済 受 託 債 務 ２，７３５，６８３ ４，３３７，１２６
� その他の経済事業負債 ９５，２９１ ９２，６９４

４．設 備 借 入 金 ２，５０９，０２０ ３，０８３，９５０
５．雑 負 債 ７１５，７３２ ６９６，５２６
� 未 払 法 人 税 等 １２３，５９０ １０，４６４
� そ の 他 の 負 債 ５９２，１４２ ６８６，０６２

６．諸 引 当 金 １，０６０，８９９ １，０５４，０５３
� 退 職 給 付 引 当 金 １，０６０，２０３ １，０５３，４８７
� 複合施設ポイント引当金 ６９５ ５６５
負 債 の 部 合 計 １３８，０６５，７９５ １３６，９９６，９９８
（純 資 産 の 部）
１．組 合 員 資 本 ６，６９９，１６６ ５，８２２，５１２
� 出 資 金 ７，８９６，９３０ ７，９８１，５１０
� 利 益 剰 余 金 △１，０６２，７７８ △２，０５１，８６７
その他利益剰余金 △１，０６２，７７８ △２，０５１，８６７
当期未処理損失金 １，０６２，７７８ ２，０５１，８６７
（うち当期剰余金）（ ９６３，０５７）（ ７６１，７１０）

� 処 分 未 済 持 分 △ １３４，９８５ △ １０７，１３０
純 資 産 の 部 合 計 ６，６９９，１６６ ５，８２２，５１２

負債及び純資産の部合計 １４４，７６４，９６２ １４２，８１９，５１１
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２．損 益 計 算 書

（注）農業協同組合法施行規則の改正に伴い、当年度につい
ては、各事業の収益及び費用を合算し、事業相互間の内
部損益を除去した「事業収益」、「事業費用」を表示して
います。

（単位：千円）

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

１．事 業 総 利 益 ５，８４９，５０４ ４，８４６，４５２
事 業 収 益 １３，０５２，２８８ －
事 業 費 用 ７，２０２，７８３ －
� 信 用 事 業 収 益 １，３０７，６６３ １，３９４，０９９
資 金 運 用 収 益 １，２１７，７９３ １，３０４，７５０
（うち預金利息）（ ５２８，７９３）（ ４２８，３５３）
（うち貸出金利息）（ ６４２，９６１）（ ８１８，１８４）
（うちその他受入利息）（ ４６，０３９）（ ５８，２１２）

役 務 取 引 等 収 益 ５５，２１６ ５５，７８３
そ の 他 経 常 収 益 ３４，６５３ ３３，５６４

� 信 用 事 業 費 用 ４８４，０７６ ５３３，６４２
資 金 調 達 費 用 ３８，３１６ ４８，１０２
（うち貯金利息）（ ２６，９７９）（ ３８，３２０）
（うち給付補填備金繰入）（ ５，５９９）（ ４，７２８）
（うち借入金利息）（ ３，８９７）（ ４，９９４）
（うちその他支払利息）（ １，８３９）（ ５９）

役 務 取 引 等 費 用 ４８，０６４ ４７，５２３
そ の 他 経 常 費 用 ３９７，６９５ ４３８，０１５
（うち貸倒引当金戻入益）（△ ３３，６３１）（△ １５，５１１）
（うち貸出金償却）（ ６６６）（ １１４）

信 用 事 業 総 利 益 ８２３，５８６ ８６０，４５６
� 共 済 事 業 収 益 １，２０９，８１７ １，２８７，４３９
共 済 付 加 収 入 １，１０８，６８０ １，１９３，６１０
共 済 貸 付 金 利 息 １８ ３，２０９
そ の 他 の 収 益 １０１，１１８ ９０，６２０

� 共 済 事 業 費 用 ９９，４５２ １１４，０２４
共 済 借 入 金 利 息 － ３，１３８
共 済 推 進 費 ７７，０７１ ８４，３６９
共 済 保 全 費 １９，５７４ ２３，６４９
そ の 他 の 費 用 ２，８０６ ２，８６７

共 済 事 業 総 利 益 １，１１０，３６４ １，１７３，４１４
	 購 買 事 業 収 益 ７，４３３，４８５ ８，１８２，９１０
購 買 品 供 給 高 ７，１８６，１６７ ７，８９９，８００
修 理 サ ー ビ ス 料 １３２，８８２ １４６，２２９
そ の 他 の 収 益 １１４，４３５ １３６，８７９


 購 買 事 業 費 用 ６，３７７，１２８ ７，０６５，２６６
購 買 品 供 給 原 価 ６，０９１，２４５ ６，７０８，６３４
購 買 供 給 費 １２８，２４９ １４８，３５１
修 理 サ ー ビ ス 費 １１，７３８ １１，３４７
そ の 他 の 費 用 １４５，８９４ １９６，９３２
（うち貸倒引当金繰入額）（ ２，７２１）（ １７，０２８）

購 買 事 業 総 利 益 １，０５６，３５６ １，１１７，６４３
� 販 売 事 業 収 益 ９７５，８８９ ９５９，９４３
販 売 手 数 料 ７０３，２７５ ６９５，２９２
そ の 他 の 収 益 ２７２，６１４ ２６４，６５１

� 販 売 事 業 費 用 △１，１８２，５５０ △ １６０，２６７
販 売 費 ３９，７８３ ３９，８７２
そ の 他 の 費 用 △１，２２２，３３３ △ ２００，１３９
（うち貸倒引当金戻入益）（△ ７，６０３）（△ ７，１２２）
（うち共同計算損失引当金戻入益）（△１，３０５，８４１）（△ ２７８，６５３）

販 売 事 業 総 利 益 ２，１５８，４４０ １，１２０，２１０

 保 管 事 業 収 益 ５２７，２５３ ５０５，９４５
� 保 管 事 業 費 用 ３７６，８３１ ３８４，１０９
保 管 事 業 総 利 益 １５０，４２１ １２１，８３６
� 加 工 事 業 収 益 ５，９１９ １１，４０６
� 加 工 事 業 費 用 ５，６１１ １０，１７０
加 工 事 業 総 利 益 ３０７ １，２３６

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

� 利 用 事 業 収 益 １，２３９，０９８ １，１９０，８３３
� 利 用 事 業 費 用 ８０１，３９５ ８５２，７９４
利 用 事 業 総 利 益 ４３７，７０３ ３３８，０３９
� 農用地利用調整事業収益 １０８，６２５ １３１，８０３
� 農用地利用調整事業費用 １０６，１８９ １２９，０８５
農用地利用調整事業総利益 ２，４３６ ２，７１７
� 旅 行 事 業 収 益 ４，５２９ ７，０２０
� 旅 行 事 業 費 用 １，１７１ １，１７１
旅 行 事 業 総 利 益 ３，３５７ ５，８４９
� 福 祉 事 業 収 益 ５，６５４ ５，７２１
� 福 祉 事 業 費 用 ４，２９５ ４，２５８
福 祉 事 業 総 利 益 １，３５８ １，４６３
� 介 護 事 業 収 益 ２０２，８１１ ２２１，５９４
� 介 護 事 業 費 用 ８１，８２８ ８０，９７５
介 護 事 業 総 利 益 １２０，９８３ １４０，６１９
� そ の 他 事 業 収 益 １，７６７ ２，２０９
そ の 他 事 業 総 利 益 １，７６７ ２，２０９
� 指 導 事 業 収 入 ９２，４９５ ９１，９９７
� 指 導 事 業 支 出 １１０，０７３ １３１，２４１
指 導 事 業 収 支 差 額 △ １７，５７８ △ ３９，２４４

２．事 業 管 理 費 ４，００４，８７４ ４，３６６，８４２
� 人 件 費 ２，８０６，７２７ ３，０８２，８２２
� 業 務 費 １３０，３７３ １１８，２３３
� 諸 税 負 担 金 １４３，９４２ １６０，１９９
� 施 設 費 ９０２，５１７ ９５９，０８６
	 その他事業管理費 ２１，３１４ ４６，５０１
事 業 利 益 １，８４４，６３０ ４７９，６０９

３．事 業 外 収 益 ２４１，８７８ ４０３，９１７
� 受 取 雑 利 息 ４，６７９ ４，２５０
� 受 取 出 資 配 当 金 １４５，４６７ ２３３，５１８
� 賃 貸 料 ４２，０９７ ４２，２５８
� 雑 収 入 ４９，６３４ １２３，８９０

４．事 業 外 費 用 ６６，４２７ ７７，９４５
� 支 払 雑 利 息 ３３，００３ ３９，７５７
� 寄 付 金 ６００ ６１１
� 賃貸施設関連費用 ２１，４５０ ２２，５７２
� 雑 損 失 １１，３７２ １５，００３
経 常 利 益 ２，０２０，０８０ ８０５，５８２

５．特 別 利 益 ３，２０８ ２，２７４
� 固 定 資 産 処 分 益 １，４１０ １，２７４
� その他の特別利益 １，７９８ ９９９

６．特 別 損 失 ６６５，８５８ ３４７，５０５
� 固 定 資 産 処 分 損 ７９，８２６ １４，０７６
� 固 定 資 産 圧 縮 損 １，７９８ －
� 減 損 損 失 ５８３，２４３ ３３３，４２９
� その他の特別損失 ９９０ －

税 引 前 当 期 利 益 １，３５７，４３０ ４６０，３５１
法人税・住民税及び事業税 １５１，０８７ △ １０１，８０４
過年度法人税等追徴税額 ２１５，２３７ －
法 人 税 等 調 整 額 ２８，０４９ △ １９９，５５４
法 人 税 等 合 計 ３９４，３７３ △ ３０１，３５９
当 期 剰 余 金 ９６３，０５７ ７６１，７１０
当 期 首 繰 越 損 失 金 ２，０２５，８３５ ２，８１３，５７７
当 期 未 処 理 損 失 金 １，０６２，７７８ ２，０５１，８６７
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３．注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
� 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準
及び評価方法
① 子会社株式等…………移動平均法による原価法
② その他有価証券
ア）時価のないもの……移動平均法による原価法

� 棚卸資産の評価基準及び評価方法
購 買 品……売価還元法による低価法
その他の棚卸資産
（原材料、加工品、家畜人工授精用精液）

……個別法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

その他の棚卸資産（商品券）
……総平均法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

その他の棚卸資産（複合施設棚卸資産）
……最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１
日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しています。
� 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、自社利用ソフトウェアについては、当ＪＡに
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法により償
却しています。

３．引当金の計上基準
� 貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、
資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当要
領に則り、次のとおり計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及

Ⅰ 継続組合の前提に関する注記
当ＪＡは、過年度における米共同計算に関する多額の損
失計上により、当事業年度決算において、ＪＡバンク基本
方針において定める自己資本比率８％を下回り、継続組合
の前提に重要な疑義が生じております。
このため、組合員、役職員をあげた経営改善計画を着実
に実践し、財務基盤の強化を図るとともに、経営管理態勢
及び内部統制の整備により、再発防止に向けて取り組んで
まいります。
しかしながら、当該対応策に関しては、関係者と協議を
継続しながら取り組みをすすめている途上であり、現時点
においては、継続組合の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、事業報告、貸借対照表、損益計算書、損失処理案
及び注記表並びに附属明細書は、継続組合を前提として作
成しており、継続組合の前提に関する重要な不確実性を財
務諸表に反映しておりません。

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
� 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準
及び評価方法
① 子会社株式等…………移動平均法による原価法
② その他有価証券
ア）時価のないもの……移動平均法による原価法

� 棚卸資産の評価基準及び評価方法
購 買 品……売価還元法による低価法
その他の棚卸資産
（原材料、加工品、家畜人工授精用精液）

……個別法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

その他の棚卸資産（商品券）
……総平均法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）

その他の棚卸資産（複合施設棚卸資産）
……最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月
１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
� 無形固定資産
定額法

３．引当金の計上基準
� 貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、
資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当要
領に則り、次のとおり計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破
綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下
「破綻懸念先」という。）に係る債権のうち債権の元
本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積も
ることができる債権については、当該キャッシュ・フ
ローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収見込額を控除した残額との差額を引当
てています。なお、債権残高が５，０００千円未満の債権
については、過去の一定期間における貸倒実績率から
算出した貸倒実績率等に基づき算出した金額を計上し
ています。
上記以外の債権については、貸出金等に係る今後の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、
過去の一定期間における貸倒実績率を基礎に、将来見
込み等の必要な修正を加えて算定しています。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担当
部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っています。
� 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事
業年度末に発生していると認められる額を計上してい
ます。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっています。
② 数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
います。
過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しています。

� 複合施設ポイント引当金
複合施設において、販売促進を目的とするポイント
制度に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使
用による費用発生に備えるため、当事業年度末におい
て、将来発生すると見込まれる額を計上しています。
� 共同計算損失引当金
米共同計算に係る精算の損失に備えるため、貸出債
権と同様の方法により、必要と認められる額を計上し
ています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
います。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は
「雑資産」に計上し、５年間で均等償却を行っています。

５．記載金額の端数処理等
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、金額千

びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻
に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破
綻懸念先」という。）に係る債権のうち債権の元本の回
収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もること
ができる債権については、当該キャッシュ・フローと
債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収見込額を控除した残額との差額を引当ててい
ます。なお、債権残高が５，０００千円以下の債権について
は、過去の一定期間における貸倒実績率から算出した
貸倒実績率等に基づき算出した金額を計上しています。
上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定し
た金額を計上しています。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担当
部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っています。

� 退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事
業年度末に発生していると認められる額を計上してい
ます。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっています。
② 数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
います。
過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しています。

� 複合施設ポイント引当金
複合施設において、販売促進を目的とするポイント
制度に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使
用による費用発生に備えるため、当事業年度末におい
て、将来発生すると見込まれる額を計上しています。
� 共同計算損失引当金
米共同計算に係る精算の損失に備えるため、貸出債
権と同様の方法により、必要と認められる額を計上し
ています。

４．消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等
は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却を行っています。

５．記載金額の端数処理等
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、金額
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円未満の科目については「０」で表示しています。

Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
１．損益計算書の表示方法
農業協同組合施行規則の改正に伴い、損益計算書に各
事業ごとの収益及び費用を合算し、各事業相互間の内部
損益を除去した「事業収益」「事業費用」を損益計算書
に表示しています。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の取得
価額から控除している圧縮記帳額は８，５８７，７０２千円であ
り、その内訳は次のとおりです。
建 物 ３，５５２，１００千円
建物附属設備 １，３７７，１３１千円
構 築 物 ２４１，０１１千円
機 械 装 置 ３，１４２，９６２千円
車両運搬具 １９，０２３千円
工具器具備品 ２５５，４７３千円

２．担保に供している資産
定期預金３，０００，０００千円を為替決済の担保に供してい
ます。
次の資産は設備借入金の担保に供しています。
建物・構築物 ０千円

３．子会社等に対する金銭債権及び金銭債務
子会社等に対する金銭債権の総額 ４６４，０６０千円
子会社等に対する金銭債務の総額 ２８１，３８７千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
理事及び監事に対する金銭債権の総額 ４１，９００千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳
貸出金のうち、破綻先債権額は２６，５６６千円、延滞債権
額は１，２８０，１６２千円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以
下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破
綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は６，８７５千円で
す。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。
貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

千円未満の科目については「０」で表示しています。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の取得
価額から控除している圧縮記帳額は８，５９３，９２９千円であ
り、その内訳は次のとおりです。
建 物 ３，５５４，１９７千円
建物附属設備 １，３７７，１３１千円
構 築 物 ２４１，０１１千円
機 械 装 置 ３，１４７，０９１千円
車両運搬具 １９，０２３千円
工具器具備品 ２５５，４７３千円

２．担保に供している資産
定期預金６，０００，０００千円を為替決済の担保に供してい
ます。
次の資産は設備借入金の担保に供しています。
建物・構築物 １７６，１９０千円

３．子会社等に対する金銭債権及び金銭債務
子会社等に対する金銭債権の総額 ５０７，３４１千円
子会社等に対する金銭債務の総額 ３７９，１５３千円

４．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
理事及び監事に対する金銭債権の総額 ５９，０００千円

５．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳
貸出金のうち、破綻先債権額は１７，２２０千円、延滞債権
額は１，１１６，１３２千円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以
下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破
綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は３０，６８３千円で
す。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。
貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債
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権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものです。
破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は１，３１３，６０４千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額です。

Ⅳ 損益計算書に関する注記
１．子会社等との取引高の総額
� 子会社等との取引による収益総額 ５３，９６２千円

うち事業取引高 ２４，５５６千円
うち事業取引以外の取引高 ２９，４０５千円

� 子会社等との取引による費用総額 １１７，０２６千円
うち事業取引高 １０１，２５２千円
うち事業取引以外の取引高 １５，７７３千円

２．減損損失に関する注記
� 資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認
識した資産又は資産グループの概要
当ＪＡでは、事業別の管理会計単位を基礎として、
信用共済・購買事業は支店・店舗ごとに（ただし、病
院支店は政策店舗であることからＪＡ全体の共用資産
としています）、農業機械・食材・介護福祉事業はそ
れぞれ一般資産としています。
また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）
については各固定資産をグルーピングの最小単位とし
ています。
本店及び複合施設（しゅしゅえっとまるしぇ）、農
業関連施設（園芸拠点センター、畜産総合センター、
カントリーエレベーター・ライスセンター、種子セン
ター、育苗センター、加工事業、支店営農等）につい
ては、利用状況や地域性を踏まえ、他の資産グループ
のキャッシュ・フローの生成に寄与していることから、
共用資産としています。
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、以下
のとおりです。

権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものです。
破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は１，１６４，０３６千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額です。

Ⅳ 損益計算書に関する注記
１．子会社等との取引高の総額
� 子会社等との取引による収益総額 ６０，０５０千円

うち事業取引高 ２８，６７４千円
うち事業取引以外の取引高 ３１，３７５千円

� 子会社等との取引による費用総額 １２２，６９７千円
うち事業取引高 １０６，４２５千円
うち事業取引以外の取引高 １６，２７２千円

２．減損損失に関する注記
� 資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認
識した資産又は資産グループの概要
当ＪＡでは、事業別の管理会計単位を基礎として、
信用共済・購買事業は支店・店舗ごとに、農業機械・
食材事業はそれぞれ一般資産としています。
また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）
については各固定資産をグルーピングの最小単位とし
ています。
本店及び複合施設（しゅしゅえっと まるしぇ）、
農業関連施設（園芸拠点センター、畜産総合センター、
カントリーエレベーター・ライスセンター、種子セン
ター、育苗センター、加工事業、支店営農等）、病院
支店については、利用状況や地域性を踏まえ、他の資
産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与してい
ることから、共用資産としています。
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、以下
のとおりです。
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場 所 用 途 種 類 その他
ショートステイやすらぎ 一般資産 建物等
食 材 セ ン タ ー 一般資産 建物等
花 館 支 店 一般資産 土地及び建物等
四 ツ 屋 支 店 一般資産 土地及び建物等
大 曲 南 支 店 一般資産 土地及び建物等
内 小 友 支 店 一般資産 土地及び建物等
淀 川 支 店 一般資産 土地及び建物等
土 川 支 店 一般資産 土地及び建物等
強 首 支 店 一般資産 土地及び建物等
横 堀 支 店 一般資産 土地及び建物等
畑 屋 支 店 一般資産 土地及び建物等
豊 成 支 店 一般資産 土地及び建物等
角 館 駅 前 支 店 一般資産 土地及び建物等
西 木 購 買 店 舗 一般資産 建物等
六郷東根３・４号倉庫 賃貸資産 土地及び建物
神代太田スタンド跡地 遊休資産 土地
船岡宇津野資材置場敷地 遊休資産 土地
千畑資材置場敷地 遊休資産 土地
旧大沢郷加工所 遊休資産 土地及び建物等
高梨ＣＥドライストア 遊休資産 土地及び建物
土 川 １ 号 倉 庫 遊休資産 土地及び建物
旧南外購買店舗 遊休資産 土地及び建物
千畑流通センター 遊休資産 土地及び建物等
田沢湖大豆センター 遊休資産 土地及び建物等
刈和野三条川原畑 遊休資産 土地

場 所 用 途 種 類 その他
ショートステイやすらぎ 一般資産 建物等
協 和 支 店 一般資産 土地及び建物等
船 岡 資 材 倉 庫 賃貸資産 土地及び建物等
旧 大 沢 郷
農機・購買・資材倉庫 賃貸資産 土地及び建物

神宮寺駅前コンビニ敷地 賃貸資産 土地
旧 千 屋 給 油 所 賃貸資産 土地
旧 神 岡 支 店 遊休資産 土地及び建物等
旧南外支店農薬庫 遊休資産 土地及び建物
旧 千 畑 支 店 遊休資産 土地及び建物等
旧神代太田スタンド敷地 遊休資産 土地
四ツ屋下古道倉庫 遊休資産 土地及び建物
船岡宇津野資材置場敷地 遊休資産 土地
千畑資材置場敷地
（千 畑 分 譲 地）遊休資産 土地

旧新興倉庫敷地 遊休資産 土地等
高梨ＣＥドライストア 遊休資産 土地及び建物
大曲西根総合センター 遊休資産 土地及び建物等
協和情報センター 遊休資産 土地及び建物
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� 減損損失の認識に至った経緯
当ＪＡにおいては、ショートステイやすらぎ、食材
センター、西木購買店舗については、事業利益が継続
してマイナスとなる見込みから、また、花館支店、四
ツ屋支店、大曲南支店、内小友支店、淀川支店、土川
支店、強首支店、横堀支店、畑屋支店、豊成支店、角
館駅前支店は店舗統廃合にかかる使用方法の変化から、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として認識しました。
また、賃貸資産については、将来キャッシュフロー
の見積りを行い、固定資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しまし
た。遊休資産については早期処分対象であることから、
処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認
識しました。
� 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額
と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

（単位：千円）

� 回収可能価額の算定方法
ショートステイやすらぎ、食材センター、西木購買
店舗の固定資産の回収可能価額には正味売却価額を採
用しています。
内小友支店、淀川支店、土川支店、強首支店、横堀
支店、豊成支店、六郷東根３・４号倉庫、旧大沢郷加
工所、土川１号倉庫、旧南外購買店舗、千畑流通セン
ター、田沢湖大豆センターの回収可能価額には使用価
値を採用し、適用した割引率は３．４９％です。
花館支店、四ツ屋支店、大曲南支店、畑屋支店、角
館駅前支店、神代太田スタンド跡地、船岡宇津野資材
置場敷地、千畑資材置場敷地、高梨ＣＥドライストア、
刈和野三条川原畑の回収可能価額には正味売却価額を
採用し、その時価は固定資産税評価額に基づき算定し
ています。

� 減損損失の認識に至った経緯
当ＪＡにおいては、ショートステイやすらぎについ
て、使用目的の変更のため、また、協和支店について
は、事業利益が継続してマイナスとなる見込みから、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として認識しました。
また、賃貸資産については、将来キャッシュフロー
の見積りを行い、固定資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しまし
た。遊休資産については早期処分対象であることから、
処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認
識しました。

� 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額
と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

（単位：千円）

� 回収可能価額の算定方法
旧大沢郷農機・購買・資材倉庫、神宮寺駅前コンビ
ニ敷地、旧千屋給油所、旧神岡支店、旧南外支店農薬
庫、旧千畑支店、四ツ屋下古道倉庫、大曲西根総合セ
ンター、協和情報センターの回収可能価額には使用価
値を採用し、適用した割引率は２．６８％です。
ショートステイやすらぎの固定資産の回収可能価額
には正味売却価額を採用しています。
協和支店、船岡資材倉庫、旧神代太田スタンド敷地、
船岡宇津野資材置場敷地、千畑資材置場敷地、旧新興
倉庫敷地、高梨ＣＥドライストアの回収可能価額には
正味売却価額を採用し、その時価は固定資産税評価額
に基づき算定しています。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

場 所 特別損失
計 上 額

内 訳
土 地 建 物 その他

ショートステイやすらぎ １６９，１８７ － １２９，７４６ ３９，４４０
食 材 セ ン タ ー １００，１０１ － ５９，５１８ ４０，５８２
花 館 支 店 ３０，９６０ ８，６６７ １９，０４４ ３，２４９
四 ツ 屋 支 店 ９２，１２０ ５２，５５７ ３４，１９５ ５，３６７
大 曲 南 支 店 １８，１０３ ４，４５２ ９，５０２ ４，１４８
内 小 友 支 店 １２，８６３ １，３２３ ８，２０２ ３，３３７
淀 川 支 店 ８，３３３ ４，０３２ ２，３２２ １，９７８
土 川 支 店 ５，１５０ １，５９５ ２，５８１ ９７４
強 首 支 店 １５，３５３ ３，２２４ ８，２６８ ３，８５９
横 堀 支 店 ２４，６５８ ９，２１９ ９，９８６ ５，４５２
畑 屋 支 店 ６，６８９ ５３４ ５，４３８ ７１６
豊 成 支 店 ３０，８４２ １０，３４１ １４，４０９ ６，０９１
角 館 駅 前 支 店 ７８６ ８９ ２７８ ４１８
西 木 購 買 店 舗 ２４，２３２ － １７，７３１ ６，５００
六郷東根３・４号倉庫 ４，９６１ １，３４８ ３，６１２ －
神代太田スタンド跡地 ３４ ３４ － －
船岡宇津野資材置場敷地 ６７ ６７ － －
千畑資材置場敷地 ６９ ６９ － －
旧大沢郷加工所 １，０１８ ９７９ ２３ １５
高梨ＣＥドライストア １，５３４ １，０３５ ４９８ －
土 川 １ 号 倉 庫 １５ ０ １５ －
旧南外購買店舗 １３９ ５８ ８１ －
千畑流通センター ２９，５３９ １６，７０３ ７，４５７ ５，３７８
田沢湖大豆センター ６，４７４ ５，７９６ ３９４ ２８３
刈和野三条川原畑 ３ ３ － －

計 ５８３，２４３ １２２，１３４ ３３３，３１１ １２７，７９６

場 所 特別損失
計 上 額

内 訳
土 地 建 物 その他

ショートステイやすらぎ １９２，３４９ － １４２，９１６ ４９，４３２
協 和 支 店 ５１，３３３ １０，３５５ ３１，５１６ ９，４６２
船 岡 資 材 倉 庫 ２，７８１ １，５１８ ９８２ ２８０
旧 大 沢 郷
農機・購買・資材倉庫 ４，０１０ ３，５６０ ４５０ －

神宮寺駅前コンビニ敷地 １８，９１７ １８，９１７ － －
旧 千 屋 給 油 所 ６６ ６６ － －
旧 神 岡 支 店 ２，４１３ １，２１１ １，１７７ ２４
旧南外支店農薬庫 ９２ ４３ ４９ －
旧 千 畑 支 店 １，４８０ ３１５ １，０４８ １１５
旧神代太田スタンド敷地 ６９ ６９ － －
四ツ屋下古道倉庫 ６９０ ３９３ ２９６ －
船岡宇津野資材置場敷地 ９２ ９２ － －
千畑資材置場敷地
（千 畑 分 譲 地） １０８ １０８ － －

旧新興倉庫敷地 ２５８ ２５２ － ５
高梨ＣＥドライストア ２３４ １５８ ７６ －
大曲西根総合センター ２１，８０６ ３，２６４ １８，２８４ ２５７
協和情報センター ３６，７２２ ３，２５０ ３３，４７２ －

計 ３３３，４２９ ４３，５７８ ２３０，２７０ ５９，５７９
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３．事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法に関す
る追加情報の注記
（追加情報）
当ＪＡは、事業別の収益及び費用について、事業間取
引の相殺表示を行っていません。よって、事業別の収益
及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示し
ています。
ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、
農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損
益を除去した額を記載しています。

Ⅴ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取組方針
当ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、
残った余裕金を農林中央金庫等へ預けています。
� 金融商品の内容及びそのリスク
当ＪＡが保有する金融資産は、主として当ＪＡ管内
の組合員等に対する貸出金であり、貸出金は、組合員
等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用
リスクに晒されています。
� 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件について
は理事会において対応方針を決定しています。また、
通常の貸出取引については、総合本部に資産審査課
を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を
行っています。審査にあたっては、取引先のキャッ
シュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとと
もに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、
与信判定を行っています。貸出取引において資産の
健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を
厳正に行っています。不良債権については管理・回
収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んで
います。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金に
ついては「資産の償却・引当要領」に基づき必要額
を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの
市場性リスクを的確にコントロールすることにより、
収益化及び財務の安定化を図っています。このため、
財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視
したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる
柔軟な財務構造の構築に努めています。
（市場リスクに係る定量的情報）
当ＪＡで保有している金融商品はすべてトレー
ディング目的以外の金融商品です。当ＪＡにおいて、
主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける
主たる金融商品は、預金、貸出金、貯金及び借入金
です。
当ＪＡでは、これらの金融資産及び金融負債につ
いて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅
を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの
管理にあたっての定量的分析に利用しています。

Ⅴ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取組方針
当ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、
残った余裕金を農林中央金庫等へ預けております。
� 金融商品の内容及びそのリスク
当ＪＡが保有する金融資産は、主として当ＪＡ管内
の組合員等に対する貸出金であり、貸出金は、組合員
等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用
リスクに晒されています。
� 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件について
は理事会において対応方針を決定しています。また、
通常の貸出取引については、本店に審査課を設置し
各支店との連携を図りながら、与信審査を行ってい
ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フ
ローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担
保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定
を行っています。貸出取引において資産の健全性の
維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針
を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。
また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については
「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、
資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの
市場性リスクを的確にコントロールすることにより、
収益化及び財務の安定化を図っています。このため、
財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視
したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる
柔軟な財務構造の構築に努めています。
（市場リスクに係る定量的情報）
当ＪＡで保有している金融商品はすべてトレー
ディング目的以外の金融商品です。当ＪＡにおいて、
主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主
たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有価証
券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。
当ＪＡでは、これらの金融資産及び金融負債につ
いて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅
を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの
管理にあたっての定量的分析に利用しています。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮
定し、当事業年度末現在、指標となる金利が０．２５％
上昇したものと想定した場合には、経済価値が
７３，９５３千円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場
合を前提としており、金利とその他のリスク変数の
相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が
生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能
性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行
案件にかかる未実行金額についても含めて計算して
います。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・
調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流
動性の確保に努めています。また、市場流動性リス
クについては、投資判断を行う上での重要な要素と
位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を
行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、
市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含
む）が含まれています。当該価額の算定においては一
定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項
� 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当事業年度における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては、次表には含めず�に記載していま
す。 （単位：千円）

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職
員厚生貸付金２０６，９１５千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
金を控除しています。

（＊３）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮
定し、当事業年度末現在、指標となる金利が０．２５％
上昇したものと想定した場合には、経済価値が
１５，２３４千円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場
合を前提としており、金利とその他のリスク変数の
相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が
生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能
性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行
案件にかかる未実行金額についても含めて計算して
います。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・
調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流
動性の確保に努めています。また、市場流動性リス
クについては、投資判断を行う上での重要な要素と
位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を
行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、
市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含
む）が含まれています。当該価額の算定においては一
定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項
� 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当事業年度における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては、次表には含めず�に記載していま
す。 （単位：千円）

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職
員厚生貸付金２０４，１５７千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
金を控除しています。

（＊３）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

貸借対照表計上額 時 価 差 額
預金 ７８，６１９，２０９ ７８，６０５，０１７△ １４，１９２
貸出金（＊１） ３７，２４３，８８６
貸倒引当金（＊２）△ ２６２，２８０
貸倒引当金控除後 ３６，９８１，６０５ ３８，３５６，４０８ １，３７４，８０２
経済事業未収金 ３，３８７，１８０
貸倒引当金（＊３）△ ９９，７９９
貸倒引当金控除後 ３，２８７，３８０ ３，２８７，３８０ －
経済受託債権 ５，４０５，２１２
貸倒引当金（＊４）△２，４６８，０５９
貸倒引当金控除後 ２，９３７，１５２ ２，９３７，１５２ －
資 産 計 １２１，８２５，３４８ １２３，１８５，９５９ １，３６０，６１０
貯金 １２５，１９２，９７８ １２５，２１８，０７８ ２５，１００
借入金（＊４） ３，９０８，１４４ ３，９１９，９１５ １１，７７１
経済受託債務 ４，３３７，１２６ ４，３３７，１２６ －
負 債 計 １３３，４３８，２４８ １３３，４７５，１２０ ３６，８７２

貸借対照表計上額 時 価 差 額
預金 ８４，０７４，９９４ ８４，０７９，０２２ ４，０２７
貸出金（＊１） ３５，８３５，６５５
貸倒引当金（＊２）△ ２２８，６５２
貸倒引当金控除後 ３５，６０７，００３ ３６，７８５，９２１ １，１７８，９１８
経済事業未収金 ３，２４９，３７７
貸倒引当金（＊３） △９８，７５２
貸倒引当金控除後 ３，１５０，６２４ ３，１５０，６２４ －
経済受託債権 ４，０５２，０９２
貸倒引当金（＊４）△１，１５７，５０９
貸倒引当金控除後 ２，８９４，５８２ ２，８９４，５８２ －
資 産 計 １２５，７２７，２０５ １２６，９１０，１４９ １，１８２，９４５
貯金 １２８，５６２，４４２ １２８，５９９，２７４ ３６，８３２
借入金（＊４） ３，１８３，４５８ ３，１９２，７５８ ９，２９９
経済受託債務 ２，７３５，６８３ ２，７３５，６８３ －
負 債 計 １３４，４８１，５８４ １３４，５２７，７１５ ４６，１３１
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貸倒引当金を控除しています。
（＊４）経済受託債権に対応する一般貸倒引当金及び共同計

算損失引当金を控除しています。
（＊５）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい

る２，５０９，０２０千円を含めています。

� 金融商品の時価の算定方法
【資 産】
① 預 金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預金については、期間に基づく区分ごと
に、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス
ワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる
金額として算定しています。
② 貸 出 金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行
後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代
わる金額として算定しています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除
した額を時価に代わる金額としています。
③ 経済事業未収金
経済事業未収金については短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。
④ 経済受託債権
経済受託債権については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。
【負 債】
① 貯 金
要求払貯金については、決算日に要求された場合
の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、
定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、
将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 借 入 金
借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映し、また、当ＪＡの信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額
と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に
よっています。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し
た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレート

貸倒引当金を控除しています。
（＊４）経済受託債権に対応する一般貸倒引当金および共同

計算損失引当金を控除しています。
（＊５）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい

る３，０８３，９５０千円を含めています。

� 金融商品の時価の算定方法
【資 産】
① 預 金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預金については、期間に基づく区分ごと
に、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス
ワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる
金額として算定しています。
② 貸 出 金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行
後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代
わる金額として算定しています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除
した額を時価に代わる金額としています。
③ 経済事業未収金
経済事業未収金については短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。

④ 経済受託債権
経済受託債権については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。
【負 債】
① 貯 金
要求払貯金については、決算日に要求された場合
の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、
定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、
将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 借 入 金
借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映し、また、当ＪＡの信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額
と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に
よっています。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し
た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレート

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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である円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
③ 経済受託債務
経済受託債務については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

� 時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品
時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品は次のとおりであり、これらは�の金融商品の時
価情報には含まれていません。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

外部出資（＊１） ６，８６９，５１５
（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものに

ついては、時価を把握することが極めて困難であると
認められるため、時価開示の対象とはしていません。

� 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還
予定額 （単位：千円）

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７０７，０８９千円及び職員厚生
貸付金２０６，９１５千円については「１年以内」に含めて
います。また、期限のない劣後特約付ローンについて
は「５年超」に含めています。

（＊２）経済受託債権については、期日が定まっていないた
め「１年以内」に記載しています。

	 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予
定額 （単位：千円）

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に
含めています。

（＊２）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る２，５０９，０２０千円を含めています。

である円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
③ 経済受託債務
経済受託債務については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

� 時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品
時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品は次のとおりであり、これらは�の金融商品の時
価情報には含まれていません。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

外部出資（＊１） ６，８７０，０１４
（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものに

ついては、時価を把握することが極めて困難であると
認められるため、時価開示の対象とはしていません。

� 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還
予定額 （単位：千円）

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７６２，７４０千円及び職員厚生
貸付金２０４，１５７千円については「１年以内」に含めて
います。また、期限のない劣後特約付ローンについて
は「５年超」に含めています。

（＊２）経済受託債権については、期日が定まっていないた
め「１年以内」に記載しています。

	 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予
定額 （単位：千円）

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に
含めています。

（＊２）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る３，０８３，９５０千円を含めています。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

預金 ７８，６１９，２０９ －
貸出金（＊１） ５，７６８，９８２ ３，９４７，２４９
経済事業未収金 ３，３８７，１８０ －
経済受託債権（＊２） ５，４０５，２１２ －
合 計 ９３，１８０，５８４ ３，９４７，２４９

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

－ － － －
３，３０５，１５５ ２，７３９，７００ ２，２６２，３４１ １９，２２０，４５７

－ － － －
－ － － －

３，３０５，１５５ ２，７３９，７００ ２，２６２，３４１ １９，２２０，４５７

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

貯金（＊１） １０９，９５７，６０３ ９，７４９，６４８
借入金（＊２） ７４４，１７９ ７２６，８３５
合 計 １１０，７０１，７８２ １０，４７６，４８３

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

４，２６９，０８１ ５４３，９７７ ５０３，１９１ １６９，４７５
６９７，４８８ ６７７，８１２ ６４１，１７２ ４２０，６５６
４，９６６，５６９ １，２２１，７８９ １，１４４，３６３ ５９０，１３２

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

預金 ８４，０７４，９９４ －
貸出金（＊１） ５，１７４，５３０ ３，６１３，６３６
経済事業未収金 ３，２４９，３７７ －
経済受託債権（＊２） ４，０５２，０９２ －
合 計 ９６，５５０，９９５ ３，６１３，６３６

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

－ － － －
３，０５７，０８９ ２，５５４，０４２ ２，０４７，９５１ １９，３８８，４０４

－ － － －
－ － － －

３，０５７，０８９ ２，５５４，０４２ ２，０４７，９５１ １９，３８８，４０４

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

貯金（＊１） １１６，８５５，７７９ ６，５３０，４２０
借入金（＊２） ７２５，４１８ ６９５，８１７
合 計 １１７，５８１，１９７ ７，２２６，２３７

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

４，０９１，４１７ ４８５，５０２ ４３３，２８６ １６６，０３６
６７６，１４３ ６４１，１４２ ９１，７９６ ３５３，１４０
４，７６７，５６１ １，１２６，６４４ ５２５，０８２ ５１９，１７６
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Ⅵ 退職給付に関する注記
１． 退職給付に関する事項
� 採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に
基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ
の制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあて
るため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職
金共済制度を採用しています。
� 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 ３，２４６，６００千円
勤務費用 １５０，１６７千円
利息費用 ６，３８６千円
数理計算上の差異の発生額 ７３，５８０千円
退職給付の支払額 △４０８，５２２千円
期末における退職給付債務 ３，０６８，２１２千円

� 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 １，７７６，５０７千円
期待運用収益 １２，４３５千円
数理計算上の差異の発生額 ２９２千円
特定退職金共済制度への拠出金 １１６，０１６千円
退職給付の支払額 △２４７，７６９千円
期末における年金資産 １，６５７，４８２千円

� 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表
に計上された退職給付引当金の調整表
退職給付債務 ３，０６８，２１２千円
特定退職金共済制度 △１，６５７，４８２千円
未積立退職給付債務 １，４１０，７３０千円
未認識数理計算上の差異 △３５０，５２７千円
貸借対照表計上額純額 １，０６０，２０３千円
退職給付引当金 １，０６０，２０３千円

	 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 １５０，１６７千円
利息費用 ６，３８６千円
期待運用収益 △１２，４３５千円
数理計算上の差異の費用処理額 １３９，３６６千円
合計 ２８３，４８４千円


 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の
とおりです。
債券 ６６％
年金保険投資 ２５％
現金及び預金 ４％
その他 ５％
合計 １００％

� 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益を決定するため、現在
及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。
� 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ０．２２８９％
長期期待運用収益率 ０．７０％

２．特例業務負担金の将来見込額
人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及
び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農
林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第
５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例

Ⅵ 退職給付に関する注記
１．退職給付に関する事項
� 採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に
基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ
の制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあて
るため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職
金共済制度を採用しています。
� 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 ３，４２９，９３４千円
勤務費用 １４８，０２３千円
利息費用 ９，８６１千円
数理計算上の差異の発生額 １２５，０３８千円
退職給付の支払額 △４６６，２５６千円
期末における退職給付債務 ３，２４６，６００千円

� 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 １，９３３，７５１千円
期待運用収益 １４，５０３千円
数理計算上の差異の発生額 ２３３千円
特定退職金共済制度への拠出金 １２０，６９１千円
退職給付の支払額 △２９２，６７２千円
期末における年金資産 １，７７６，５０７千円

� 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表
に計上された退職給付引当金の調整表
退職給付債務 ３，２４６，６００千円
特定退職金共済制度 △１，７７６，５０７千円
未積立退職給付債務 １，４７０，０９３千円
未認識数理計算上の差異 △４１６，６０５千円
貸借対照表計上額純額 １，０５３，４８７千円
退職給付引当金 １，０５３，４８７千円

	 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 １４８，０２３千円
利息費用 ９，８６１千円
期待運用収益 △１４，５０３千円
数理計算上の差異の費用処理額 １７６，３３７千円
合計 ３１９，７１８千円


 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の
とおりです。
債券 ６９％
年金保険投資 ２３％
現金及び預金 ４％
その他 ４％
合計 １００．０％

� 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益を決定するため、現在
及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。
� 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ０．１９６７％
長期期待運用収益率 ０．７５％

２．特例業務負担金の将来見込額
人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及
び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農
林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第
５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
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年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金４１，７３６千円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和２年３月現在における
令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込額は
４９０，６６３千円となっています。

Ⅶ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりで
す。

繰延税金資産
未払事業税 ９，３９８千円
退職給付引当金 ２９２，６１６千円
貸倒引当金 ５２，９１６千円
共同計算損失引当金 ３１５，８４９千円
貸出金未収利息有税償却額 ４，６０２千円
減損損失（非償却資産） ９２，２９９千円
減損損失（償却資産） ２３４，５４６千円
外部出資償却額 １，２４１千円
販売仮渡金 ６８１，４０７千円
その他 ３，７９６千円
繰延税金資産小計 １，６８８，６７３千円
評価性引当額 △１，３４４，９９０千円
繰延税金資産合計（Ａ） ３４３，６８３千円
繰延税金負債
繰延税金負債合計（Ｂ） －
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ３４３，６８３千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因は
次のとおりです。
法定実効税率 ２７．６０％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．７７％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

△１．５４％
住民税均等割等 ０．７７％
税額控除 △０．６６％
評価性引当額の増減 △９．７２％
修正申告に係る納税額 １５．７２％
その他 △３．８９％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２９．０５％

年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金４７，４４９千円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成３１年３月現在における
令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込額は
５４８，８１５千円となっています。

Ⅶ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりで
す。
繰延税金資産
退職給付引当金 ２９０，７６２千円
貸倒引当金 ６０，４５５千円
共同計算損失引当金 ６７６，２６１千円
貸出金未収利息有税償却額 ４，６９５千円
減損損失（非償却資産） ５８，７２１千円
減損損失（償却資産） １２１，３２０千円
外部出資償却額 １，３７９千円
税務上の繰越欠損金 ３９２，４７１千円
その他 ２，０７８千円
繰延税金資産小計 １，６０８，１４７千円
評価性引当額 △１，２３６，４１４千円
繰延税金資産合計（Ａ） ３７１，７３３千円
繰延税金負債
繰延税金負債合計（Ｂ） －
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ３７１，７３３千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因は
次のとおりです。
法定実効税率 ２７．６０％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．７０％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

△１０．５９％
住民税均等割等 ２．２７％
税額控除 △１０．３６％
評価性引当額の増減 △１０４．６２％
欠損金の繰戻し還付 ２４．３９％
その他 ２．１４％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △６５．４６％
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４．損失処理計算書
（単位：円）

科 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

１ 当 期 未 処 理 損 失 金 １，０６２，７７８，３３４ ２，０５１，８６７，１３２

２ 次 期 繰 越 損 失 金 １，０６２，７７８，３３４ ２，０５１，８６７，１３２
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５．部門別損益計算書
（令和元年度）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。
� 共通管理費等 （人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）の平均値
� 営農指導事業 （均等割＋事業総利益割）の平均値

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

（単位：千円）

（単位：％）

区 分 計 信用事業 共済事業
農業関連
事 業

生活その
他 事 業

営農指導
事 業

共 通
管 理 費 等

事 業 収 益 ① １３，１１５，００９ １，３０７，６６３ １，２０９，８１７ ９，７４５，３９５ ７６２，８０２ ８９，３３１
事 業 費 用 ② ７，２６５，５０４ ４８４，０７６ ９９，４５２ ６，０２１，１０８ ５７７，０３０ ８３，８３６
事 業 総 利 益 ③
（①－②） ５，８４９，５０４ ８２３，５８６ １，１１０，３６４ ３，７２４，２８７ １８５，７７１ ５，４９５

事 業 管 理 費 ④ ４，００４，８７４ ７６７，３１２ ７３１，４７０ １，８７６，２９４ ４１７，７０８ ２１２，０８７
（うち減価償却費 ⑤）（ ５４５，３５７）（ ２４，７６５）（ ２１，３１４）（ ４６６，９９０）（ ２８，３８０）（ ３，９０７）
（うち人件費 ⑤’）（ ２，８０６，７２７）（ ５７４，８３２）（ ５７２，９８１）（ １，１３４，３３９）（ ３３６，２１３）（ １８８，３５９）
うち共通管理費 ⑥ ２７７，７３４ ２４４，１９８ ４６９，１２９ ８５，８６６ ３３，２９０ △１，１１０，２１９
（うち減価償却費 ⑦） （ ２３，８３３）（ ２１，３１３）（ ３５，７８４）（ ５，８２７）（ ２，６３２）（△ ８９，３９１）
（うち人件費 ⑦’） （ １００，４１６）（ ８６，８８９）（ １６０，７６８）（ ３０，６３５）（ １１，０９９）（△ ３８９，８１０）
事 業 利 益 ⑧
（③－④） １，８４４，６３０ ５６，２７３ ３７８，８９３ １，８４７，９９２ △ ２３１，９３６ △ ２０６，５９２

事 業 外 収 益 ⑨ ２４１，８７８ １３１，１８５ ３９，５３６ ５６，２８６ １１，８５９ ３，０１０
（うち共通分 ⑩） （ ２３，２５２）（ ２０，４７９）（ ４３，９１０）（ ８，７３４）（ ３，０１０）（△ ９９，３８６）
事 業 外 費 用 ⑪ ６６，４２７ ８，２３５ ７，２９５ ４４，０９８ ５，８１５ ９８３
（うち共通分 ⑫） （ ８，２０６）（ ７，２９５）（ １４，１８４）（ ２，７２３）（ ９８３）（△ ３３，３９３）
経 常 利 益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪） ２，０２０，０８０ １７９，２２４ ４１１，１３４ １，８６０，１８０ △ ２２５，８９２ △ ２０４，５６５

特 別 利 益 ⑭ ３，２０８ ３０７ ２９５ ２，４６０ １０４ ４０
（うち共通分 ⑮） （ ３０７）（ ２９５）（ ５４３）（ １０４）（ ４０）（△ １，２９１）
特 別 損 失 ⑯ ６６５，８５８ １６０，６５６ １４６，４８８ ８３，３２７ ２７３，５４８ １，８３６
（うち共通分 ⑰） （ １６０，６５６）（ １４６，４８８）（ １８，５７９）（ ４，２５９）（ １，８３６）（△ ３３１，８２１）
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯） １，３５７，４３０ １８，８７５ ２６４，９４１ １，７７９，３１２ △ ４９９，３３６ △ ２０６，３６１

営農指導事業
⑲

分 配 賦 額
４８，０４３ ４７，９４５ ８１，３８５ ２８，９８６ △ ２０６，３６１

営農指導事業分配賦
後税引前当期利益

⑳

（⑱－⑲）
１，３５７，４３０ △ ２９，１６８ ２１６，９９５ １，６９７，９２７ △ ５２８，３２３

区 分 信 用 事 業 共 済 事 業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共 通 管 理 費 等 ２５．０２ ２２．００ ４２．２６ ７．７３ ２．９９ １００．００

営 農 指 導 事 業 ２３．２８ ２３．２３ ３９．４４ １４．０５ １００．００
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（平成３０年度）

（注）１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、次のとおりです。
� 共通管理費等 （人頭割＋人件費を除いた事業管理費割＋事業総利益割）の平均値
� 営農指導事業 （均等割＋事業総利益割）の平均値

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

（単位：千円）

（単位：％）

区 分 計 信用事業 共済事業
農業関連
事 業

生活その
他 事 業

営農指導
事 業

共 通
管 理 費 等

事 業 収 益 ① １３，９９２，９２６ １，３９４，０９９ １，２８７，４３９ １０，２４５，７５１ ９７６，５１２ ８９，１２３
事 業 費 用 ② ９，１４６，４７３ ５３３，６４２ １１４，０２４ ７，６３７，１４８ ７５８，９４７ １０２，７１０
事 業 総 利 益 ③
（①－②） ４，８４６，４５２ ８６０，４５６ １，１７３，４１４ ２，６０８，６０２ ２１７，５６５ △ １３，５８７

事 業 管 理 費 ④ ４，３６６，８４２ ８０６，２５３ ７４８，６１２ ２，１０５，２６７ ４８２，０００ ２２４，７０８
（うち減価償却費 ⑤）（ ６０１，３２１）（ ２５，８２０）（ ２２，１３２）（ ５０５，７５７）（ ４３，３３４）（ ４，２７６）
（うち人件費 ⑤’）（ ３，０８２，８２２）（ ６２２，８８４）（ ５９７，７５３）（ １，２７６，９６７）（ ３８３，３１５）（ ２０１，９００）
うち共通管理費 ⑥ ２５８，７６１ ２２９，６７０ ５４９，２８３ ８９，４９３ ３１，０７４ △１，１５８，２８４
（うち減価償却費 ⑦） （ ２３，８００）（ ２１，６５２）（ ４６，２２３）（ ６，８６３）（ ２，７０１）（△ １０１，２４０）
（うち人件費 ⑦’） （ ９１，６５８）（ ８０，５０６）（ １８２，６９３）（ ３０，８６７）（ １０，０９８）（△ ３９５，８２５）
事 業 利 益 ⑧
（③－④） ４７９，６０９ ５４，２０３ ４２４，８０２ ５０３，３３５ △ ２６４，４３５ △ ２３８，２９５

事 業 外 収 益 ⑨ ４０３，９１７ １３７，０１９ ６７，９２９ １４７，１２１ ４４，５６８ ７，２７８
（うち共通分 ⑩） （ ５４，３５２）（ ４８，８７１）（ １３４，７４５）（ ２４，３８６）（ ７，２７８）（△ ２６９，６３４）
事 業 外 費 用 ⑪ ７７，９４５ ８，４９０ ７，４３９ ５４，６１４ ６，３９２ １，００７
（うち共通分 ⑫） （ ８，１５７）（ ７，３７７）（ １７，９８３）（ ３，０６３）（ ９９５）（△ ３７，５７７）
経 常 利 益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪） ８０５，５８２ １８２，７３２ ４８５，２９２ ５９５，８４２ △ ２２６，２５９ △ ２３２，０２５

特 別 利 益 ⑭ ２，２７４ ８２４ ８２１ ５１０ ９３ ２６
（うち共通分 ⑮） （ ８２４）（ ８２１）（ ５００）（ ９３）（ ２６）（△ ２，２６４）
特 別 損 失 ⑯ ３４７，５０５ ２７，６９９ ２７，０４７ ８２，４４３ ２０５，１１３ ５，２０１
（うち共通分 ⑰） （ ２７，６９９）（ ２７，０４７）（ ７３，０１２）（ １２，４１７）（ ５，２０１）（△ １４５，３７８）
税引前当期利益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯） ４６０，３５１ １５５，８５７ ４５９，０６６ ５１３，９０９ △ ４３１，２８０ △ ２３７，２０１

営農指導事業
⑲

分 配 賦 額
５６，０５８ ５５，５１８ ９２，００９ ３３，６１５ △ ２３７，２０１

営農指導事業分配賦
後税引前当期利益

⑳

（⑱－⑲）
４６０，３５１ ９９，７９９ ４０３，５４７ ４２１，９００ △ ４６４，８９５

区 分 信 用 事 業 共 済 事 業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共 通 管 理 費 等 ２２．３４ １９．８３ ４７．４２ ７．７３ ２．６８ １００．００

営 農 指 導 事 業 ２３．６３ ２３．４１ ３８．７９ １４．１７ １００．００
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６．財務諸表の正確性等にかかる確認

確 認 書

１ 私は、当ＪＡの平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの事業年度にか

かるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべ

ての重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されてい

ることを確認いたしました。

２ この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備さ

れ、有効に機能していることを確認しております。

� 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が

整備されております。

� 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効

性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されており

ます。

 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和２年７月３１日

秋田おばこ農業協同組合

代表理事組合長 小 原 正 彦

７．会計監査人の監査

令和元年度の貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び注記表は、農業協同組

合法第３７条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。
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Ⅱ 損益の状況
１．最近の５事業年度の主要な経営指標

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。
２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
３．信託業務の取り扱いは行っていません。
４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省
告示第２号）に基づき算出しております。

２．利益総括表

（単位：千円、口、人、％）

（単位：千円、％）

項 目 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

経 常 収 益（事業収益） １３，１１５，００９ １３，９９２，９２６ １５，４３７，４０５ １５，４８９，３３７ １４，９７３，７９７

信 用 事 業 収 益 １，３０７，６６３ １，３９４，０９９ ２，４５６，１１４ １，６２１，４９５ １，７１９，１５３

共 済 事 業 収 益 １，２０９，８１７ １，２８７，４３９ １，３８１，９２９ １，３８２，０１４ １，３７８，８９９

農業関連事業収益 ９，７４５，３９５ １０，２４５，７５１ １０，３７９，１２９ １１，１６８，９０８ １０，６１２，４６８

生活その他事業収益 ７６２，８０２ ９７６，５１２ １，１２６，６５５ １，２２９，２８６ １，１７４，１５２

営農指導事業収益 ８９，３３１ ８９，１２３ ９３，５７５ ８７，６３０ ８９，１２３

経 常 利 益 ２，０２０，０８０ ８０５，５８２ △１，９７６，０７１ ２０６，１２７ １１３，４４５

当 期 剰 余 金 ９６３，０５７ ７６１，７１０ △５，０２５，８９５ ９９，５２７ ３７，９９４

出 資 金 ７，８９６，９３０ ７，９８１，５１０ ８，０７０，７０５ ８，１７７，９１０ ８，２９０，８１５

（出 資 口 数） （ １，５７９，３８６）（ １，５９６，３０２）（ １，６１４，１４１）（ １，６３５，５８２）（ １，６５８，１６３）

純 資 産 額 ６，６９９，１６６ ５，８２２，５１２ ５，１２８，９０６ １０，２２２，９５６ １０，２５２，７６７

総 資 産 額 １４４，７６４，９６２ １４２，８１９，５１１ １４３，８７１，６６５ １５９，７８３，２４９ １５６，００９，２８０

貯 金 等 残 高 １２８，５６２，４４２ １２５，１９２，９７８ １２７，３２１，２０９ １３２，４３３，４９４ １２９，９６６，９６３

貸 出 金 残 高 ３５，６２８，７３９ ３７，０３９，７２８ ４０，５０２，３８５ ４１，２３５，７７４ ４１，７２４，５３４

有 価 証 券 残 高 － － － ７，９６１，６１０ ８，３３９，６８７

剰 余 金 配 当 金 額 － － － － －

出 資 配 当 額 － － － － －

事業利用分量配当額 － － － － －

職 員 数 ７３３ ７８７ ８４７ ８２７ ８２５

男 ３７１ ３８７ ４１５ ４１５ ４２０

女 ３６２ ４００ ４３２ ４１２ ４０５

単 体 自 己 資 本 比 率 ９．９１ ７．７０ ６．０５ １１．１１ １１．８５

項 目 令和元年度 平成３０年度 増 減
資 金 運 用 収 支 １，１７９，４７６ １，２５６，６４７ △ ７７，１７１
役 務 取 引 等 収 支 ７，１５１ ８，２５９ △ １，１０８
そ の 他 信 用 事 業 収 支 △ ３６３，０４２ △ ４０４，４５０ ４１，４０８
信 用 事 業 粗 利 益 ８２３，５８６ ８６０，４５６ △ ３６，８７０
（信 用 事 業 粗 利 益 率） （ ０．６８） （ ０．７５） （△ ０．０７）
事 業 粗 利 益 ５，８４９，５０４ ４，８４６，４５２ １，００３，０５２
（事 業 粗 利 益 率） （ ３．７７） （ ３．１１） （ ０．６７）
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３．資金運用収支の内訳

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回＋経費率）
２．資金運用勘定の利息欄の預金には、信連（又は中金）からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励
金等奨励金が含まれています。

４．受取・支払利息の増減額

（注）１．増減額は前年度対比です。
２．受取利息の預金には、信連（又は中金）からの事業利用分量配当金、貯蓄増強奨励金、特別対策奨励金等奨励金が
含まれています。

（単位：千円、％）

（単位：千円）

項 目
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

平均残高 利 息 利 回 平均残高 利 息 利 回
資 金 運 用 勘 定 １１９，４４６，３４０ １，２１７，７９３ １．０２０ １１２，９８３，６２２ １，３０４，７５０ １．１５５

う ち 預 金 ８２，６０７，９１１ ５７４，８３２ ０．６９６ ７２，９９６，９９６ ４８６，５６５ ０．６６７
う ち 有 価 証 券 － － － － － －
う ち 貸 出 金 ３６，８３８，４２８ ６４２，９６１ １．７４５ ３９，９８６，６２５ ８１８，１８４ ２．０４６

資 金 調 達 勘 定 １２９，８６９，７７９ ３６，４７７ ０．０２８ １２８，６１２，６５９ ４８，０４３ ０．０３７
うち貯金・定期積金 １２９，０８２，７３６ ３２，５７９ ０．０２５ １２７，６５９，０２６ ４３，０４９ ０．０３４
う ち 譲 渡 性 貯 金 － － － － － －
う ち 借 入 金 ７８７，０４３ ３，８９７ ０．４９５ ９５３，６３３ ４，９９４ ０．５２４

総 資 金 利 ざ や － － ０．６０９ － － ０．６８７

項 目 令和元年度増減額 平成３０年度増減額
受 取 利 息 △ ８６，９５６ △ １３６，０８７
う ち 預 金 ８８，２６７ ６２，９１１
う ち 有 価 証 券 － △ １４０，３２５
う ち 貸 出 金 △ １７５，２２３ △ ５８，６７３

支 払 利 息 △ １１，５６７ △ １６，９７１
う ち 貯 金 ・ 定 期 積 金 △ １０，４７０ △ １５，７６８
う ち 譲 渡 性 貯 金 － －
う ち 借 入 金 △ １，０９７ △ １，２０３

差 引 △ ７５，３８９ △ １１９，１１６
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Ⅲ 事 業 の 概 況

１．信 用 事 業

� 貯金に関する指標

① 科目別貯金平均残高 （単位：千円、％）

（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金
２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金

② 定期貯金残高 （単位：千円、％）

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金

� 貸出金等に関する指標

① 科目別貸出金平均残高 （単位：千円）

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
構 成 比 構 成 比

流 動 性 貯 金 ５９，４６７，７９６ ４６．０７ ５５，８８６，７３０ ４３．７８ ３，５８１，０６６

定 期 性 貯 金 ６９，６１４，９３９ ５３．９３ ７１，７７２，２９５ ５６．２２ △２，１５７，３５６

そ の 他 の 貯 金 － － － － －

計 １２９，０８２，７３６ １００．００ １２７，６５９，０２６ １００．００ １，４２３，７１０

譲 渡 性 貯 金 － － － － －

合 計 １２９，０８２，７３６ １００．００ １２７，６５９，０２６ １００．００ １，４２３，７１０

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
構 成 比 構 成 比

定 期 貯 金 ６５，４０７，６４８ １００．００ ６７，６６６，３７５ １００．００ △２，２５８，７２６

うち固定金利定期 ６５，３９５，５０９ ９９．９８ ６７，６５４，２３５ ９９．９８ △２，２５８，７２６

うち変動金利定期 １２，１３９ ０．０２ １２，１３９ ０．０２ －

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減

手 形 貸 付 － － －

証 書 貸 付 ３６，０６２，４７３ ３９，１８５，６５１ △３，１２３，１７８

当 座 貸 越 ７７５，９５５ ８００，９７３ △ ２５，０１８

合 計 ３６，８３８，４２８ ３９，９８６，６２５ △３，１４８，１９７
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② 貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：千円，％）

③ 貸出金の担保別内訳残高 （単位：千円）

④ 債務保証見返額の担保別内訳残高 （単位：千円）

⑤ 貸出金の使途別内訳残高 （単位：千円、％）

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 － － －

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 － － －

そ の 他 担 保 物 － － －

小 計 － － －

信 用 ２０，４１３ ２０，４８６ △ ７３

合 計 ２０，４１３ ２０，４８６ △ ７３

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
構 成 比 構 成 比

固 定 金 利 貸 出 ２４，４６０，０５６ ６８．６５ ２６，２２５，６８２ ７０．８０ △１，７６５，６２６

変 動 金 利 貸 出 １１，１６８，６８３ ３１．３５ １０，８１４，０４６ ２９．２０ ３５４，６３７

合 計 ３５，６２８，７３９ １００．００ ３７，０３９，７２８ １００．００ △１，４１０，９８９

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 ３００，３６７ ３３１，３０２ △ ３０，９３５

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 ５２，５５５ ６４，３９８ △ １１，８４３

そ の 他 担 保 物 ９１６，９８７ １，０８８，９０６ △ １７１，９１９

小 計 １，２６９，９１１ １，４８４，６０７ △ ２１４，６９６

農業信用基金協会保証 １１，２０５，３９５ １１，８４６，２０１ △ ６４０，８０６

そ の 他 保 証 １８，３１１，２８９ １７，４５８，４５１ ８５２，８３８

小 計 ２９，５１６，６８４ ２９，３０４，６５２ ２１２，０３２

信 用 ４，８４２，１４３ ６，２５０，４６８ △１，４０８，３２５

合 計 ３５，６２８，７３９ ３７，０３９，７２８ △１，４１０，９８９

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
構 成 比 構 成 比

設 備 資 金 ３４，２１５，２４９ ９６．０３ ３５，４００，３８７ ９５．５７ △１，１８５，１３８

運 転 資 金 １，４１３，４９０ ３．９７ １，６３９，３４１ ４．４３ △ ２２５，８５１

合 計 ３５，６２８，７３９ １００．００ ３７，０３９，７２８ １００．００ △１，４１０，９８９
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⑥ 貸出金の業種別残高

⑦ 主要な農業関係の貸出金残高
１）営農類型別

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農
産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。
なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる
農業者等が含まれています。
３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農（経済連）とその子会社等が含まれています。

２）資金種類別
〔貸 出 金〕

（注）１．プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
２．農業資金制度には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うこ
とでＪＡが低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貨資金と②を対象
としています。
３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

（単位：千円、％）

（単位：千円）

（単位：千円）

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
構 成 比 構 成 比

農 業 ８，１６５，２８２ ２２．９２ ８，８７３，４０５ ２３．９５ △ ７０８，１２３
林 業 １４０，７０４ ０．３９ １５１，６９７ ０．４１ △ １０，９９３
水 産 業 － － ６３０ ０．００ △ ６３０
製 造 業 ２，４５５，７９５ ６．８９ ２，４９５，２９３ ６．７４ △ ３９，４９８
鉱 業 １５，５８７ ０．０４ １１，９９７ ０．０３ ３，５９０
建 設 ・ 不 動 産 業 ３，０８１，３２７ ８．６５ ２，９８４，０６７ ８．０６ ９７，２６０
電気・ガス・熱供給水道業 ３６６，５８９ １．０３ ３３１，９９１ ０．９０ ３４，５９８
運 輸 ・ 通 信 業 １，０３０，４７３ ２．８９ １，０５５，１１２ ２．８５ △ ２４，６３９
金 融 ・ 保 険 業 ９２１，４１４ ２．５９ ９５０，４６５ ２．５７ △ ２９，０５１
卸売・小売・サービス業・飲食業 ８，０１８，９５１ ２２．５１ ８，１２５，９７７ ２１．９３ △ １０７，０２６
地 方 公 共 団 体 １，８８８，３７１ ５．３０ ２，５１３，３５５ ６．７９ △ ６２４，９８４
非 営 利 法 人 － － － － －
そ の 他 ９，５４４，２４１ ２６．７９ ９，５４５，７３４ ２５．７７ △ １，４９３
合 計 ３５，６２８，７３９ １００．００ ３７，０３９，７２８ １００．００ △１，４１０，９８９

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
農 業 ６，４８９，２５９ ６，７２８，６１６ △ ２３９，３５７
穀 作 １，４５２，１９６ １，５０６，０２０ △ ５３，８２４
野 菜 ・ 園 芸 ７７，９１３ ８０，８００ △ ２，８８７
果 樹 ・ 樹 園 農 業 １６ ２０，４５４ △ ２０，４３８
工 芸 作 物 － － －
養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 ５１４，３４８ ５１７，２４３ △ ２，８９５
養 鶏 ・ 養 卵 － － －
養 蚕 － － －
そ の 他 農 業 ４，４４４，７８３ ４，６０４，０９８ △ １５９，３１５

農 業 関 連 団 体 等 － － －
合 計 ６，４８９，２５９ ６，７２８，６１６ △ ２３９，３５７

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
プ ロ パ ー 資 金 ３，７１５，６７８ ３，９１２，８１４ △ １９７，１３６
農 業 制 度 資 金 ２，７７３，５８０ ２，８１５，８０１ △ ４２，２２１
農 業 近 代 化 資 金 １，７４６，９８５ １，６５７，８７２ ８９，１１３
そ の 他 制 度 資 金 １，０２６，５９４ １，１５７，９２９ △ １３１，３３５

合 計 ６，４８９，２５９ ６，７２８，６１６ △ ２３９，３５７
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〔受託貸付金〕

（注）日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

⑧ リスク管理債権の状況

（注）１．破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出
金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する
事由が生じている貸出金をいいます。
２．延 滞 債 権
未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予したもの以外の貸出金をいいます。
３．３ヵ月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当
しないものをいいます。
４．貸出条件緩和債権
債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないもの
をいいます。

⑨ 金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

（注）上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第６条に基づき、債務
者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当ＪＡは同法の対象とはなっていませ
んが、参考として同法の定める基準に従い、債権額を記載しております。
① 破産更生債権及びこれらに準ずる債権
法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

② 危険債権
経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本および利息の回収ができない可能性の高い債権

③ 要管理債権
３か月以上延滞貸出債権および貸出条件緩和貸出債権

④ 正常債権
上記以外の債権

⑩ 元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

該当する取引はありません。

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分 令和元年度 平成３０年度 増 減
破 綻 先 債 権 額 ２６，５６６ １７，２２０ ９，３４６
延 滞 債 権 額 １，２８０，１６２ １，１１６，１３２ １６４，０３０
３ヵ月以上延滞債権額 ６，８７５ ３０，６８３ △ ２３，８０８
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 － － －
合 計 １，３１３，６０４ １，１６４，０３６ １４９，５６８

債 権 区 分 債 権 額
保 全 額

担 保 保 証 引 当 合 計
破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和元年度 ２８９，８１５ ６６，９６３ １３４，０１２ ８８，８４０ ２８９，８１５
平成３０年度 ３１１，９３３ ７０，７６７ １３２，０６９ １０９，０９６ ３１１，９３３

危 険 債 権
令和元年度 １，０１９，９２４ ９８，３６３ ８６８，１５１ ２３，９９４ ９９０，５０９
平成３０年度 ８２１，４１９ ４９５，２０９ ２６７，７８７ ３０，６２８ ７９３，６２５

要管理債権
令和元年度 ３，８６４ ７８６ ３，１４４ － ３，９３１
平成３０年度 ３０，６８３ １７，５６２ － － １７，５６２

小 計
令和元年度 １，３１３，６０４ １６６，１１２ １，００５，３０８ １１２，８３５ １，２８４，２５６
平成３０年度 １，１６４，０３６ ５８３，５３９ ３９９，８５７ １３９，７２５ １，１２３，１２２

正 常 債 権
令和元年度 ３４，３６２，３６７
平成３０年度 ３５，９４４，４１５

合 計
令和元年度 ３５，６７５，９７１
平成３０年度 ３７，１０８，４５２

種 類 令和元年度 平成３０年度 増 減
日本政策金融公庫資金 ６４０，０５５ ７７９，５９８ △ １３９，５４３
そ の 他 ３４，３８３ ４４，５９５ △ １０，２１２
合 計 ６７４，４３８ ８２４，１９４ △ １４９，７５６
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た
債
権
の
元
本
の
回
収
及

び
利
息
の
受
取
り
が
で
き
な
い
可
能
性
の
高
い
債
権

●
要
管
理
債
権

三
月
以
上
延
滞
債
権
及
び
貸
出
条
件
緩
和
債
権
（
経
済
的
困
難
に

陥
っ
た
債
務
者
の
再
建
又
は
支
援
を
図
り
、
当
該
債
権
の
回
収
を
促

進
す
る
こ
と
等
を
目
的
に
、
債
務
者
に
有
利
な
一
定
の
譲
歩
を
与
え

る
約
定
条
件
の
改
定
等
を
行
っ
た
貸
出
債
権

●
正
常
債
権

債
務
者
の
財
政
状
態
及
び
経
営
成
績
に
特
に
問
題
が
な
い
も
の
と

し
て
、
同
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
債
権
以
外
の
も
の

に
区
分
さ
れ
る
債
権

●
破
綻
先
債
権

元
本
又
は
利
息
の
支
払
の
遅
延
が
相
当
期
間
継
続
し
て
い
る
こ
と

そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
元
本
又
は
利
息
の
取
立
て
又
は
弁
済
の
見
込

み
が
な
い
も
の
と
し
て
未
収
利
息
を
計
上
し
な
か
っ
た
貸
出
金
（
貸

倒
償
却
を
行
っ
た
部
分
を
除
く
。以
下「
未
収
利
息
不
計
上
貸
出
金
」

と
い
う
。）
の
う
ち
、
法
人
税
法
施
行
令
第
九
十
六
条
第
一
項
第
三
号

の
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
事
由
又
は
同
項
第
四
号
に
規
定
す
る
事

由
が
生
じ
て
い
る
貸
出
金

●
延
滞
債
権

未
収
利
息
不
計
上
貸
出
金
で
あ
っ
て
、
破
綻
先
債
権
及
び
債
務
者

の
経
営
再
建
又
は
支
援
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
利
息
の
支
払
を

猶
予
し
た
貸
出
金
以
外
の
貸
出
金

●
３
か
月
以
上
延
滞
債
権

元
本
又
は
利
息
の
支
払
が
約
定
支
払
日
の
翌
日
か
ら
三
月
以
上
遅

延
し
て
い
る
貸
出
金
（
破
綻
先
債
権
及
び
延
滞
債
権
を
除
く
）

●
貸
出
条
件
緩
和
債
権

債
務
者
の
経
営
再
建
等
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
金
利
の
減

免
、
利
息
の
支
払
猶
予
、
元
本
の
返
済
猶
予
、
債
権
放
棄
そ
の
他
の

債
務
者
に
有
利
と
な
る
取
決
め
を
行
っ
た
貸
出
金
（
破
綻
先
債
権
、

延
滞
債
権
及
び
３
か
月
以
上
延
滞
債
権
を
除
く
）

� � � � � � �

対 象 債 権

信
用
事
業

以
外
の
与
信

破
綻

先

実
質

破
綻

先

破
綻

懸
念

先

要
管

理
先

そ
の
他
要
注
意
先

正
常

先

信
用
事
業
総
与
信 そ
の
他
の
債
権

貸
出

金

要 注 意 先

信
用
事
業

以
外
の
与
信

信
用
事
業
総
与
信 そ
の
他
の
債
権

破
産
更
生
債
権
及
び
こ
れ
ら
に
準
ず
る
債
権

危
険

債
権

正
常

債
権

貸
出

金

要
管
理
債
権

信
用
事
業

以
外
の
与
信

信
用
事
業
総
与
信 そ
の
他
の
債
権

貸
出

金

破
綻
先
債
権

延
滞

債
権

３
か
月
以
上
延
滞
債
権

貸
出
条
件
緩
和
債
権
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⑪ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

⑫ 貸出金償却の額

� 内国為替取扱実績

� 有価証券に関する指標

① 種類別有価証券平均残高

該当する取引はありません。

② 商品有価証券種類別平均残高

該当する取引はありません。

③ 有価証券残存期間別残高

該当する取引はありません。

� 有価証券等の時価情報等

① 有価証券の時価情報

該当する取引はありません。

② 金銭の信託の時価情報

該当する取引はありません。

③ デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ

取引

該当する取引はありません。

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：件、千円）

区 分

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

期首残高
期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高 期首残高

期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高

目的使用 そ の 他 目的使用 そ の 他

一般貸倒引当金 １５６，８８０ １４１，１１９ － １５６，８８０ １４１，１１９ １７４，７１８ １５６，８８０ － １７４，７１８ １５６，８８０

個別貸倒引当金 ２２３，０３６ １９９，４１４ － ２２３，０３６ １９９，４１４ ２１４，３７４ ２２３，０３６ ３，５６０ ２１０，８１４ ２２３，０３６

合 計 ３７９，９１７ ３４０，５３３ － ３７９，９１７ ３４０，５３３ ３８９，０９３ ３７９，９１７ ３，５６０ ３８５，５３２ ３７９，９１７

項 目 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
貸 出 金 償 却 額 ６６６ １１４

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

仕 向 被 仕 向 仕 向 被 仕 向

送 金 ・ 振 込 為 替
件 数 ３１，５０４ １２３，３４９ ３２，５４３ ２９４，５１４
金 額 ３１，３８４，４６９ ２３，９２３，６６９ ３０，５７６，８６２ ４３，８９４，２１５

代 金 取 立 為 替
件 数 ５ １３ ７ １０
金 額 ７０，１０６ ２，７７０ ７０，４４６ １，７２０

雑 為 替
件 数 １，１３８ ４４６ １，２８０ ６８８
金 額 ２１９，４０２ ４８，５０８ ２３３，３８２ ７０，３１５

合 計
件 数 ３２，６４７ １２３，８０８ ３３，８３０ ２９５，２１２
金 額 ３１，６７３，９７９ ２３，９７４，９４８ ３０，８８０，６９１ ４３，９６６，２５０
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２．共済取扱実績

� 長期共済新契約高・長期共済保有高

（注）金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加された定期特約金
額等を含む）、年金共済は付加された定期特約金額）を表示しています。

� 医療系共済の入院共済金額保有高

（注）金額は、入院共済金額を表示しています。

� 介護共済・生活障害共済の共済金額保有高

（注）金額は、介護共済は介護共済金額、生活障害共済は生活障害共済金額又は生活障害年金額を表示しています。

� 年金共済の年金保有高

（注）金額は、年金年額（利率変動型年金にあっては、最低保証年金額））を表示しています。

� 短期共済新契約高

（注）１．金額は、保障金額を表示しています。
２．自動車共済、賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

（単位：万円）

（単位：万円）

（単位：万円）

（単位：万円）

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高

生
命
総
合
共
済

終 身 共 済 ２２１，５０１ １２，３１４，７９６ １９３，５４６ １２，９５０，６７５
定 期 生 命 共 済 １６，８５０ １２１，７７０ ２，１００ １２７，２２０
養 老 生 命 共 済 １６０，２７３ １０，１９０，０４５ １５９，３２６ １１，５６５，００５
（う ち こ ど も 共 済） （ ３７，８１０）（ ２，２９０，５４０）（ ６０，４３０）（ ２，４９４，７００）

医 療 共 済 ４，５００ １５２，６７５ ４，０５０ １６１，５２５
が ん 共 済 ４０，０００ ４１，０００
定 期 医 療 共 済 ３１７，１５０ ３４９，７５０
介 護 共 済 ３，０１６ ６７，７１１ ４，５４５ ６７，１４３
年 金 共 済 ４，８００ ５，８００

建 物 更 生 共 済 ３，０３８，０６１ ２５，１２９，８６０ ４，７６０，３３８ ２５，６０４，４０４
合 計 ３，４４４，２０２ ４８，３３８，８０８ ５，１２３，９０６ ５０，８７２，５２４

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高
医 療 共 済 ３１５ ８，４３５ ３０４ ８，４０５
が ん 共 済 ５７ １，２８３ ４０ １，２７１
定 期 医 療 共 済 － ３３６ － ３６２
合 計 ３７３ １０，０５５ ３４５ １０，０３８

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高
介 護 共 済 ６，１２０ １４５，１０５ ７，８７８ １５２，５４３
生 活 障 害 共 済（一 時 金 型） ４，３００ １５，３００ １１，２００ １１，２００
生 活 障 害 共 済（定期年金型） ８４０ １，９１０ １，１２０ １，１２０

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

新 契 約 高 保 有 高 新 契 約 高 保 有 高
年 金 開 始 前 ３９，５５９ １５２，３６３ １９，６２８ １２７，４８６
年 金 開 始 後 ３６，４６６ ３３，６１５
合 計 ３９，５５９ １８８，８３０ １９，６２８ １６１，１０１

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

金額（万円） 掛金（千円） 金額（万円） 掛金（千円）
火 災 共 済 １，４１３，７８７ １９，５１５ １，３８５，７１４ １８，２３５
自 動 車 共 済 １，４１２，５５６ １，４４７，２６１
傷 害 共 済 ７，２８５，０４０ １３，４９２ ８，２７１，５７０ １４，４１５
定 額 定 期 生 命 共 済 １，６００ １１０ ２，０００ １１１
賠 償 責 任 共 済 １，７４８ １，６８３
自 賠 責 共 済 ４５４，３３４ ４６６，０５０
合 計 １，９０１，７５７ １，９４７，７５８
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３．農業関連事業取扱実績

� 買取購買品（生産資材）取扱実績

� 受託販売品取扱実績

� 保管事業取扱実績

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

供 給 高 手 数 料 供 給 高 手 数 料
肥 料 １，５９５，６１３ ２７９，１０９ １，８７１，２３１ ３２８，５８９
飼 料 ５４０，７６７ １５，３９４ ５４７，４８８ １４，９４３
包 装 資 材 １７８，８３５ ３４，８３１ １７３，３７６ ３４，３８１
保 温 資 材 １２３，５６０ １８，５３４ １５０，３６４ ２１，１９２
農 薬 １，４４８，７９１ １９６，４４０ １，４９９，７２４ １９６，９４５
そ の 他 生 産 資 材 ７８０，７５６ ７０，４７２ ８５５，７２６ ６９，９０７
家 畜 ２５９，７２７ ４，１６８ ４２４，７７５ ４，２７０
農 業 機 械 １，７３１，９８０ ２３１，４１８ １，６７４，９９２ ２２３，６４３
合 計 ６，６６０，０３３ ８５０，３７０ ７，１９７，６８０ ８９３，８７４

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

販 売 高 手 数 料 販 売 高 手 数 料
米 １６，８１２，９７１ ５４３，０１０ １７，９１５，１７４ ５３４，８９０

麦 ・ 豆 ・ 雑 穀 ７６９，５５９ ３５，１０１ ７５０，０８２ ３２，４８３
野 菜 １，１９２，０３５ ４４，６９１ １，２８１，３２６ ４４，９１８
果 実 ４１，０９０ １，５４１ ３３，８７８ １，１８８
花 き ・ 花 木 ４２０，４８１ １４，８１７ ４６３，７５０ １６，０１０
茸 類 ４１２，９８９ １５，４８４ ４５５，０７１ １５，９５３
そ の 他 ２４５，６０３ ９，２０８ ２７５，５８４ ９，６６１
畜 産 物 ２，１７５，９４４ ３９，４２２ ２，３０２，６１２ ４０，１８７
合 計 ２２，０７０，６７６ ７０３，２７５ ２３，４７７，４８２ ６９５，２９２

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

保 管 料 ２００，７８４ ２２５，７２１
荷 役 料 ３４，５２３ ４２，４３１
検 査 手 数 料 ５９，８４０ ５９，１８５
保 管 雑 収 入 ２３２，１０５ １７８，６０７

計 ５２７，２５３ ５０５，９４５

費

用

保 管 材 料 費 ４０，１５６ ３７，６３９
保 管 労 務 費 １０３，９０５ １３３，８７０
検 査 費 用 ５，８４７ ５，２５１
保 管 雑 費 ２２６，９２２ ２０７，３４７

計 ３７６，８３１ ３８４，１０９
差 引 １５０，４２１ １２１，８３６
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� 利用事業取扱実績

� 加工事業取扱実績

（単位：千円）

（単位：千円）

種 類 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

味 噌 加 工 ５，９１４ ５，３９７
そ の 他 加 工 ４ ６，００９

計 ５，９１９ １１，４０６

費

用

味 噌 加 工 ５，１８７ ４，８４１
そ の 他 加 工 ４２４ ５，３２９

計 ５，６１１ １０，１７０
差 引 ３０７ １，２３６

種 類 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

カントリーエ レ ベ ー タ ー ６２２，５２４ ５６４，６３７
種 子 セ ン タ ー ５６，８５６ ４７，７８９
ラ イ ス セ ン タ ー ６１，３２７ ４４，４８１
育 苗 セ ン タ ー ６１，０３３ ５８，６７８
選 果 場 １２５，９７８ １３３，７９０
堆 肥 施 設 ９７６ １，１８６
大 豆 セ ン タ ー ５９，３４１ ５３，６７８
水 稲 種 子 温 湯 消 毒 施 設 １０７，３１９ １０１，６９６
園 芸 土 壌 診 断 施 設 １，２１５ １，２１５
そ の 他 施 設 ５，７１５ ６，８６１
精 米 機 ４，４２０ ５，８９５
貸 衣 裳 ４，２３８ ４，６０９
畜 産 市 場 － １８，３８６
複 合 施 設 １１８，８０４ １３８，７３７
そ の 他 ９，３４４ ９，１８８

計 １，２３９，０９８ １，１９０，８３３

費

用

カントリーエ レ ベ ー タ ー ２３６，９７９ ２３９，１５２
種 子 セ ン タ ー ３５，６２１ ３３，０９７
ラ イ ス セ ン タ ー ３８，９８２ ４０，０９９
育 苗 セ ン タ ー ５９，５８６ ６７，１８１
選 果 場 １２３，４７１ １３９，１９４
堆 肥 施 設 ８７６ １，０５９
大 豆 セ ン タ ー ４３，７３５ ４２，９６１
水 稲 種 子 温 湯 消 毒 施 設 １０５，８１３ １００，０２８
園 芸 土 壌 診 断 施 設 ３，２０１ ２，６２５
そ の 他 施 設 ６，０９３ ８，９０２
精 米 機 ２，５４５ ２，６４３
貸 衣 裳 ２，３２５ ２，３６６
畜 産 市 場 － １７，０５５
複 合 施 設 １３３，５９３ １４７，８６１
そ の 他 ８，５６８ ８，５６３

計 ８０１，３９５ ８５２，７９４
差 引 ４３７，７０３ ３３８，０３９
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� 農用地利用調整事業取扱実績

４．生活その他事業取扱実績

� 買取購買品（生活物資）取扱実績

� 旅行事業取扱実績

� 福祉事業取扱実績

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

種 類
令 和 元 年 度 平 成３０年 度

供 給 高 手 数 料 供 給 高 手 数 料

食

品

米 ５５，７９８ ４，９３３ ８４，８９１ ６，５０５
食 料 品 ７０，６３０ ９，３１０ １０１，２０５ １１，８２０
食 材 ２８５，２５２ ５１，０８０ ２９９，２３３ ５６，８１１

衣 料 品 １３，９８０ ２，１８７ １５，４６５ ２，４６２
耐 久 消 費 財 ２８，５８４ ２，７８６ ３３，２５０ ３，４７２
日 用 雑 貨 １７，５６１ ２，０４４ １７，４４３ ２，０４４
コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア － － ９０，５９６ ２４，４１０
そ の 他 生 活 用 品 ５４，３２４ ６，４５９ ６０，０３４ ７，１９９
合 計 ５２６，１３３ ７８，８０４ ７０２，１２０ １１４，７２７

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

旅 行 取 扱 手 数 料 ２，０６０ ３，７８４
受 託 事 務 手 数 料 ２，４６１ ３，２２８
旅 行 雑 収 入 ６ ８

計 ４，５２９ ７，０２０

費

用

旅 行 推 進 費 ６９２ ６８５
旅 行 雑 費 ４７９ ４８５

計 １，１７１ １，１７１
差 引 ３，３５７ ５，８４９

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

円 滑 化 事 業 受 取 賃 借 料 ９７，３０４ １１８，９８２
円 滑 化 事 業 手 数 料 １，８３７ ２，２８０
農 作 業 受 委 託 収 益 ９，４８３ １０，５４０

計 １０８，６２５ １３１，８０３

費

用

農 用 地 利 用 調 整 費 用 ２９ ２９
円 滑 化 事 業 支 払 賃 貸 料 ９７，３０４ １１８，９８２
農 作 業 受 委 託 費 用 ８，８５５ １０，０７４

計 １０６，１８９ １２９，０８５
差 引 ２，４３６ ２，７１７

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

福 祉 機 器 供 給 高 ４，１５０ ４，０７６
高齢者生活支 援 事 業 収 益 １，４５２ １，５４１
福 祉 雑 収 入 ５０ １０３

計 ５，６５４ ５，７２１

費

用

福 祉 労 務 費 ６１５ ６０１
福 祉 受 入 高 ３，７１３ ３，６８８
そ の 他 福 祉 事 業 費 用 △ ３２ △ ３１

計 ４，２９５ ４，２５８
差 引 １，３５８ １，４６３
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� 介護事業取扱実績

� その他経済事業取扱実績

５．指 導 事 業

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

訪 問 介 護 収 益 ４６，４０８ ４１，８１９
短 期 入 所 生 活 介 護 収 益 １１５，９７７ １２６，２７３
福 祉 用 具 貸 与 事 業 収 益 １６，４９４ １８，０８８
居 宅 介 護 支 援 収 益 ２３，４２７ ２４，８３３
福 祉 用 具 販 売 収 益 ５０２ ５８０
そ の 他 介 護 事 業 収 益 － １０，０００

計 ２０２，８１１ ２２１，５９４

費

用

訪 問 介 護 労 務 費 ２０，９５６ １９，０５２
介 護 消 耗 備 品 費 ５３ ４３
介 護 受 入 高 １０，８７２ １２，０１３
短 期 入 所 生 活 介 護 費 用 ４６，７５２ ４６，６１９
訪 問 介 護 雑 費 ２，２７９ ２，２９６
福 祉 用 具 貸 与 雑 費 ３２６ ３２３
在 宅 介 護 支 援 雑 費 ５８７ ６２５

計 ８１，８２８ ８０，９７５
差 引 １２０，９８３ １４０，６１９

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

入

賦 課 金 ７３，８６７ ７４，５０６
指 導 事 業 補 助 金 １６，２５７ １４，５７９
実 費 収 入 ２，３７０ ２，９１２

計 ９２，４９５ ９１，９９７

支

出

営 農 改 善 費 ４７，５４０ ６３，８４１
生 活 文 化 費 ８，２０４ ９，５８８
教 育 情 報 費 ５４，３２８ ５７，８１２

計 １１０，０７３ １３１，２４１
差 引 △ １７，５７８ △ ３９，２４４

項 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

収

益

農 業 新 聞 受 入 委 託 料 ９４７ １，３０６
そ の 他 経 済 雑 収 入 ８１９ ９０２

計 １，７６７ ２，２０９
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Ⅳ 経 営 諸 指 標

１．利 益 率

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００
２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００
３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返りを除く）平均残高×１００
４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×１００

２．貯貸率・貯証率

（注）１．貯貸率（期 末）＝貸出金残高／貯金残高×１００
２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×１００
３．貯証率（期 末）＝有価証券残高／貯金残高×１００
４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００

３．その他経営諸指標

（注）計算根拠となる店舗・職員数
・信用店舗数は本店も含め２８店舗として計算しています。
・共済店舗数は本店も含め２８店舗で計算しています。
・購買店舗数は１５店舗で計算しています。
・職員数は期末退職者を含まないで計算しています。

（単位：％）

（単位：％）

（単位：千円）

項 目 令和元年度 平成３０年度 増 減
総 資 産 経 常 利 益 率 １．３５０ ０．５３６ ０．８１４
資 本 経 常 利 益 率 ３２．５２５ １４．９８１ １７．５４４
総 資 産 当 期 純 利 益 率 ０．６４３ ０．５０７ ０．１３６
資 本 当 期 純 利 益 率 １５．５０６ １４．１６５ １．３４１

区 分 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 増 減

貯 貸 率
期 末 ２７．７１ ２９．５９ △ １．８７
期 中 平 均 ２８．５４ ３１．３２ △ ２．７８

貯 証 率
期 末 － － －
期 中 平 均 － － －

項 目 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

信 用 事 業

一 職 員 当 た り 貯 金 残 高 １，５９３，６１４ １，５３８，０６１
一 店 舗 当 た り 貯 金 残 高 ４，６１０，０９８ ４，５５９，２５１
一職員当たり貸出金残高 ７０８，４３１ ６７７，７３９
一店舗当たり貸出金残高 １，３１５，６５８ １，４２８，０９４

共 済 事 業
一職員当たり長期共済保有高 ３，７１８，３７０ ４，０６９，８０２
一店舗当たり長期共済保有高 １７，２６３，８６０ １８，１６８，７５９

経 済 事 業
一職員当たり購買品取扱高 ５２，０７４ ５１，２９７
一店舗当たり購買品取扱高 ４７９，０７８ ５２６，６５３
一職員当たり販売品取扱高 ３０６，５３７ ２７２，９９４
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Ⅴ 自己資本の充実の状況

１．自己資本の構成に関する事項
（単位：千円、％）

項 目 令和元年度 平成３０年度

コア資本に係る基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 ６，６９９，１６６ ５，８２２，５１２

うち、出資金及び資本準備金の額 ７，８９６，９３０ ７，９８１，５１０

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額 △ １，０６２，７７８ △ ２，０５１，８６７

うち、外部流出予定額（△） － －

うち、上記以外に該当するものの額 △ １３４，９８５ △ １０７，１３０

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 １４１，１１９ １５６，８８０

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 １４１，１１９ １５６，８８０

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

うち、回転出資金の額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－ －

コア資本に係る基礎項目の額（イ） ６，８４０，２８６ ５，９７９，３９３

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の
合計額

６９，９６４ ５８，９９１

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ６９，９６４ ５８，９９１

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － ９０，７２２

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る１０パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの
の額

－ －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る１５パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの
の額

－ －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額（ロ） ６９，９６４ １４９，７１３
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（注）１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出
しています。
２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク
削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

項 目 令和元年度 平成３０年度

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ） ６，７７０，３２１ ５，８２９，６７９

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額 ６０，１９９，７４３ ６８，３５０，０６６

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 ８，０９１，３２５ ７，３４７，５１９

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） ６８，２９１，０６９ ７５，６９７，５８６

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） ９．９１ ７．７０
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２．自己資本の充実度に関する事項

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳
（単位：千円）

信用リスク・アセット
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 １，７４０，２００ － － １，５０５，０５７ － －
我 が 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け － － － － － －

外 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け － － － － － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け １，８８８，８９４ － － ２，５２２，３５９ － －
外国の中央政府等以外の
公 共 部 門 向 け － － － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － － － － － －
地 方 三 公 社 向 け － － － － － －
金 融 機 関 及 び
第一種金融商品取引業者向け ８４，０１０，４９４ １６，８０２，０９８ ６７２，０８３ ７６，６４２，７５６ １５，３２８，５５１ ６１３，１４２

法 人 等 向 け ８６８，４０８ ７７１，２１３ ３０，８４８ ９１６，８９２ ７６０，７２２ ３０，４２８
中小企業等向け及び個人向け ５，８９０，４１０ ３，３２１，８３０ １３２，８７３ ２０，４０７，０６３ １４，０５９，０５３ ５６２，３６２
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン １４，５８４，０３５ ５，０８５，０２７ ２０３，４０１ ４８７，３８２ １６９，２６２ ６，７７０
不動産取得等事業向け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 １，７０６，１０５ ４９３，５５８ １９，７４２ ２，９６４，２４１ ４００，０２８ １６，００１
取 立 未 済 手 形 － － － － － －
信用保証協会等保証付 １１，２２４，７４８ １，０９４，２６７ ４３，７７０ １１，８７２，１７７ １，１５６，７９９ ４６，２７１
株式会社地域経済活性化支
援機構等による保証付 － － － － － －

共 済 約 款 貸 付 － － － １，５４５ － －
出 資 等 ２，０９７，９６５ ２，０９７，９６５ ８３，９１８ ２，０９８，４６４ ２，０９８，４６４ ８３，９３８
（うち出資等のエクスポージャー） ２，０９７，９６５ ２，０９７，９６５ ８３，９１８ ２，０９８，４６４ ２，０９８，４６４ ８３，９３８
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －
上 記 以 外 ２２，１６８，６４９ ３０，５３３，７８１ １，２２１，３５１ ２６，０８２，８８３ ３４，３７７，１８５ １，３７５，０８７
（うち他の金融機関等の対
象資本等調達手段のうち対
象普通出資等及びその他外
部ＴＬＡＣ関連調達手段に
該当するもの以外のものに
係るエクスポージャー）

－ － － ４８１，１０７ １，２０２，７６７ ４８，１１０

（うち農林中央金庫又は農業
協同組合連合会の対象普通出
資等に係るエクスポージャー）

５，２５２，６０３ １３，１３１，５０７ ５２５，２６０ ４，７７１，５５０ １１，９２８，８７５ ４７７，１５５

（うち特定項目のうち調整
項目に算入されない部分
に係るエクスポージャー）

３４３，６８３ ８５９，２０９ ３４，３６８ ２８１，０１０ ７０２，５２７ ２８，１０１

（うち総株主等の議決権の
百分の十を超える議決権
を保有している他の金融
機関等に係るその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に
関するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の
百分の十を超える議決権を
保有していない他の金融機
関等に係るその他外部Ｔ
ＬＡＣ関連調達手段に係
る５％基準額を上回る部分
に係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち上記以外のエクスポージャー） １６，５７２，３６２ １６，５４３，０６４ ６６１，７２２ ２０，５４９，２１５ ２０，５４３，０１５ ８２１，７２０
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（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当
します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融
機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その
一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調
整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジッ
トデリバティブの免責額が含まれます。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷ ８％

信用リスク・アセット
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証 券 化 － － － － － －
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
（うち非ＳＴＣ適用分） － － － － － －
再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー － － － － － －

（うちルックスルー方式） － － － － － －
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式２５０％） － － － － － －
（うち蓋然性方式４００％） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －
経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されるものの額 － － － － － －

他の金融機関等の対象資本
調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置によ
りリスク・アセットの額に算入
されなかったものの額（△）

－ － － － － －

標 準 的 手 法 を 適 用 す る
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 別 計 １４６，１７９，９１２ ６０，１９９，７４３ ２，４０７，９８９ １４５，５００，８２２ ６８，３５０，０６６ ２，７３４，００２

ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － － － －
中 央 清 算 機 関 関 連
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － － － － － －

信用リスク・アセットの額の
合 計 額 １４６，１７９，９１２ ６０，１９９，７４３ ２，４０７，９８９ １４５，５００，８２２ ６８，３５０，０６６ ２，７３４，００２

オペレーショナル・リスクに
対する所要自 己 資 本 の 額
＜基 礎 的 手 法＞

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

８，０９１，３２５ ３２３，６５３ ７，３４７，５１９ ２９３，９００

所 要 自 己 資 本 額 計
リスク・アセット等（分母）計

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

６８，２９１，０６９ ２，７３１，６４２ ７５，６９７，５８６ ３，０２７，９０３
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３．信用リスクに関する事項

① 標準的手法に関する事項

当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準

的手法により算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リス

ク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

� リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による

依頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算

出するための掛目のことです。

� リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカント

リー・リスク・スコアは、主に以下のとおりです。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア

金融機関向けエクスポー
ジャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポー
ジャー（長期）

Ｒ＆Ｉ，Moody's，
ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Fitch

法人等向けエクスポー
ジャー（短期）

Ｒ＆Ｉ，Moody's，
ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Fitch
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② 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）

及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計
算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バ
ランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づ
き、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めてい
ます。
３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。
４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエ
クスポージャーをいいます。
５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

（単位：千円）
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

う ち
貸出金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
テ ィ ブ

う ち
貸出金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
テ ィ ブ

国 内 １４６，１７９，９１２ ３６，８７０，１７３ － － １，７０６，１０５１４５，５００，８２２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 残 高 計 １４６，１７９，９１２ ３６，８７０，１７３ － － １，７０６，１０５１４５，５００，８２２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

法

人

農 業 ２，２２８，３５７ ２，２１８，１０４ － － １０，２５３ ２，３１７，７８８ ２，３１５，１０７ － － ２，６８０

林 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 ９，４８２ ９，４８２ － － － １１，７６３ １１，７６３ － － －

鉱 業 － － － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － １，００４ １，００４ － － －

電気・ガス・熱
供給・水道業

－ － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － －

金融・保険業 ８９，２６３，０９７ ４８１，０５３ － － － ８１，８９５，４１３ ４８１，１０７ － － －

卸売・小売・飲
食・サービス業

４１９，３６７ ４１９，３６７ － － － ５２８，８４１ ５２８，８４１ － － －

日本国政府・
地方公共団体

１，８８８，８９４ １，８８８，８９４ － － － ２，５２２，３５９ ２，５２２，３５９ － － －

上 記 以 外 ８９１，６２７ ７４３，４７７ － － － ９５１，７２５ ８０２，０６６ － － １，５０８

個 人 ３１，３３５，５９８ ３１，１０９，７９２ － － １，６９５，８５２ ３３，０８６，５２７ ３３，０２３，０６４ － － ２，９６０，０５１

そ の 他 ２０，１４３，４８５ － － － － ２４，１８５，３９８ － － － －

業 種 別 残 高 計 １４６，１７９，９１２ ３６，８７０，１７３ － － １，７０６，１０５１４５，５００，８２２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

１ 年 以 下 ８２，６１７，１２０ １，３０７，３１８ － － ７５，１０４，２５８ １，４６１，８０１ － －

１年超３年以下 ２，６２４，６６８ ２，６２４，６６８ － － ３，１４１，８１２ ３，１４１，８１２ － －

３年超５年以下 ３，９２７，８５０ ３，９２７，８５０ － － ４，１９２，９６４ ４，１９２，９６４ － －

５年超７年以下 ２，４６０，５９１ ２，４６０，５９１ － － ３，２２６，４８４ ３，２２６，４８４ － －

７年超１０年以下 ２，９６３，９２４ ２，９６３，９２４ － － ２，６８７，９７１ ２，６８７，９７１ － －

１０ 年 超 ２１，６５８，８４１ ２１，６５８，８４１ － － ２１，６５６，００４ ２１，６５６，００４ － －

期限の定めのないもの ２９，９２６，９１４ １，９２６，９７７ － － ３５，４９１，３２５ ３，３１８，２７５ － －

残存期間別残高計 １４６，１７９，９１２ ３６，８７０，１７３ － － １４５，５００，８２２ ３９，６８５，３１５ － －
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③ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（注）個別貸倒引当金には、共同計算損失引当金を含んでいます。

④ 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

期首残高
期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高 期首残高

期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高

目的使用 そ の 他 目的使用 そ の 他

一般貸倒引当金 １５６，８８０ １４１，１１９ － １５６，８８０ １４１，１１９ １７４，７１８ １５６，８８０ － １７４，７１８ １５６，８８０

個別貸倒引当金 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

区 分

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

個 別 貸 倒 引 当 金
貸 出 金

償 却

個 別 貸 倒 引 当 金
貸 出 金

償 却期首残高
期 中

増 加 額

期中減少額
期末残高 期首残高

期 中

増 加 額

期中減少額
期末残高

目的使用 そ の 他 目的使用 そ の 他

国 内 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 計 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

法

人

農 業 ２，６８０ １０，２５３ － ２，６８０ １０，２５３ － － ２，６８０ － － ２，６８０ －

林 業 － － － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － － － － － － －

建 設 ・
不動産業 － － － － － － － － － － － －

電気・ガス・熱
供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運 輸 ・
通 信 業 － － － － － － － － － － － －

金 融 ・
保 険 業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・飲
食・サービス業 － － － － － － １，９３３ － － １，９３３ － －

上記以外 １，５０８ － － １，５０８ － － １，４６５ １，５０８ － １，４６５ １，５０８ －

個 人 ２，６６９，０６９１，３３３，５４１ － ２，６６９，０６９１，３３３，５４１ ６６６２，９３９，８５１２，６６９，０６９ ３，５６０２，９３６，２９１２，６６９，０６９ １１４

業 種 別 計 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ６６６２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８ １１４
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⑤ 信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト１２５０％を適用する残高

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計
算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バ
ランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエ
クスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格
付機関による依頼格付のみ使用しています。
３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイト
によって集計しています。
また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

４．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの
免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト１２５０％を適用したエクスポージャーが
あります。

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信用リスク
削 減 効 果
勘案後残高

リスク・ウェイト ０％ － ４，４１０，６１５ ４，４１０，６１５ － ４，９８１，９００ ４，９８１，９００
リスク・ウェイト ２％ － － － － － －
リスク・ウェイト ４％ － － － － － －
リスク・ウェイト１０％ － １０，９４２，６６３ １０，９４２，６６３ － １１，５６７，９７８ １１，５６７，９７８
リスク・ウェイト２０％ － ８４，９８１，２４２ ８４，９８１，２４２ － ７７，３５５，３５５ ７７，３５５，３５５
リスク・ウェイト３５％ － １４，５３０，１４６ １４，５３０，１４６ － ４８３，６０５ ４８３，６０５
リスク・ウェイト５０％ － １，３７２，７６１ １，３７２，７６１ － １，９８４，７０８ １，９８４，７０８
リスク・ウェイト７５％ － ３，３４８，００３ ３，３４８，００３ － １７，３３４，５６０ １７，３３４，５６０
リスク・ウェイト１００％ － １９，５４０，２８４ １９，５４０，２８４ － ２３，５２７，１５５ ２３，５２７，１５５
リスク・ウェイト１５０％ － １，４５７，９０７ １，４５７，９０７ － ２，７３１，８８９ ２，７３１，８８９
リスク・ウェイト２００％ － － －
リスク・ウェイト２５０％ － ５，５９６，２８６ ５，５９６，２８６ － ５，５３３，６６７ ５，５３３，６６７
そ の 他 － － － － － －

リ ス ク・ウ ェ イ ト１２５０％ － － － － － －
計 － １４６，１７９，９１２ １４６，１７９，９１２ － １４５，５００，８２２ １４５，５００，８２２
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４．信用リスク削減手法に関する事項

① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額

の算出において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定

されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代えて、担保や保証人に

対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金

の相殺」を適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、

取引相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減さ

れている取引をいいます。当ＪＡでは、適格金融資産担保取引について信用リスク削

減手法の簡便手法を用いています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中

央政府等、我が国の地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、

外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、及び金融機関または第一種金融商品

取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人とし、エク

スポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリス

ク・ウェイトに代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。

ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長

期格付がＡ－またはＡ３以上で、算定基準日に長期格付がＢＢＢ－またはＢａａ３以

上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人

に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人

のリスク・ウェイトを適用しています。

貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決

定その他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効

であることを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約

下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することができること、

③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組

合貯金の相殺後の額が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合

に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後

のエクスポージャー額としています。

担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価

の見直し行っています。なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（注）
１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとしては貸
出金や有価証券等が該当します。
２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１５０％になっ
たエクスポージャーのことです。
３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャー
に階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。
４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向
け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロテク
ションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延
滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

６．証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

（単位：千円）

区 分
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

適 格 金 融
資 産 担 保

保 証
クレジット・
デリバティブ

適 格 金 融
資 産 担 保

保 証
クレジット・
デリバティブ

地方公共団体金融機構 － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － － － － － －
地方三公社向け － － － － － －
金融機関向け及び第一種
金融商品取引業者向け

－ － － － － －

法 人 等 向 け １１，２３６ － － － － －
中小企業等向け
及 び 個 人 向 け

１０４，９１５ ２，２２３，９９３ － １６９，１３５ ２，５９１，４９６ －

抵当権住宅ローン － － － － － －
不 動 産 取 得 等
事 業 向 け

－ － － － － －

三月以上延滞等 － １４，７３６ － － １４，３６５ －
証 券 化 － － － － － －
中央清算機関関連 － － － － － －
上 記 以 外 ２３，５５３ ４０１ － － － －
合 計 １３９，７０５ ２，２３９，１３１ － １６９，１３５ ２，６０５，８６２ －

― 68 ―



７．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

① 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券

勘定及び外部出資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにお

いては、これらを①子会社および関連会社株式、②その他有価証券、③系統および系

統外出資に区分して管理しています。①子会社および関連会社については、経営上も

密接な連携を図ることにより、当ＪＡの事業のより効率的運営を目的として、株式を

保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、毎月定

期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。

②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な

市場リスクの把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済

見通しなどの投資環境分析及びポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会

で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日

常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定した運用方針

及びＡＬＭ委員会で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッ

ジを行っています。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を

行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告していま

す。

③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加

え、日常的な協議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資について

も同様の対応を行っています。

なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①

子会社および関連会社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等

損失引当金を、②その他有価証券については時価評価を行った上で、取得原価との評

価差額については、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部に計上していま

す。③系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて外

部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれ

ば、注記表にその旨記載することとしています。
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② 出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

該当する取引はありません。

④ 貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

該当する取引はありません。

⑤ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（子会社の評価損益等）

該当する取引はありません。

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 場 － － － －
非 上 場 ６，８６９，５１５ ６，８６９，５１５ ６，８７０，０１４ ６，８７０，０１４
合 計 ６，８６９，５１５ ６，８６９，５１５ ６，８７０，０１４ ６，８７０，０１４
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９．金利リスクに関する事項

① 金利リスクの算定手法の概要

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間
のミスマッチが存在する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被
るリスクをいいます。
当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要
領」に、またリスク情報の管理・報告にかかる事項を「余裕金運用にかかるリスク管
理手続」に定め、適切なリスクコントロールに努めています。具体的な金利リスク管
理方針および手続については以下のとおりです。

◇リスク管理の方針および手続の概要
・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制
のもとで他の市場リスクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘
定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）については、個別の管理指標の設定やモニタリン
グ体制の整備などにより厳正な管理に努めています。
・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明
当ＪＡは、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するＩＲＲＢＢの比率の管
理や収支シミュレーションの分析などを行いリスク削減に努めています。
・金利リスク計測の頻度
毎月末を基準日として、月次でＩＲＲＢＢを計測しています。

・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明
当ＪＡは、金利スワップ等のヘッジ手段を活用し金利リスクの削減に努めてい
ます。また、金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商
品会計基準適用に関する会計上および監査上の取扱い」（日本公認会計士協会）
に規定する繰延ヘッジに依っています。

◇金利リスクの算定手法の概要
当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（ ＥＶＥ）については、金利感応
ポジションにかかる基準日時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価
値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカーブに基づき計算されたネット現
在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方
パラレルシフト、スティープ化の３シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異な
るショック幅）を適用しております。
・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は２．５年です。

・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は５年です。
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・流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）およびその前提
流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提
を採用しています。
・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

・複数の通貨の集計方法およびその前提
通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮
していません。
・スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含め
るかどうか）
一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開していま
す。なお、当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。
・内部モデルの使用等、 ＥＶＥおよび ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前
提
内部モデルは使用しておりません。

・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
該当ありません。

◇ ＥＶＥおよび ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利
リスクに関する事項
・金利ショックに関する説明
リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。

・金利リスク計測の前提およびその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく
定量的開示の対象となる ＥＶＥおよび ＮＩＩと大きく異なる点
特段ありません。

② 金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

項
番

ＥＶＥ ＮＩＩ
当 期 末 前 期 末 当 期 末 前 期 末

１ 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト ２８６ ３２５ ９０
２ 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト － － －
３ ス テ ィ ー プ 化 ４１５ ４３９
４ フ ラ ッ ト 化 － －
５ 短 期 金 利 上 昇 － －
６ 短 期 金 利 低 下 － －
７ 最 大 値 ４１５ ４３９ ９０

当 期 末 前 期 末
８ 自 己 資 本 の 額 ６，７７０ ５，８２９
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Ⅵ 連 結 情 報

１．グループの概況

� グループの事業系統図

ＪＡ秋田おばこのグループは、当ＪＡ、子会社等３社で構成されています。

このうち、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連

結子会社は２社です。

なお、連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループと、連結財務諸表規

則に基づき連結の範囲に含まれる会社に、相違はありません。

� 子会社等の状況

ＪＡ秋田おばこ

［ＪＡ］

□本店・支店 ２８ヵ所
□営農センター １４ヵ所

［子会社］

□㈱ジェイエイ仙北葬祭センター
□㈱おばこライフサービス

［関連法人等］

□あきた総合家畜市場㈱

葬 祭 業
燃料・自動車事業

家 畜 市 場 事 業

（単位：千円、％）

名 称
主たる営業所
又 は
事務所の所在地

事業の内容 設立年月日
資本金又は
出 資 金

当 Ｊ Ａ の
議決権比率

当ＪＡ及び
他の子会社
等の議決権
比 率

㈱ジェイエイ仙北葬祭センター 大 仙 市 四 ッ 屋 葬 祭 業 平成８年６月１日 ６６，６５０ ６６．６ ６６．６

㈱おばこライフサービス 大仙市大曲あけぼの町 燃料・自動車事業 平成１５年３月３日 ９９，５００ １００．０ １００．０

あきた総合家畜市場㈱ 由利本荘市大谷 畜 産 市 場 事 業 平成２２年１２月１６日 １２，０００ ３３．３ ３３．３
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� 連結事業概況（令和元年度）

◇連結事業の概況

① 事業の概況

令和元年度の連結決算は子会社２社を連結の対象とし、令和２年３月末の個別

財務諸表を基準に連結決算を実施しました。また、ＪＡの投資勘定と子会社の純

資産勘定（葬祭センターにおいては非支配株主持分を計上）の相殺消去、債権債

務や取引高など内部取引の相殺消去等について連結修正仕訳を行い連結財務諸表

を作成いたしました。

その結果、連結当期剰余金１０億５４百万円、連結剰余金期末残高は△２億２４百万

円となりました。

② 連結子会社等の事業概況

【株式会社ジェイエイ仙北葬祭センター】

地区別シェア確保の拡大と自宅葬・寺葬を尊重しながらホール葬の利便性の提

案による収益増を目指し事業展開をしました。

全体的に葬儀受注の確保が厳しい状況であり、葬儀利用率は大きく落ち込みま

したが、ホール利用率は年々増加傾向にあり利益確保に結びつきました。

その結果、事業取扱件数は７８５件、売上高は９億４３百万円の実績となり、経常

利益４５百万円、当期純利益３０百万円となりました。

【株式会社おばこライフサービス】

第６次中期計画の実践最終年度であり、施設整備マスタープランならびに機

能・施設・機構等の再編・統合について取り組みました。この施設整備マスター

プランの完遂により、より利用者ニーズに即した効果的、かつ、効率的な事業態

勢が構築されるものと思慮されます。

各事業部門の営業活動については、暖冬による総需要量減少の中、事業取扱量

は計画を下回りましたが、仕入体制の強化や役務収益等の向上により損益は計画

を上回る実績となりました。

その結果、経常利益１億５百万円、当期純利益６５百万円となりました。

【あきた総合家畜市場株式会社】

自然災害や消費税増税、新型コロナウイルス等の影響により牛肉消費を妨げる
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条件が続き、全国の和牛子牛取引頭数は前年度同様の推移となりましたが、子牛

価格は新型コロナウイルスの影響により全国平均価格が前年度より下落しました。

あきた総合家畜市場では、全国の買参人が集まり活発な取引となり、前年実績

には及ばないものの全体的に高値での取引となりました。また、県内の若手後継

者および新規参入者による増頭がすすみ、子牛上場では昨年に続き４千頭以上の

頭数確保ができました。

事業については運営協議会を開催し、市場運営に対するご意見・ご要望等を伺

い、改善整備を図り、購買者誘致関係については、他事業所を訪問し、秋田子牛

の評価と産肉性を調査し、今後の肉牛改良の方向性の確認を行いました。また、

生産指導については、生産者・畜産関係技術者を対象とした各種講習会・研修会

を開催し、生産性向上に向けた飼養管理技術と増頭対策といった生産基盤の強化

を図りました。

その結果、経常利益４８百万円、当期純利益３３百万円となりました。

� 最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標

（注）「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示
第２号）に基づき算出しております。

（単位：千円、％）

項 目 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度

連結経常 収 益（事業収益） １９，２２５，２２８ ２０，３９３，８３０ ２１，７７３，９２１ ２１，１２４，１３５ ２０，５０８，７４５

信 用 事 業 収 益 １，２９６，７６６ １，３８２，３２５ ２，４４４，７０２ １，６０９，７１１ １，７０７，５１６

共 済 事 業 収 益 １，２０８，０５７ １，２８５，６９８ １，３８０，４３０ １，３７９，７２４ １，３７６，８６３

農 業 関 連 事 業 収 益 ９，６０９，９１７ １０，１０８，５７１ １０，２３９，８７０ １１，０４７，８２２ １０，４８８，２９３

そ の 他 事 業 収 益 ７，１１０，４８７ ７，６１７，２３５ ７，７０８，９１８ ７，０８６，８７７ ６，９３６，０７１

連 結 経 常 利 益 ２，１８５，１８８ ８３６，５７５ △１，８８５，３９３ ３２３，３６１ ２３２，９３１

連 結 当 期 剰 余 金 １，０５４，６３７ ７３４，７５５ △４，９７７，３３７ １６４，５５６ １０３，８２９

連 結 純 資 産 額 ７，５６３，２３０ ６，５３８，６０８ ５，８３０，２３２ １０，７４７，５７７ １０，８４０，８１５

連 結 総 資 産 額 １４６，３１６，３８７ １４４，３０９，１３１ １４５，４０８，４７９ １６１，５２１，７４１ １５７，４８３，２４５

連 結 自 己 資 本 比 率 １０．４５ ８．８３ ７．１２ １１．９３ １２．６３
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� 連結貸借対照表
（単位：千円）

科 目
令和元年度

（令和２年３月３１日）

平成３０年度
（平成３１年３月３１日）

（資 産 の 部）

１．信 用 事 業 資 産 １２１，０３１，９６１ １１６，６４８，６９１

� 現 金 及 び 預 金 ８５，９２１，６６３ ８０，１７４，４１５

� 貸 出 金 ３５，１６５，９０６ ３６，５３３，６９５

� その他の信用事業資産 １４１，１９７ １７２，４４６

� 債 務 保 証 見 返 ２０，４１３ ２０，４８６

� 貸 倒 引 当 金 △ ２１７，２２０ △ ２５２，３５２

２．共 済 事 業 資 産 ３６０ １，７７０

� 共 済 貸 付 金 － １，５０５

� その他の共済事業資産 ３６０ ２６５

３．経 済 事 業 資 産 ９，１０１，３１５ １０，３８２，３７０

� 受取手形及び経済事業未収金 ３，６７２，７０９ ３，８４８，５８１

� 棚 卸 資 産 １，９０３，４９２ １，８６４，０２１

� その他の経済事業資産 ４，７８１，０１２ ７，２３７，３６３

� 貸 倒 引 当 金 △１，２５５，８９９ △２，５６７，５９６

４．雑 資 産 ５１２，７２５ ６５８，７５４

５．固 定 資 産 ８，３６３，４５０ ９，２９５，３２５

� 有 形 固 定 資 産 ８，２８０，０２９ ９，２２４，１３７

建 物 １７，１４４，７６７ １７，７０９，８０８

構 築 物 １，９７２，１７７ １，９８６，９２６

機 械 装 置 ４，７６４，００５ ４，７３１，２２５

土 地 ２，０５０，５９８ ２，１２４，９２４

リ ー ス 資 産 ３７，５００ －

建 設 仮 勘 定 － ５，４４０

その他の有形固定資産 １，１２６，２８１ １，１３６，６４８

減 価 償 却 累 計 額 △１８，８１５，３００ △１８，４７０，８３５

� 無 形 固 定 資 産 ８３，４２１ ７１，１８８

６．外 部 出 資 ６，７９４，９４２ ６，７８４，４３２

� 外 部 出 資 ６，７９４，９４２ ６，７８４，４３２

７．繰 延 税 金 資 産 ４９９，６４６ ５３７，４８６

８．繰 延 資 産 １１，９８６ ３００

資 産 の 部 合 計 １４６，３１６，３８７ １４４，３０９，１３１

科 目
令和元年度

（令和２年３月３１日）

平成３０年度
（平成３１年３月３１日）

（負 債 の 部）

１．信 用 事 業 負 債 １２９，５６２，０５４ １２６，０７１，８３４

� 貯 金 １２８，２８１，０６７ １２４，８１３，８３７

� 借 入 金 ６７４，４３８ ８２４，１９４

� その他の信用事業負債 ５８６，１３４ ４１３，３１５

� 債 務 保 証 ２０，４１３ ２０，４８６

２．共 済 事 業 負 債 ７２５，９４３ ８１９，１１０

� 共 済 借 入 金 － １，０００

� 共 済 資 金 ３７６，５０８ ４４８，５６９

� その他の共済事業負債 ３４９，４３５ ３６９，５４０

３．経 済 事 業 負 債 ３，５２５，３３１ ５，３０１，５６４

� 支払手形及び経済事業未払金 ６９４，３５６ ８７１，７４３

� その他の経済事業負債 ２，８３０，９７４ ４，４２９，８２１

４．設 備 借 入 金 ２，５０９，０２０ ３，０８３，９５０

５．雑 負 債 ８５８，４７２ ８７４，２８６

� 未 払 法 人 税 等 １８２，９１４ ５２，５１６

� リ ー ス 債 務 ３８，８６１ －

� そ の 他 の 負 債 ６３６，６９６ ８２１，７６９

６．諸 引 当 金 １，５７２，３３４ １，６１９，７７８

� 賞 与 引 当 金 ５５，０７３ ５０，３３０

� 退職給付に係る負債 １，５０４，４９３ １，５５８，８２４

� 役員退職慰労引当金 １２，０７２ １０，０５６

� そ の 他 の 引 当 金 ６９５ ５６５

負 債 の 部 合 計 １３８，７５３，１５６ １３７，７７０，５２３

（純 資 産 の 部）

１．組 合 員 資 本 ７，５３６，９６０ ６，５６８，７２６

� 出 資 金 ７，８９６，９３０ ７，９８１，５１０

� 利 益 剰 余 金 △ ２２４，８３４ △１，３０５，５０３

� 処 分 未 済 持 分 △ １３４，９８５ △ １０７，１３０

� 子会社の所有する親組合出資金 △ １５０ △ １５０

２．評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ ２５３，７８２ △ ３０１，６２２

� 退職給付に係る調整累計額 △ ２５３，７８２ △ ３０１，６２２

３．非 支 配 株 主 持 分 ２８０，０５２ ２７１，５０３

純 資 産 の 部 合 計 ７，５６３，２３０ ６，５３８，６０８

負債及び純資産の部合計 １４６，３１６，３８７ １４４，３０９，１３１
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� 連結損益計算書
（単位：千円）

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

１．事 業 総 利 益 ７，４３２，９７１ ６，３８３，２８０

� 信 用 事 業 収 益 １，２９６，７６６ １，３８２，３２５

資 金 運 用 収 益 １，２０９，６６１ １，２９５，７７０

（う ち 預 金 利 息）（ ５２８，７９３）（ ４２８，３５３）

（う ち 貸 出 金 利 息）（ ６３４，８２８）（ ８０９，２０４）

（うちその他受入利息）（ ４６，０３９）（ ５８，２１２）

役 務 取 引 等 収 益 ５２，４５１ ５２，９９０

そ の 他 経 常 収 益 ３４，６５３ ３３，５６４

� 信 用 事 業 費 用 ４７９，８２６ ５２８，７２２

資 金 調 達 費 用 ３８，２７７ ４８，０５７

（う ち 貯 金 利 息）（ ２６，９４０）（ ３８，２７５）

（うち給付補てん備金繰入）（ ５，５９９）（ ４，７２８）

（う ち 借 入 金 利 息）（ ３，８９７）（ ４，９９４）

（うちその他支払利息）（ １，８３９）（ ５９）

役 務 取 引 等 費 用 ４８，０６４ ４７，５２３

そ の 他 経 常 費 用 ３９３，４８４ ４３３，１４２

（うち貸倒引当金戻入益）（△ ３５，１３２）（△ １７，１８３）

（う ち 貸 出 金 償 却）（ ６６６）（ １１４）

信 用 事 業 総 利 益 ８１６，９３９ ８５３，６０２

� 共 済 事 業 収 益 １，２０８，０５７ １，２８５，６９８

共 済 付 加 収 入 １，１０６，９２０ １，１９１，８６８

そ の 他 の 収 益 １０１，１３６ ９３，８２９

� 共 済 事 業 費 用 ９５，８４４ １１１，５８１

共済推進費及び共済保全費 ９５，３８９ １０８，０１８

そ の 他 の 費 用 ４５５ ３，５６２

共 済 事 業 総 利 益 １，１１２，２１３ １，１７４，１１７

� 購 買 事 業 収 益 １３，５５７，２６３ １４，５９７，８４８

購 買 品 供 給 高 １２，８１６，３９１ １４，０６６，３２１

そ の 他 の 収 益 ７４０，８７２ ５３１，５２６

� 購 買 事 業 費 用 １０，９８７，６５８ １２，０１７，２９７

購 買 品 供 給 原 価 １０，６３６，６６６ １１，５８８，２９４

購 買 供 給 費 １６７，６５２ １９４，９４３

そ の 他 の 費 用 １８３，３４０ ２３４，０５９

購 買 事 業 総 利 益 ２，５６９，６０４ ２，５８０，５５１

	 販 売 事 業 収 益 ９７５，８８９ ９５９，９４３

販 売 手 数 料 ７０３，２７５ ６９５，２９２

そ の 他 の 収 益 ２７２，６１４ ２６４，６５１


 販 売 事 業 費 用 △１，１８２，５５０ △ １６０，２６７

販 売 費 ３９，７８３ ３９，８７２

そ の 他 の 費 用 △１，２２２，３３３ △ ２００，１３９

販 売 事 業 総 利 益 ２，１５８，４４０ １，１２０，２１０

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

� そ の 他 事 業 収 益 ２，１８７，２５１ ２，１６８，０１４

� そ の 他 事 業 費 用 １，４１１，４７７ １，５１３，２１５

そ の 他 事 業 総 利 益 ７７５，７７３ ６５４，７９９

２．事 業 管 理 費 ５，４０３，２２５ ５，７３０，９１４

� 人 件 費 ３，７１０，１６６ ３，９７８，６２７

� その他事業管理費 １，６９３，０５８ １，７５２，２８６

事 業 利 益 ２，０２９，７４６ ６５２，３６５

３．事 業 外 収 益 ２３４，９６２ ２８１，４６７

� 受 取 雑 利 息 ４，６７２ ４，２４４

� 受 取 出 資 配 当 金 １３９，３５６ １１３，８３６

� 持分法による投資益 １１，００８ １１，５７６

� その他の事業外収益 ７９，９２４ １５１，８１０

４．事 業 外 費 用 ７９，５２０ ９７，２５８

� 支 払 雑 利 息 ３２，７６１ ３９，０９８

� その他の事業外費用 ４６，７５８ ５８，１５９

経 常 利 益 ２，１８５，１８８ ８３６，５７５

５．特 別 利 益 １６，４６７ １９，１２４

� 固 定 資 産 処 分 益 ２，０４１ ３，５０５

� 一 般 補 助 金 １２，６２７ １４，６１９

� その他の特別利益 １，７９８ ９９９

６．特 別 損 失 ６９５，０３０ ３６４，５２２

� 固 定 資 産 処 分 損 ８０，６０１ １６，４７４

� 減 損 損 失 ５９７，７７６ ３３３，４２９

� 固 定 資 産 圧 縮 損 １４，４２６ １４，６１９

� その他の特別損失 ２，２２６ －

税金等調整前当期利益 １，５０６，６２５ ４９１，１７７

法人税・住民税及び事業税 ４２２，２９７ △ ５８，３４１

法 人 税 等 調 整 額 １９，６０２ △ １９９，５９４

法 人 税 等 合 計 ４４１，８９９ △ ２５７，９３６

当 期 利 益 １，０６４，７２６ ７４９，１１３

非支配株主に帰属する当期利益 １０，０８８ １４，３５８

当 期 剰 余 金 １，０５４，６３７ ７３４，７５５
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	 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

１．事業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期利益 １，５０６，６２５ ４９１，１７７
減 価 償 却 費 ６６７，７３４ ７２３，３８７
減 損 損 失 ５８９，７４５ ３３２，０８０
貸倒引当金の増減額（△は減少） △１，３５４，２１９ △ ２８８，８４１
賞与引当金の増減額（△は減少） ４，７４２ ４，９４０
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） １１，７４６ １６，６６３
その他引当金等の増減額（△は減少） ２，１４６ １，４４２
信用事業資金運用収益 △１，１６３，６２２ △１，２３７，５６５
信用事業資金調達費用 ３６，４３８ ４７，９９７
共 済 貸 付 金 利 息 △ １８ △ ３，２０９
共 済 借 入 金 利 息 － ３，１３８
受取雑利息及び受取出資配当金 △ １８６，０８０ △ １１８，０８１
支 払 雑 利 息 ３２，７６１ ３９，０９８
固定資産売却損益（△は益） ９２，９８６ ２７，５８８
持分法による投資損益（△は益） △ １１，００８ △ １１，５７６
（信用事業活動による資産及び負債の増減）
貸出金の純増（△）減 １，３６７，７８９ ３，４１９，４５６
預 金 の 純 増（△）減 △５，０００，０００ △１０，０００，０４１
貯 金 の 純 増 減（△） ３，４６６，３０２ △２，１４４，１７４
信用事業借入金の純増減（△） △ １４９，７５５ △ １８０，１７３
その他の信用事業資産の純増（△）減 １１，８９０ ３，６３９
その他の信用事業負債の純増減（△） １７４，０２６ ３４１，３０６
（共済事業活動による資産及び負債の増減）
共済貸付金の純増（△）減 １，５０５ ２６０，４２２
共済借入金の純増減（△） △ １，０００ △ ２６０，２３６
共済資金の純増減（△） △ ７２，０６１ ４９，４２６
未経過共済付加収入の純増減（△） △ ２０，３３９ △ １７，０５４
その他の共済事業資産の純増（△）減 １２１ △ ２，９０５
（経済事業活動による資産及び負債の増減）
受取手形及び経済事業未収金の純増（△）減 １７５，８７２ ４３，６７１
経済受託債権の純増（△）減 １，３５３，１１９ １，７９９，３７４
棚卸資産の純増（△）減 △ ３９，４７０ ２２５，６４３
支払手形及び経済事業未払金の純増減（△） △ １７７，３８６ △ ３４，０６３
経済受託債務の純増減（△） △１，６０１，４４３ １，１０４，８６９
その他の経済事業資産の純増（△）減 １，１０３，２３０ ２９２，４９８
その他の経済事業負債の純増減（△） ２，５９６ △ ８３，３３４
（その他の資産及び負債の増減）
その他の資産の純増（△）減 １４１，７３１ △ ２２５，１９９
その他の負債の純増減（△） △ ８８，１０３ ６９，９１９
未払消費税等の増減額（△） △ ５７，９０１ ７４，３８６
信用事業資金運用による収入 １，１８３，０５２ １，２０６，９８０
信用事業資金調達による支出 △ ３７，７１９ △ ５７，８７４
共済貸付金利息による収入 ５８ ５，４０３
共済借入金利息による支出 △ ２２ △ ５，３５０
小 計 １，９６６，０７１ △４，０８５，１６８

科 目
令和元年度

（自 平成３１年４月１日）
（至 令和２年３月３１日）

平成３０年度
（自 平成３０年４月１日）
（至 平成３１年３月３１日）

雑利息及び出資配当金の受取額 １８６，０８１ １１８，００３
雑 利 息 の 支 払 額 △ ３２，９４５ △ ３９，０３０
法 人 税 等 の 支 払 額 △ ３０４，２７９ △ ８３，６８１
事業活動によるキャッシュ・フロー １，８１４，９２７ △４，０８９，８７６

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ ３３８，４８８ △ ３２０，２２７
固定資産の売却による収入 △ ８０，１０１ △ ５，０１７
外部出資による支出 ４９９ ３，３２０，３１９
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ４１８，０９０ ２，９９５，０７４

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
設備借入金の返済による支出 △ ５７４，９３０ △ ５７４，９３０
出資の払戻しによる支出 △ ７２，７３３ △ ６０，２４６
持分の取得による支出 △ ６６，５２１ △ ３９，４８１
持分の譲渡による収入 ４０，１０５ ６３，３２０
非支配株主への配当金支払額 △ １，５４０ △ ９，９４４
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６７５，６２０ △ ６２１，２８１

４．現金及び現金同等物に係る換算差額 － －
５．現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） ７２１，２１６ △１，７１６，０８４
６．現金及び現金同等物の期首残高 ５，２００，１３８ ６，８９０，１９１
７．現金及び現金同等物の期末残高 ５，９２１，３５５ ５，１７４，１０７
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 連結注記表

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記
１．連結の範囲に関する事項
� 連結される子会社及び子法人等 ２社

株式会社ジェイエイ仙北葬祭センター
株式会社おばこライフサービス

� 非連結の子会社及び子法人等 ０社

２．持分法の適用に関する事項
� 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法
人等 １社
あきた総合家畜市場株式会社

� 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連
法人等 ０社

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事
項
連結されるすべての子会社及び子法人等の事業年度末
は、連結決算日と一致しています。

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価
に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価
については、全面時価評価法を採用しています。

５．連結調整勘定の償却に関する事項
該当事項はありません。

６．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した
利益処分に基づいて作成しています。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金
同等物の範囲
� 現金及び現金同等物の資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
は、連結貸借対照表上の「現金」及び「預金」のうち、
「現金」及び「預金」中の当座預金、普通預金及び通
知預金となっています。
� 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

Ⅰ 継続組合の前提に関する注記
当ＪＡは、過年度における米共同計算に関する多額の損
失計上により、当事業年度決算において、ＪＡバンク基本
方針において定める自己資本比率８％を下回り、継続組合
の前提に重要な疑義が生じております。
このため、組合員、役職員をあげた経営改善計画を着実
に実践し、財務基盤の強化を図るとともに、経営管理態勢
及び内部統制の整備により、再発防止に向けて取り組んで
まいります。
しかしながら、当該対応策に関しては、関係者と協議を
継続しながら取り組みをすすめている途上であり、現時点
においては、継続組合の前提に関する重要な不確実性が認
められます。
なお、事業報告、貸借対照表、損益計算書、損失処理案
及び注記表並びに附属明細書は、継続組合を前提として作
成しており、継続組合の前提に関する重要な不確実性を財
務諸表に反映しておりません。

Ⅱ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記
１．連結の範囲に関する事項
� 連結される子会社及び子法人等 ２社

株式会社ジェイエイ仙北葬祭センター
株式会社おばこライフサービス

� 非連結の子会社及び子法人等 ０社

２．持分法の適用に関する事項
� 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法
人等 １社
あきた総合家畜市場株式会社

� 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連
法人等 ０社

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事
項
連結されるすべての子会社及び子法人等の事業年度末
は、連結決算日と一致しています。

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価
に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価
については、全面時価評価法を採用しています。

５．連結調整勘定の償却に関する事項
該当事項はありません。

６．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した
利益処分に基づいて作成しています。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金
同等物の範囲
� 現金及び現金同等物の資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
は、連結貸借対照表上の「現金」及び「預金」のうち、
「現金」及び「預金」中の当座預金、普通預金及び通
知預金となっています。
� 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
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掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 ８５，９２１，６６３千円
別段預金、定期性預金 △８０，０００，３０８千円
現金及び現金同等物 ５，９２１，３５５千円

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
� 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準
及び評価方法
① 子会社株式等…………移動平均法による原価法
② その他有価証券
ア）時価のないもの……移動平均法による原価法

� 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① ＪＡ秋田おばこ
購 買 品……売価還元法による低価法
その他の棚卸資産
（原材料、加工品、家畜人工授精用精液）

……個別法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

その他の棚卸資産（商品券）
……総平均法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

その他の棚卸資産（複合施設棚卸資産）
……最終仕入原価法

② ジェイエイ仙北葬祭センター
商 品……最終仕入原価法

③ おばこライフサービス
商 品……売価還元法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１
日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しています。
� 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、自社利用ソフトウェアについては、当ＪＡに
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法により償
却しています。

３．引当金の計上基準
� 貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、
資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当要
領に則り、次のとおり計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及
びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破
綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 ８０，１７４，４１５千円
別段預金、定期性預金 △７５，０００，３０８千円
現金及び現金同等物 ５，１７４，１０７千円

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．次に掲げるものの評価基準及び評価方法
� 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準
及び評価方法
① 子会社株式等…………移動平均法による原価法
② その他有価証券
ア）時価のないもの……移動平均法による原価法

� 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① ＪＡ秋田おばこ
購 買 品……売価還元法による低価法
その他の棚卸資産
（原材料、加工品、家畜人工授精用精液）

……個別法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

その他の棚卸資産（商品券）
……総平均法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）

その他の棚卸資産（複合施設棚卸資産）
……最終仕入原価法

② ジェイエイ仙北葬祭センター
商 品……最終仕入原価法

③ おばこライフサービス
商 品……売価還元法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
� 有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月
１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
� 無形固定資産
定額法

３．引当金の計上基準
� 貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、
資産査定事務要領、経理規程及び資産の償却・引当要
領に則り、次のとおり計上しています。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及
びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻
に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破
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「破綻懸念先」という。）に係る債権のうち債権の元
本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積も
ることができる債権については、当該キャッシュ・フ
ローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収見込額を控除した残額との差額を引当
てています。なお、債権残高が５，０００千円未満の債権
については、過去の一定期間における貸倒実績率から
算出した貸倒実績率等に基づき算出した金額を計上し
ています。
上記以外の債権については、貸出金等に係る今後の
予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、
過去の一定期間における貸倒実績率を基礎に、将来見
込み等の必要な修正を加えて算定しています。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担当
部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っています。
子会社の貸倒引当金は、主として組合と同様の方法
によっています。
� 賞与引当金
職員又は社員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上して
います。
� 退職給付引当金
職員又は社員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末に発生していると認められる額を計
上しています。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっています。
② 数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
います。
過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しています。
子会社では、社員の退職に備えて、社員退職給与
規程に基づく期末要支給額を計上しています。

� 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金
規程に基づく期末要支給額を計上しています。
� 複合施設ポイント引当金
複合施設において、販売促進を目的とするポイント
制度に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使
用による費用発生に備えるため、当事業年度末におい
て、将来発生すると見込まれる額を計上しています。
� 共同計算損失引当金
米共同計算に係る精算の損失に備えるため、貸出債
権と同様の方法により、必要と認められる額を計上し
ています。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

綻懸念先」という。）に係る債権のうち債権の元本の回
収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もること
ができる債権については、当該キャッシュ・フローと
債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収見込額を控除した残額との差額を引当ててい
ます。なお、債権残高が５，０００千円以下の債権について
は、過去の一定期間における貸倒実績率から算出した
貸倒実績率等に基づき算出した金額を計上しています。
上記以外の債権については、貸倒実績率等で算定し
た金額を計上しています。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、融資担当
部署等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資
産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果
に基づいて上記の引当を行っています。
子会社の貸倒引当金は、主として組合と同様の方

法によっています。

� 賞与引当金
職員又は社員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上して
います。
� 退職給付引当金
職員又は社員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当事業年度末に発生していると認められる額を計
上しています。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度までの期間に帰属させる方法については、
期間定額基準によっています。
② 数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
います。
過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り費用処理しています。
子会社では、社員の退職に備えて、社員退職給与
規程に基づく期末要支給額を計上しています。

� 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金
規程に基づく期末要支給額を計上しています。
� 複合施設ポイント引当金
複合施設において、販売促進を目的とするポイント
制度に基づき組合員・利用者に付与したポイントの使
用による費用発生に備えるため、当事業年度末におい
て、将来発生すると見込まれる額を計上しています。
� 共同計算損失引当金
米共同計算に係る精算の損失に備えるため、貸出債
権と同様の方法により、必要と認められる額を計上し
ています。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
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の以外のファイナンス・リース取引のうち、会計基準適
用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

５．消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等
は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却を行っています。

６．記載金額の端数処理等
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、金額
千円未満の科目については「０」で表示しています。

Ⅲ 連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の取得
価額から控除している圧縮記帳額は８，６１９，２６５千円であ
り、その内訳は次のとおりです。
① ＪＡ秋田おばこ
建 物 ３，５５２，１００千円
建物附属設備 １，３７７，１３１千円
構 築 物 ２４１，０１１千円
機 械 装 置 ３，１４２，９６２千円
車両運搬具 １９，０２３千円
工具器具備品 ２５５，４７３千円
② おばこライフサービス
機 械 装 置 ２５，４４５千円
車両運搬具 ４，０００千円
工具器具備品 ２，１１８千円

２．担保に供している資産
定期預金３，０００，０００千円を為替決済の担保に供してい
ます。
次の資産は設備借入金の担保に供しています。
建物・構築物 ０千円

３．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
理事及び監事に対する金銭債権の総額 ４１，９００千円

４．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳
貸出金のうち、破綻先債権額は２６，５６６千円、延滞債権
額は１，２８０，１６２千円です。
なお、破綻先債権とは元本又は利息の遅延が相当期間
継続していること、その他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以
下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破
綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は６，８７５千円で
す。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

の以外のファイナンス・リース取引のうち、会計基準適
用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

５．消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等
は「雑資産」に計上し、５年間で均等償却を行っています。

６．記載金額の端数処理等
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しており、金額
千円未満の科目については「０」で表示しています。

Ⅲ 連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産に係る圧縮記帳額
国庫補助金、工事負担金等により有形固定資産の取得
価額から控除している圧縮記帳額は８，５９３，９２９千円であ
り、その内訳は次のとおりです。
建 物 ３，５５４，１９７千円
建物附属設備 １，３７７，１３１千円
構 築 物 ２４１，０１１千円
機 械 装 置 ３，１４７，０９１千円
車両運搬具 １９，０２３千円
工具器具備品 ２５５，４７３千円

２．担保に供している資産
定期預金６，０００，０００千円を為替決済の担保に供してい
ます。
次の資産は設備借入金の担保に供しています。
建物・構築物 １７６，１９０千円

３．役員との間の取引による役員に対する金銭債権
理事及び監事に対する金銭債権の総額 ５９，０００千円

４．貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳
貸出金のうち、破綻先債権額は１７，２２０千円、延滞債権
額は１，１１６，１３２千円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の
取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以
下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号の
イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破
綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は３０，６８３千円で
す。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債
権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものです。
破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は１，３１３，６０４千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額です。

Ⅳ 連結損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記
� 資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認
識した資産又は資産グループの概要
① ＪＡ秋田おばこ
事業別の管理会計単位を基礎として、信用共済・
購買事業は支店・店舗ごとに（ただし、病院支店は
政策店舗であることからＪＡ全体の共用資産として
います。）、農業機械・食材・介護福祉事業はそれぞ
れ一般資産としています。
また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資
産）については各固定資産をグルーピングの最小単
位としています。
本店及び複合施設（しゅしゅえっとまるしぇ）、
農業関連施設（園芸拠点センター、畜産総合セン
ター、カントリーエレベーター・ライスセンター、
種子センター、育苗センター、加工事業、支店営農
等）については、利用状況や地域性を踏まえ、他の
資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与し
ていることから、共用資産としています。
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、以
下のとおりです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債
権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものです。
破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及
び貸出条件緩和債権額の合計額は１，１６４，０３６千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額です。

Ⅳ 連結損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記
� 資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認
識した資産又は資産グループの概要
当ＪＡでは、事業別の管理会計単位を基礎として、
信用共済・購買事業は支店・店舗ごとに、農業機械・
食材事業はそれぞれ一般資産としています。
また、業務外固定資産（遊休資産と賃貸固定資産）
については各固定資産をグルーピングの最小単位とし
ています。
本店及び複合施設（しゅしゅえっと まるしぇ）、
農業関連施設（園芸拠点センター、畜産総合センター、
カントリーエレベーター・ライスセンター、種子セン
ター、育苗センター、加工事業、支店営農等）、病院
支店については、利用状況や地域性を踏まえ、他の資
産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与してい
ることから、共用資産としています。
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、以下
のとおりです。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

場 所 用 途 種 類 その他
ショートステイやすらぎ 一般資産 建物等
協 和 支 店 一般資産 土地及び建物等
船 岡 資 材 倉 庫 賃貸資産 土地及び建物等
旧 大 沢 郷
農機・購買・資材倉庫 賃貸資産 土地及び建物

神宮寺駅前コンビニ敷地 賃貸資産 土地
旧 千 屋 給 油 所 賃貸資産 土地
旧 神 岡 支 店 遊休資産 土地及び建物等
旧南外支店農薬庫 遊休資産 土地及び建物
旧 千 畑 支 店 遊休資産 土地及び建物等
旧神代太田スタンド敷地 遊休資産 土地
四ツ屋下古道倉庫 遊休資産 土地及び建物
船岡宇津野資材置場敷地 遊休資産 土地
千畑資材置場敷地
（千 畑 分 譲 地）遊休資産 土地

旧新興倉庫敷地 遊休資産 土地等
高梨ＣＥドライストア 遊休資産 土地及び建物
大曲西根総合センター 遊休資産 土地及び建物等
協和情報センター 遊休資産 土地及び建物

場 所 用 途 種 類 その他
ショートステイやすらぎ 一般資産 建物等
食 材 セ ン タ ー 一般資産 建物等
花 館 支 店 一般資産 土地及び建物等
四 ツ 屋 支 店 一般資産 土地及び建物等
大 曲 南 支 店 一般資産 土地及び建物等
内 小 友 支 店 一般資産 土地及び建物等
淀 川 支 店 一般資産 土地及び建物等
土 川 支 店 一般資産 土地及び建物等
強 首 支 店 一般資産 土地及び建物等
横 堀 支 店 一般資産 土地及び建物等
畑 屋 支 店 一般資産 土地及び建物等
豊 成 支 店 一般資産 土地及び建物等
角 館 駅 前 支 店 一般資産 土地及び建物等
西 木 購 買 店 舗 一般資産 建物等
六郷東根３・４号倉庫 賃貸資産 土地及び建物
神代太田スタンド跡地 遊休資産 土地
船岡宇津野資材置場敷地 遊休資産 土地
千畑資材置場敷地 遊休資産 土地
旧大沢郷加工所 遊休資産 土地及び建物等
高梨ＣＥドライストア 遊休資産 土地及び建物
土 川 １ 号 倉 庫 遊休資産 土地及び建物
旧南外購買店舗 遊休資産 土地及び建物
千畑流通センター 遊休資産 土地及び建物等
田沢湖大豆センター 遊休資産 土地及び建物等
刈和野三条川原畑 遊休資産 土地
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② おばこライフサービス
管理会計の単位としている給油センター、自動車
センターを基本にグルーピングしており、本社およ
び拠点配送センターについては、独立したキャッ
シュ・フローを生み出さないため共用資産と認識し
ています。
当事業年度に減損損失を計上した固定資産は、以
下のとおりです。

� 減損損失の認識に至った経緯
① ＪＡ秋田おばこ
ショートステイやすらぎ、食材センター、西木購
買店舗については、事業利益が継続してマイナスと
なる見込みから、また、花館支店、四ツ屋支店、大
曲南支店、内小友支店、淀川支店、土川支店、強首
支店、横堀支店、畑屋支店、豊成支店、角館駅前支
店は店舗統廃合にかかる使用方法の変更から、帳簿
価額を回収可能性価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として認識しました。
また、賃貸資産については将来キャッシュフロー
の見積りを行い、固定資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識し
ました。遊休資産については早期処分対象であるこ
とから、処分可能価額で評価し、その差額を減損損
失として認識しました。
② おばこライフサービス
南外給油所、仙南自動車センターについて、統廃
合にかかる使用方法の変更から帳簿価額を回収可能
性価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認
識しました。

� 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額
と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳
① ＪＡ秋田おばこ （単位：千円）

� 減損損失の認識に至った経緯
当ＪＡにおいては、ショートステイやすらぎについ
て、使用目的の変更のため、また、協和支店について
は、事業利益が継続してマイナスとなる見込みから、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として認識しました。
また、賃貸資産については、将来キャッシュフロー
の見積りを行い、固定資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しまし
た。遊休資産については早期処分対象であることから、
処分可能価額で評価し、その差額を減損損失として認
識しました。

� 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額
と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

場 所 特別損失
計 上 額

内 訳
土 地 建 物 その他

ショートステイやすらぎ １９２，３４９ － １４２，９１６ ４９，４３２
協 和 支 店 ５１，３３３ １０，３５５ ３１，５１６ ９，４６２
船 岡 資 材 倉 庫 ２，７８１ １，５１８ ９８２ ２８０
旧 大 沢 郷
農機・購買・資材倉庫 ４，０１０ ３，５６０ ４５０ －

神宮寺駅前コンビニ敷地 １８，９１７ １８，９１７ － －
旧 千 屋 給 油 所 ６６ ６６ － －
旧 神 岡 支 店 ２，４１３ １，２１１ １，１７７ ２４
旧南外支店農薬庫 ９２ ４３ ４９ －
旧 千 畑 支 店 １，４８０ ３１５ １，０４８ １１５
旧神代太田スタンド敷地 ６９ ６９ － －
四ツ屋下古道倉庫 ６９０ ３９３ ２９６ －
船岡宇津野資材置場敷地 ９２ ９２ － －
千畑資材置場敷地
（千 畑 分 譲 地） １０８ １０８ － －

旧新興倉庫敷地 ２５８ ２５２ － ５
高梨ＣＥドライストア ２３４ １５８ ７６ －
大曲西根総合センター ２１，８０６ ３，２６４ １８，２８４ ２５７
協和情報センター ３６，７２２ ３，２５０ ３３，４７２ －

計 ３３３，４２９ ４３，５７８ ２３０，２７０ ５９，５７９

場 所 用 途 種 類 その他
南 外 給 油 所 一般資産 機械装置等
仙南自動車センター 一般資産 建物等

場 所 特別損失
計 上 額

内 訳
土 地 建 物 その他

ショートステイやすらぎ １６９，１８７ － １２９，７４６ ３９，４４０
食 材 セ ン タ ー １００，１０１ － ５９，５１８ ４０，５８２
花 館 支 店 ３０，９６０ ８，６６７ １９，０４４ ３，２４９
四 ツ 屋 支 店 ９２，１２０ ５２，５５７ ３４，１９５ ５，３６７
大 曲 南 支 店 １８，１０３ ４，４５２ ９，５０２ ４，１４８
内 小 友 支 店 １２，８６３ １，３２３ ８，２０２ ３，３３７
淀 川 支 店 ８，３３３ ４，０３２ ２，３２２ １，９７８
土 川 支 店 ５，１５０ １，５９５ ２，５８１ ９７４
強 首 支 店 １５，３５３ ３，２２４ ８，２６８ ３，８５９
横 堀 支 店 ２４，６５８ ９，２１９ ９，９８６ ５，４５２
畑 屋 支 店 ６，６８９ ５３４ ５，４３８ ７１６
豊 成 支 店 ３０，８４２ １０，３４１ １４，４０９ ６，０９１
角 館 駅 前 支 店 ７８６ ８９ ２７８ ４１８
西 木 購 買 店 舗 ２４，２３２ － １７，７３１ ６，５００
六郷東根３・４号倉庫 ４，９６１ １，３４８ ３，６１２ －
神代太田スタンド跡地 ３４ ３４ － －
船岡宇津野資材置場敷地 ６７ ６７ － －
千畑資材置場敷地 ６９ ６９ － －
旧大沢郷加工所 １，０１８ ９７９ ２３ １５
高梨ＣＥドライストア １，５３４ １，０３５ ４９８ －
土 川 １ 号 倉 庫 １５ ０ １５ －
旧南外購買店舗 １３９ ５８ ８１ －
千畑流通センター ２９，５３９ １６，７０３ ７，４５７ ５，３７８
田沢湖大豆センター ６，４７４ ５，７９６ ３９４ ２８３
刈和野三条川原畑 ３ ３ － －

計 ５８３，２４３ １２２，１３４ ３３３，３１１ １２７，７９６
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② おばこライフサービス （単位：千円）

� 回収可能価額の算定方法
① ＪＡ秋田おばこ
ショートステイやすらぎ、食材センター、西木購
買店舗の固定資産の回収可能性価額には正味売却価
額を採用しています。
内小友支店、淀川支店、土川支店、強首支店、横
堀支店、豊成支店、六郷東根３・４号倉庫、旧大沢
郷加工所、土川１号倉庫、旧南外購買店舗、千畑流
通センター、田沢湖大豆センターの回収可能性価額
には使用価値を採用し、適用した割引率は３．４９％
です。
花館支店、四ツ屋支店、大曲南支店、畑屋支店、
角館駅前支店、神代太田スタンド跡地、船岡宇津野
資材置場敷地、千畑資材置場敷地、高梨ＣＥドライ
ストア、刈和野三条川原畑の回収可能価額には正味
売却価額を採用し、その時価は固定資産税評価額に
基づき算定しています。
② おばこライフサービス
南外給油所、仙南自動車センターの固定資産の回
収可能性価額には正味売却価額を採用しています。

Ⅴ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取組方針
当ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、
残った余裕金を農林中央金庫等へ預けています。
� 金融商品の内容及びそのリスク
当ＪＡが保有する金融資産は、主として当ＪＡ管内
の組合員等に対する貸出金であり、貸出金は、組合員
等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用
リスクに晒されています。
� 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件について
は理事会において対応方針を決定しています。また、
通常の貸出取引については、総合本部に資産審査課
を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を
行っています。審査にあたっては、取引先のキャッ
シュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとと
もに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、
与信判定を行っています。貸出取引において資産の
健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を
厳正に行っています。不良債権については管理・回
収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んで
います。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金に
ついては「資産の償却・引当要領」に基づき必要額
を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの

� 回収可能価額の算定方法
旧大沢郷農機・購買・資材倉庫、神宮寺駅前コンビ
ニ敷地、旧千屋給油所、旧神岡支店、旧南外支店農薬
庫、旧千畑支店、四ツ屋下古道倉庫、大曲西根総合セ
ンター、協和情報センターの回収可能価額には使用価
値を採用し、適用した割引率は２．６８％です。
ショートステイやすらぎの固定資産の回収可能価額
には正味売却価額を採用しています。
協和支店、船岡資材倉庫、旧神代太田スタンド敷地、
船岡宇津野資材置場敷地、千畑資材置場敷地、旧新興
倉庫敷地、高梨ＣＥドライストアの回収可能価額には
正味売却価額を採用し、その時価は固定資産税評価額
に基づき算定しています。

Ⅴ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
� 金融商品に対する取組方針
当ＪＡは農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、
残った余裕金を農林中央金庫等へ預けております。
� 金融商品の内容及びそのリスク
当ＪＡが保有する金融資産は、主として当ＪＡ管内
の組合員等に対する貸出金であり、貸出金は、組合員
等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用
リスクに晒されています。
� 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件について
は理事会において対応方針を決定しています。また、
通常の貸出取引については、本店に審査課を設置し
各支店との連携を図りながら、与信審査を行ってい
ます。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フ
ローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担
保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定
を行っています。貸出取引において資産の健全性の
維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針
を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。
また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については
「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、
資産及び財務の健全化に努めています。
② 市場リスクの管理
当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

場 所 特別損失
計 上 額

内 訳
土 地 建 物 その他

南 外 給 油 所 １，４８８ － － １，４８８
仙南自動車センター １３，０４３ － １１，２７４ １，７６９

計 １４，５３２ － １１，２７４ ３，２５７
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市場性リスクを的確にコントロールすることにより、
収益化及び財務の安定化を図っています。このため、
財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視
したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる
柔軟な財務構造の構築に努めています。
（市場リスクに係る定量的情報）
当ＪＡで保有している金融商品はすべてトレー
ディング目的以外の金融商品です。当ＪＡにおいて、
主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける
主たる金融商品は、預金、貸出金、貯金及び借入金
です。
当ＪＡでは、これらの金融資産及び金融負債につ
いて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅
を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの
管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮
定し、当事業年度末現在、指標となる金利が０．２５％
上昇したものと想定した場合には、経済価値が
７３，９５３千円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場
合を前提としており、金利とその他のリスク変数の
相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が
生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能
性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行
案件にかかる未実行金額についても含めて計算して
います。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・
調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流
動性の確保に努めています。また、市場流動性リス
クについては、投資判断を行う上での重要な要素と
位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を
行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、
市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含
む）が含まれています。当該価額の算定においては一
定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項
� 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当事業年度における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては、次表には含めず�に記載していま
す。

市場性リスクを的確にコントロールすることにより、
収益化及び財務の安定化を図っています。このため、
財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視
したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析
などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる
柔軟な財務構造の構築に努めています。
（市場リスクに係る定量的情報）
当ＪＡで保有している金融商品はすべてトレー
ディング目的以外の金融商品です。当ＪＡにおいて、
主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける
主たる金融商品は、預金、有価証券のうちその他有
価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入
金です。
当ＪＡでは、これらの金融資産及び金融負債につ
いて、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅
を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの
管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮
定し、当事業年度末現在、指標となる金利が０．２５％
上昇したものと想定した場合には、経済価値が
１５，２３４千円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場
合を前提としており、金利とその他のリスク変数の
相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が
生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能
性があります。
なお、経済価値変動額の計算において、分割実行
案件にかかる未実行金額についても含めて計算して
います。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・
調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流
動性の確保に努めています。また、市場流動性リス
クについては、投資判断を行う上での重要な要素と
位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把
握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を
行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、
市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含
む）が含まれています。当該価額の算定においては一
定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件
等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価に関する事項
� 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当事業年度における貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては、次表には含めず�に記載していま
す。

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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（単位：千円）

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職
員厚生貸付金２０６，９１５千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
金を控除しています。

（＊３）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別
貸倒引当金を控除しています。

（＊４）経済受託債権に対応する一般貸倒引当金および共同
計算損失引当金を控除しています。

（＊５）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る２，５０９，０２０千円を含めています。

� 金融商品の時価の算定方法
【資 産】
① 預 金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預金については、期間に基づく区分ごと
に、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス
ワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる
金額として算定しています。
② 貸 出 金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行
後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代
わる金額として算定しています。また、延滞の生じ
ている債権・期限の利益を喪失した債権等について
帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わ
る金額としています。
③ 経済事業未収金
経済事業未収金については短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。

（単位：千円）

（＊１）貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職
員厚生貸付金２０４，１５７千円を含めています。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
金を控除しています。

（＊３）経済事業未収金に対応する一般貸倒引当金及び個別
貸倒引当金を控除しています。

（＊４）経済受託債権に対応する一般貸倒引当金および共同
計算損失引当金を控除しています。

（＊５）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る３，０８３，９５０千円を含めています。

� 金融商品の時価の算定方法
【資 産】
① 預 金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっています。
満期のある預金については、期間に基づく区分ごと
に、リスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・ス
ワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる
金額として算定しています。
② 貸 出 金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行
後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近
似していることから当該帳簿価額によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレート
で割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代
わる金額として算定しています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除
した額を時価に代わる金額としています。
③ 経済事業未収金
経済事業未収金については短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。

貸借対照表計上額 時 価 差 額
預金 ７８，６１９，２０９ ７８，６０５，０１７△ １４，１９２
貸出金（＊１） ３７，２４３，８８６
貸倒引当金（＊２）△ ２６２，２８０
貸倒引当金控除後 ３６，９８１，６０５ ３８，３５６，４０８ １，３７４，８０２
経済事業未収金 ３，３８７，１８０
貸倒引当金（＊３） △９９，７９９
貸倒引当金控除後 ３，２８７，３８０ ３，２８７，３８０ －
経済受託債権 ５，４０５，２１２
貸倒引当金（＊４）△２，４６８，０５９
貸倒引当金控除後 ２，９３７，１５２ ２，９３７，１５２ －
資 産 計 １２１，８２５，３４８ １２３，１８５，９５９ １，３６０，６１０
貯金 １２５，１９２，９７８ １２５，２１８，０７８ ２５，１００
借入金（＊４） ３，９０８，１４４ ３，９１９，９１５ １１，７７１
経済受託債務 ４，３３７，１２６ ４，３３７，１２６ －
負 債 計 １３３，４３８，２４８ １３３，４７５，１２０ ３６，８７２

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

貸借対照表計上額 時 価 差 額
預金 ８４，０７４，９９４ ８４，０７９，０２２ ４，０２７
貸出金（＊１） ３５，８３５，６５５
貸倒引当金（＊２）△ ２２８，６５２
貸倒引当金控除後 ３５，６０７，００３ ３６，７８５，９２１ １，１７８，９１８
経済事業未収金 ３，２４９，３７７
貸倒引当金（＊３）△ ９８，７５２
貸倒引当金控除後 ３，１５０，６２４ ３，１５０，６２４ －
経済受託債権 ４，０５２，０９２
貸倒引当金（＊４）△１，１５７，５０９
貸倒引当金控除後 ２，８９４，５８２ ２，８９４，５８２ －
資 産 計 １２５，７２７，２０５ １２６，９１０，１４９ １，１８２，９４５
貯金 １２８，５６２，４４２ １２８，５９９，２７４ ３６，８３２
借入金（＊４） ３，１８３，４５８ ３，１９２，７５８ ９，２９９
経済受託債務 ２，７３５，６８３ ２，７３５，６８３ －
負 債 計 １３４，４８１，５８４ １３４，５２７，７１５ ４６，１３１
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④ 経済受託債権
経済受託債権については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。
【負 債】
① 貯 金
要求払貯金については、決算日に要求された場合
の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、
定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、
将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 借 入 金
借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映し、また、当ＪＡの信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額
と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に
よっています。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し
た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレート
である円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
③ 経済受託債務
経済受託債務については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

� 時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品
時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品は次のとおりであり、これらは�の金融商品の時
価情報には含まれていません。 （単位：千円）

貸借対照表計上額
外部出資（＊１） ６，８６９，５１５

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものに
ついては、時価を把握することが極めて困難であると
認められるため、時価開示の対象とはしていません。

� 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還
予定額 （単位：千円）

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７６２，７４０千円及び職員厚生
貸付金２０６，９１５千円については「１年以内」に含めて
います。また、期限のない劣後特約付ローンについて

④ 経済受託債権
経済受託債権については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。
また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失
した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控
除した額を時価に代わる金額としています。
【負 債】
① 貯 金
要求払貯金については、決算日に要求された場合
の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、
定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、
将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートで
ある円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。
② 借 入 金
借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映し、また、当ＪＡの信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額
と近似していると考えられるため、当該帳簿価額に
よっています。
固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分し
た当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレート
である円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
③ 経済受託債務
経済受託債務については短期間で決済されるため、
時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

� 時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品
時価を把握することが極めて困難と認められる金融
商品は次のとおりであり、これらは�の金融商品の時
価情報には含まれていません。 （単位：千円）

貸借対照表計上額
外部出資（＊１） ６，８７０，０１４

（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものに
ついては、時価を把握することが極めて困難であると
認められるため、時価開示の対象とはしていません。

� 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還
予定額 （単位：千円）

（＊１）貸出金のうち、当座貸越７６２，７４０千円及び職員厚生
貸付金２０４，１５７千円については「１年以内」に含めて
います。また、期限のない劣後特約付ローンについて

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

預金 ８４，０７４，９９４ －
貸出金（＊１） ５，１７４，５３０ ３，６１３，６３６
経済事業未収金 ３，２４９，３７７ －
経済受託債権（＊２） ４，０５２，０９２ －
合 計 ９６，５５０，９９５ ３，６１３，６３６

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

－ － － －
３，０５７，０８９ ２，５５４，０４２ ２，０４７，９５１ １９，３８８，４０４

－ － － －
－ － － －

３，０５７，０８９ ２，５５４，０４２ ２，０４７，９５１ １９，３８８，４０４

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

預金 ７８，６１９，２０９ －
貸出金（＊１） ５，７６８，９８２ ３，９４７，２４９
経済事業未収金 ３，３８７，１８０ －
経済受託債権（＊２） ５，４０５，２１２ －
合 計 ９３，１８０，５８４ ３，９４７，２４９

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

－ － － －
３，３０５，１５５ ２，７３９，７００ ２，２６２，３４１ １９，２２０，４５７

－ － － －
－ － － －

３，３０５，１５５ ２，７３９，７００ ２，２６２，３４１ １９，２２０，４５７
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は「５年超」に含めています。
（＊２）経済受託債権については、期日が定まっていないた

め「１年以内」に記載しています。

� 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予
定額 （単位：千円）

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に
含めています。

（＊２）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る２，５０９，０２０千円を含めています。

Ⅵ 退職給付に関する注記
１．退職給付に関する事項
� 採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に
基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ
の制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあて
るため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職
金共済制度を採用しています。
� 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 ３，２４６，６００千円
勤務費用 １５０，１６７千円
利息費用 ６，３８６千円
数理計算上の差異の発生額 ７３，５８０千円
退職給付の支払額 △４０８，５２２千円
期末における退職給付債務 ３，０６８，２１２千円

� 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 １，７７６，５０７千円
期待運用収益 １２，４３５千円
数理計算上の差異の発生額 ２９２千円
特定退職金共済制度への拠出金 １１６，０１６千円
退職給付の支払額 △２４７，７６９千円
期末における年金資産 １，６５７，４８２千円

� 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表
に計上された退職給付引当金の調整表
退職給付債務 ３，０６８，２１２千円
特定退職金共済制度 △１，６５７，４８２千円
未積立退職給付債務 １，４１０，７３０千円
未認識数理計算上の差異 ３５０，５２７千円
退職給付に係る調整累計額 △３５０，５２７千円
連結貸借対照表計上額純額 １，４１０，７３０千円
退職給付に係る負債 １，４１０，７３０千円

� 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 １５０，１６７千円
利息費用 ６，３８６千円
期待運用収益 △１２，４３５千円
数理計算上の差異の費用処理額 １３９，３６６千円
合計 ２８３，４８４千円

は「５年超」に含めています。
（＊２）経済受託債権については、期日が定まっていないた

め「１年以内」に記載しています。

� 借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予
定額 （単位：千円）

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に
含めています。

（＊２）借入金には、貸借対照表上設備借入金に計上してい
る３，０８３，９５０千円を含めています。

Ⅵ 退職給付に関する注記
１．退職給付に関する事項
� 採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付にあてるため、職員退職給与規程に
基づき、退職一時金制度を採用しています。また、こ
の制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあて
るため、全国農林漁業団体共済会との契約による退職
金共済制度を採用しています。
� 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 ３，４２９，９３４千円
勤務費用 １４８，０２３千円
利息費用 ９，８６１千円
数理計算上の差異の発生額 １２５，０３８千円
退職給付の支払額 △４６６，２５６千円
期末における退職給付債務 ３，２４６，６００千円

� 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産 １，９３３，７５１千円
期待運用収益 １４，５０３千円
数理計算上の差異の発生額 ２３３千円
特定退職金共済制度への拠出金 １２０，６９１千円
退職給付の支払額 △２９２，６７２千円
期末における年金資産 １，７７６，５０７千円

� 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表
に計上された退職給付引当金の調整表
退職給付債務 ３，２４６，６００千円
特定退職金共済制度 △１，７７６，５０７千円
未積立退職給付債務 １，４７０，０９３千円
未認識数理計算上の差異 ４１６，６０５千円
退職給付に係る調整累計額 △４１６，６０５千円
連結貸借対照表計上額純額 １，４７０，０９３千円
退職給付に係る負債 １，４７０，０９３千円

� 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 １４８，０２３千円
利息費用 ９，８６１千円
期待運用収益 △１４，５０３千円
数理計算上の差異の費用処理額 １７６，３３７千円
合計 ３１９，７１８千円

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

貯金（＊１） １０９，９５７，６０３ ９，７４９，６４８
借入金（＊２） ７４４，１７９ ７２６，８３５
合 計 １１０，７０１，７８２ １０，４７６，４８３

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

４，２６９，０８１ ５４３，９７７ ５０３，１９１ １６９，４７５
６９７，４８８ ６７７，８１２ ６４１，１７２ ４２０，６５６
４，９６６，５６９ １，２２１，７８９ １，１４４，３６３ ５９０，１３２

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

１ 年 以 内 １ 年 超
２ 年 以 内

貯金（＊１） １１６，８５５，７７９ ６，５３０，４２０
借入金（＊２） ７２５，４１８ ６９５，８１７
合 計 １１７，５８１，１９７ ７，２２６，２３７

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内 ５ 年 超

４，０９１，４１７ ４８５，５０２ ４３３，２８６ １６６，０３６
６７６，１４３ ６４１，１４２ ９１，７９６ ３５３，１４０
４，７６７，５６１ １，１２６，６４４ ５２５，０８２ ５１９，１７６
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� 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の
とおりです。
債権 ６６％
年金保険投資 ２５％
現金及び預金 ４％
その他 ５％
合計 １００％

	 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益を決定するため、現在
及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。

 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ０．２２８９％
長期期待運用収益率 ０．７０％

� 子会社では社員の退職給付にあてるため、社員退職
給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体退職給付金制度を採用して
います。
① 子会社の退職給付債務の額 ３４５，０１２千円
② 子会社の年金資産の額 ２５１，２５０千円
③ 子会社の退職給付に係る負債 ９３，７６２千円
④ 子会社の退職給付費用 ２７，４４３千円

２．特例業務負担金の将来見込額
人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及
び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農
林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第
５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金５４，７４４千円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された令和２年３月現在における
令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込額は
５９０，８４８千円となっています。

Ⅷ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりで
す。
繰延税金資産
未払事業税 １３，４７９千円
退職給付引当金 ３２４，６２６千円
賞与引当金 １８，７９５千円
社会保険料未払計上額 ４２８千円
貸倒引当金 ５４，５１１千円
共同計算損失引当金 ３１５，８４９千円
貸出金未収利息有税償却額 ４，６０２千円
役員退職慰労引当金 ４，１２４千円
減損損失（非償却資産） ９２，２９９千円
減損損失（償却資産） ２３９，５０２千円
外部出資償却額 １，２４１千円
販売仮渡金損金否認 ６８１，４０７千円
その他 ９９，４４８千円
繰延税金資産小計 １，８５０，３１７千円
評価性引当額 △１，３５０，６７１千円
繰延税金資産合計（Ａ） ４９９，６４６千円

� 年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の
とおりです。
債権 ６９％
年金保険投資 ２３％
現金及び預金 ４％
その他 ４％
合計 １００．０％

	 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益を決定するため、現在
及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益
率を考慮しています。

 割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ０．１９６７％
長期期待運用収益率 ０．７５％

� 子会社では社員の退職給付にあてるため、社員退職
給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、全国農林漁業団体共済会と
の契約による農林漁業団体退職給付金制度を採用して
います。
① 子会社の退職給付債務の額 ３３３，６８８千円
② 子会社の年金資産の額 ２４４，９５６千円
③ 子会社の退職給付に係る負債 ８８，７３１千円
④ 子会社の退職給付費用 ４０，０１９千円

２．特例業務負担金の将来見込額
人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及
び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農
林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第
５７条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例
年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業
務負担金５６，２２０千円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成３１年３月現在における
令和１４年３月までの特例業務負担金の将来見込額は
６５２，６９３千円となっています。

Ⅷ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳
繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりで
す。
繰延税金資産
未払事業税 ３，７５３千円
退職給付引当金 ３２１，０５４千円
賞与引当金 １７，１７８千円
社会保険料未払計上額 ４２５千円
貸倒引当金 ６４，５６９千円
貸倒損失否認額 ４４千円
共同計算損失引当金 ６７６，２６１千円
貸出金未収利息有税償却額 ４，６９５千円
役員退職慰労引当金 ３，４３５千円
減損損失（非償却資産） ５８，７２１千円
減損損失（償却資産） １２１，３２０千円
外部出資償却額 １，３７９千円
税務上の繰越欠損金 ３９２，４７１千円
その他 １１６，１５４千円
繰延税金資産小計 １，７８１，４６７千円
評価性引当額 △１，２４３，９８１千円

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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繰延税金負債
繰延税金負債合計（Ｂ） －
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ４９９，６４６千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因は
次のとおりです。
法定実効税率 ２７．６０％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．７７％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

△１．５４％
住民税均等割等 ０．７７％
税額控除 △０．６６％
評価性引当額の増減 △９．７２％
修正申告に係る納税額 １５．７２％
その他 △３．８９％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ２９．０５％

繰延税金資産合計（Ａ） ５３７，４８６千円
繰延税金負債
繰延税金負債合計（Ｂ） －
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） ５３７，４８６千円

２．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因は
次のとおりです。
法定実効税率 ２７．６０％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．７０％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

△１０．５９％
住民税均等割等 ２．２７％
税額控除 △１０．３６％
評価性引当額の増減 △１０４．６２％
欠損金の繰戻し還付 ２４．３９％
その他 ２．１４％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △６５．４６％

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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� 連結剰余金計算書

� 連結事業年度のリスク管理債権残高の状況

（注）１．破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金をいいます。
２．延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予したもの以外の貸出金をいいます。
３．３ヵ月以上延滞債権
元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当
しないものをいいます。
４．貸出条件緩和債権
債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しないもの
をいいます。

（単位：千円）

（単位：千円）

科 目 令 和 元 年 度 平 成３０年 度

（資 本 剰 余 金 の 部）

１ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 － －

２ 資 本 剰 余 金 増 加 高 － －

３ 資 本 剰 余 金 減 少 高 － －

４ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 － －

（利 益 剰 余 金 の 部）

１ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △ １，２７９，４７１ △ ２，０４０，２５８

２ 利 益 剰 余 金 増 加 高 １，０５４，６３７ ７３４，７５５

当 期 剰 余 金 １，０５４，６３７ ７３４，７５５

３ 利 益 剰 余 金 減 少 高 － －

配 当 金 － －

４ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 △ ２２４，８３４ △ １，３０５，５０３

区 分 令和元年度 平成３０年度 増 減

破 綻 先 債 権 額 ２６，５６６ １７，２２０ ９，３４６

延 滞 債 権 額 １，２８０，１６２ １，１１６，１３２ １６４，０３０

３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ６，８７５ ３０，６８３ △ ２３，８０８

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 － － －

合 計 １，３１３，６０４ １，１６４，０３６ １４９，５６８
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 連結事業年度の事業別経常収益等

２．連結自己資本の充実の状況

◇連結自己資本比率の状況

令和２年３月末における連結自己資本比率は、１０．４５％となりました。

連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資本調達額

当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、

ＪＡを中心に信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに

対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資

本の充実に努めています。

（単位：千円）

区 分 項 目 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

信 用 事 業

事 業 収 益 １，２９６，７６６ １，３８２，３２５

経 常 利 益 １８３，９３４ １６１，２２０

資 産 の 額 １２１，０３１，９６１ １１６，６４８，６９１

共 済 事 業

事 業 収 益 １，２０８，０５７ １，２８５，６９８

経 常 利 益 ４２２，９７０ ４７２，９８３

資 産 の 額 ３６０ １，７７０

農 業 関 連 事 業

事 業 収 益 ９，６０９，９１７ １０，１０８，５７１

経 常 利 益 １，８５３，３９９ ５４０，５７６

資 産 の 額 ８，５７３，６７５ ９，８０７，０６０

そ の 他 事 業

事 業 収 益 ７，１１０，４８７ ７，６１７，２３５

経 常 利 益 △ ２７５，１１５ △ ３３８，２０４

資 産 の 額 １６，７１０，３９１ １７，８５１，６０９

計

事 業 収 益 １９，２２５，２２８ ２０，３９３，８３０

経 常 利 益 ２，１８５，１８８ ８３６，５７５

資 産 の 額 １４６，３１６，３８７ １４４，３０９，１３１

項 目 内 容
発行主体 秋田おばこ農業協同組合
資本調達手段の種類 普通出資
コア資本に係る基礎項目に算入した額 ７，８９６百万円（前年度７，９８１百万円）
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� 自己資本の構成に関する事項
（単位：千円、％）

項 目 令和元年度 平成３０年度

コア資本に係る基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 ７，５３６，９６０ ６，５６８，７２７

うち、出資金及び資本剰余金の額 ７，８９６，９３０ ７，９８１，５１０

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額 △ ２２４，８３４ △ １，３０５，５０３

うち、外部流出予定額（△） － －

うち、上記以外に該当するものの額 △ １３５，１３５ △ １０７，２８０

コア資本に算入される評価・換算差額等 ２８０，０５２ －

うち、退職給付に係るものの額 － －

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 △ ２５３，７８２ ２７１，５０４

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 １２９，４９３ １５６，８６５

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 １２９，４９３ １５６，８６５

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額

－ －

うち、回転出資金の額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、
経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

－ －

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額（イ） ７，６９２，７２４ ６，９９７，０９６

コア資本に係る調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の
合計額

８３，４２１ ７１，１８８

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ８３，４２１ ７１，１８８

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － １１８，４１２

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

退職給付に係る資産の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る１０パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの
の額

－ －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る１５パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するもの
の額

－ －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額（ロ） ８３，４２１ １８９，６００
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（注）１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出
しています。
２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク
削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

項 目 令和元年度 平成３０年度

自己資本

自己資本の額（（イ）－（ロ））（ハ） ７，６０９，３０３ ６，８０７，４９６

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額 ６２，０６２，１２７ ６９，７１７，５３６

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額に係るものの額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 １０，７６７，７８７ ７，３４７，５１９

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） ７２，８２９，９１４ ７７，０６５，０５５

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） １０．４５ ８．８３
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� 自己資本の充実度に関する事項

① 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳
（単位：千円）

信用リスク・アセット
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 １，７６６，０５９ － － １，５４２，７６４ － －
我 が 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け － － － － － －

外 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け － － － － － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け １，８８８，８９４ － － ２，５２２，３５９ － －
外国の中央政府等以外の
公 共 部 門 向 け － － － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － － － － － －
地 方 三 公 社 向 け － － － － － －
金 融 機 関 及 び
第一種金融商品取引業者社向け ８４，０１０，４９４ １６，８０２，０９８ ６７２，０８３ ７６，６４２，７５６ １５，３２８，５５１ ６１３，１４２

法 人 等 向 け ８６８，４０８ ７７１，２１３ ３０，８４８ ９１６，８９２ ７６０，７２２ ３０，４２８
中小企業等向け及び個人向け ５，４２７，０５６ ２，９７４，３１３ １１８，９７２ １９，４５１，７６１ １３，３４２，５７４ ５３３，７０２
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン １４，５８４，０３５ ５，０８５，０２７ ２０３，４０１ ４８７，３８２ １６９，２６２ ６，７７０
不動産取得等事業向け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 １，７０６，１０５ ４９３，５５８ １９，７４２ ２，９６４，２４１ ４００，０２８ １６，００１
取 立 未 済 手 形 － － － － － －
信用保証協会等保証付 １１，２２４，７４８ １，０９４，２６７ ４３，７７０ １１，８７２，１７７ １，１５６，７９９ ４６，２７１
株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付 － － － － － －

共 済 約 款 貸 付 － － － １，５４５ － －
出 資 等 ２，０２３，３９２ ２，０２３，３９２ ８０，９３５ ２，０９８，４６４ ２，０９８，４６４ ８３，９３８
（うち出資等のエクスポージャー） ２，０２３，３９２ ２，０２３，３９２ ８０，９３５ ２，０９８，４６４ ２，０９８，４６４ ８３，９３８
（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －
上 記 以 外 ２４，２２３，７４３ ３２，８１８，２５５ １，３１２，７３０ ２８，３７７，０４７ ３６，４６１，１３３ １，４５８，４４５
（うち他の金融機関等の対
象資本等調達手段のうち対
象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段
に該当するもの以外のもの
に係るエクスポージャー）

－ － － ４８１，１０７ １，２０２，７６７ ４８，１１０

（うち農林中央金庫又は農業
協同組合連合会の対象普通出
資等に係るエクスポージャー）

５，２５２，６０３ １３，１３１，５０７ ５２５，２６０ ４，７７１，５５０ １１，９２８，８７５ ４７７，１５５

（うち特定項目のうち調整
項目に算入されない部分
に係るエクスポージャー）

４９９，６４６ １，２４９，１１５ ４９，９６４ ２８１，０１０ ７０２，５２７ ２８，１０１

（うち総株主等の議決権
の百分の十を超える議決
権を保有している他の金
融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に
関するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の
百分の十を超える議決権を
保有していない他の金融機
関等に係るその他外部
TLAC関連調達手段に係
る５％基準額を上回る部分
に係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち上記以外のエクスポージャー） １８，４７１，４９４ １８，４３７，６３２ ７３７，５０５ ２２，８４３，３７９ ２２，６２６，９６３ ９０５，０７８
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（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当
します。

３．「三月以上延滞等」とは，元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融
機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その
一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調
整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジッ
トデリバティブの免責額が含まれます。

８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
（粗利益（正の値の場合に限る）×１５％）の直近３年間の合計額

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷ ８％

信用リスク・アセット
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証 券 化 － － － － － －
（うちＳＴＣ要件適用分） － － － － － －
（うち非ＳＴＣ適用分） － － － － － －
再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー － － － － － －

（うちルックスルー方式） － － － － － －
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式２５０％） － － － － － －
（うち蓋然性方式４００％） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －
経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されるものの額 － － － － － －

他の金融機関等の対象資本
調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置によ
りリスク・アセットの額に算入
されなかったものの額（△）

－ － － － － －

標 準 的 手 法 を 適 用 す る
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 別 計 １４７，７２２，９３９ ６２，０６２，１２７ ２，４８２，４８５ １４６，８７７，３９２ ６９，７１７，５３７ ２，７８８，７０１

ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － － － －
中 央 清 算 機 関 関 連
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － － － － － －

信用リスク・アセットの額の
合 計 額 １４７，７２２，９３９ ６２，０６２，１２７ ２，４８２，４８５ １４６，８７７，３９２ ６９，７１７，５３７ ２，７８８，７０１

オペレーショナル・リスクに
対する所要自 己 資 本 の 額
＜基 礎 的 手 法＞

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相
当額を８％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

１０，７６７，７８７ ４３０，７１１ ７，３４７，５１９ ２９３，９００

所 要 自 己 資 本 額 計
リスク・アセット等（分母）計

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

７２，８２９，９１４ ２，９１３，１９６ ７７，０６５，０５６ ３，０８２，６０２
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� 信用リスクに関する事項

① リスク管理の方法及び手続の概要

② 標準的手法に関する事項

当連結グループでは、ＪＡ以外で与信を行っていないため、連結グループにおける

信用リスク管理の方針及び手続等は定めていません。ＪＡの信用リスク管理の方針及

び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．１４）をご参照ください。

（注）単体の「リスク管理の状況」の項目に記載。

連結自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法

により算出しています。

また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定に当たり

使用する格付等は次のとおりです。

� リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による

依頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算

出するための掛目のことです。

� リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカント

リー・リスク・スコアは、主に以下のとおりです。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ⅰ）

株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア
金融機関向けエクスポー
ジャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポー
ジャー（長期）

Ｒ＆Ｉ，Moody's，
ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Fitch

法人等向けエクスポー
ジャー（短期）

Ｒ＆Ｉ，Moody's，
ＪＣＲ，Ｓ＆Ｐ，Fitch

― 98 ―



③ 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）

及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計
算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バ
ランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エク
スポージャーを含んでいます。
「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行す
る契約のことをいいます。
「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めています。

３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。
４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエ
クスポージャーをいいます。
５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残 高

三月以上
延滞エク
ス ポ ー
ジ ャ ー

う ち
貸出金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
テ ィ ブ

う ち
貸出金等

うち債券
うち店頭
デ リ バ
テ ィ ブ

国 内 １４７，７２２，９３９ ３６，４０６，８１９ － － １，７０６，１０５１４６，８７７，３９２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 残 高 計 １４７，７２２，９３９ ３６，４０６，８１９ － － １，７０６，１０５１４６，８７７，３９２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

法

人

農 業 ２，２２８，３５７ ２，２１８，１０４ － － １０，２５３ ２，３１７，７８８ ２，３１５，１０７ － － ２，６８０

林 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 ９，４８２ ９，４８２ － － － １１，７６３ １１，７６３ － － －

鉱 業 － － － － － － － － － －

建設・不動産業 － － － － － １，００４ １，００４ － － －

電気・ガス・熱
供給・水道業

－ － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － －

金融・保険業 ８９，２６３，０９７ ４８１，０５３ － － － ８１，８９５，４１３ ４８１，１０７ － － －

卸売・小売・飲
食・サービス業

２９２，９２１ ２９２，９２１ － － － ５２８，８４１ ５２８，８４１ － － －

日本国政府・
地方公共団体

１，８８８，８９４ １，８８８，８９４ － － － ２，５２２，３５９ ２，５２２，３５９ － － －

上 記 以 外 ８１７，０５４ ７４３，４７７ － － － ９５１，７２５ ８０２，０６６ － － １，５０８

個 人 ３０，９９８，６９０ ３０，７７２，８８５ － － １，６９５，８５２ ３３，０８６，５２７ ３３，０２３，０６４ － － ２，９６０，０５１

そ の 他 ２２，２２４，４４０ － － － － ２５，５６１，９６８ － － － －

業 種 別 残 高 計 １４７，７２２，９３９ ３６，４０６，８１９ － － １，７０６，１０５１４６，８７７，３９２ ３９，６８５，３１５ － － ２，９６４，２４１

１ 年 以 下 ８２，６１７，１２０ １，３０７，３１８ － － ７５，１０４，２５８ １，４６１，８０１ － －

１年超３年以下 ２，６１８，６４３ ２，６１８，６４３ － － ３，１４１，８１２ ３，１４１，８１２ － －

３年超５年以下 ３，８９７，７３３ ３，８９７，７３３ － － ４，１９２，９６４ ４，１９２，９６４ － －

５年超７年以下 ２，４６０，５９１ ２，４６０，５９１ － － ３，２２６，４８４ ３，２２６，４８４ － －

７年超１０年以下 ２，９６３，９２４ ２，９６３，９２４ － － ２，６８７，９７１ ２，６８７，９７１ － －

１０ 年 超 ２１，２３１，６３０ ２１，２３１，６３０ － － ２１，６５６，００４ ２１，６５６，００４ － －

期限の定めのないもの ３１，９３３，２９５ １，９２６，９７７ － － ３６，８６７，８９５ ３，３１８，２７５ － －

残存期間別残高計 １４７，７２２，９３９ ３６，４０６，８１９ － － １４６，８７７，３９２ ３９，６８５，３１５ － －
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④ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（注）個別貸倒引当金には、共同計算損失引当金を含んでいます。

⑤ 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

期首残高
期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高 期首残高

期 中

増 加 額

期 中 減 少 額
期末残高

目的使用 そ の 他 目的使用 そ の 他

一般貸倒引当金 １５８，８１３ １３４，０５８ － １５８，８１３ １３４，０５８ １７４，６５０ １５８，８１３ － １７４，６５０ １５８，８１３

個別貸倒引当金 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

区 分

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

個 別 貸 倒 引 当 金
貸 出 金

償 却

個 別 貸 倒 引 当 金
貸 出 金

償 却期首残高
期 中

増 加 額

期中減少額
期末残高 期首残高

期 中

増 加 額

期中減少額
期末残高

目的使用 そ の 他 目的使用 そ の 他

国 内 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

国 外 － － － － － － － － － －

地 域 別 計 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８

法

人

農 業 ２，６８０ １０，２５３ － ２，６８０ １０，２５３ － － ２，６８０ － － ２，６８０ －

林 業 － － － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － － － － － － －

建 設 ・
不動産業 － － － － － － － － － － － －

電気・ガス・熱
供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運 輸 ・
通 信 業 － － － － － － － － － － － －

金 融 ・
保 険 業 － － － － － － － － － － － －

卸売・小売・飲
食・サービス業 － － － － － － １，９３３ － － １，９３３ － －

上記以外 １，５０８ － － １，５０８ － － １，４６５ １，５０８ － １，４６５ １，５０８ －

個 人 ２，６６９，０６９１，３３３，５４１ － ２，６６９，０６９１，３３３，５４１ ６６６２，９３９，８５１２，６６９，０６９ ３，５６０２，９３６，２９１２，６６９，０６９ １１４

業 種 別 計 ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ － ２，６７３，２５８１，３４３，７９５ ６６６２，９４３，２５０２，６７３，２５８ ３，５６０２，９３９，６８９２，６７３，２５８ １１４

― 100 ―



⑥ 信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト１２５０％を適用する残高

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計
算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バ
ランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエ
クスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格
付機関による依頼格付のみ使用しています。
３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイト
によって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としてい
ます。
４．１２５０％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの
免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト１２５０％を適用したエクスポージャーが
あります。

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信用リスク
削 減 効 果
勘案後残高

リスク・ウェイト０％ － ４，４３６，４７５ ４，４３６，４７５ － ４，９８１，９００ ４，９８１，９００
リスク・ウェイト２％ － － － － － －
リスク・ウェイト４％ － － － － － －
リスク・ウェイト１０％ － １０，９４２，６６３ １０，９４２，６６３ － １１，５６７，９７８ １１，５６７，９７８
リスク・ウェイト２０％ － ８４，９８１，２４２ ８４，９８１，２４２ － ７７，３５５，３５５ ７７，３５５，３５５
リスク・ウェイト３５％ － １４，５３０，１４６ １４，５３０，１４６ － ４８３，６０５ ４８３，６０５
リスク・ウェイト５０％ － １，３７２，７６１ １，３７２，７６１ － １，９８４，７０８ １，９８４，７０８
リスク・ウェイト７５％ － ２，８８４，６５０ ２，８８４，６５０ － １７，３３４，５６０ １７，３３４，５６０
リスク・ウェイト１００％ － ２１，３６４，８４３ ２１，３６４，８４３ － ２４，９０３，７２５ ２４，９０３，７２５
リスク・ウェイト１５０％ － １，４５７，９０７ １，４５７，９０７ － ２，７３１，８８９ ２，７３１，８８９
リスク・ウェイト２００％ － － －
リスク・ウェイト２５０％ － ５，７５２，２４９ ５，７５２，２４９ － ５，５３３，６６７ ５，５３３，６６７
そ の 他 － － － － － －

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト １２５０％ － － － － － －
計 － １４７，７２２，９３９ １４７，７２２，９３９ － １４６，８７７，３９２ １４６，８７７，３９２
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� 信用リスク削減手法に関する事項

① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

連結自己資本比率の算出にあたっては、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出

要領」において定めています。信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、Ｊ

Ａのリスク管理の方針及び手続に準じて行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６７）を

ご参照ください。

② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとし
ては貸出金や有価証券等が該当します。
２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエク
スポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが
１５０％になったエクスポージャーのことです。
３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポー
ジャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。
４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共
部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プ
ロテクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に
信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領す
る取引をいいます。

� 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

� 証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

（単位：千円）

区 分
令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

適 格 金 融
資 産 担 保

保 証
クレジット・
デリバティブ

適 格 金 融
資 産 担 保

保 証
クレジット・
デリバティブ

地方公共団体金融機構向け － － － － － －
我が国の政府関係機関向け － － － － － －
地方三公社向け － － － － － －
金融機関向け及び第一種
金融商品取引業者向け

－ － － － － －

法 人 等 向 け １１，２３６ － － － － －
中小企業等向け及び個人向け １０４，９１５ ２，２２３，９９３ － １６９，１３５ ２，５９１，４９６ －
抵当権住宅ローン － － － － － －
不動産取得等事業向け － － － － － －
三月以上延滞等 － １４，７３６ － － １４，３６５ －
証 券 化 － － － － － －
中央精算機関関連 － － － － － －
上 記 以 外 ２３，５５３ ４０１ － － － －
合 計 １３９，７０５ ２，２３９，１３１ － １６９，１３５ ２，６０５，８６２ －
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	 オペレーショナル・リスクに関する事項

① オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要


 出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

① 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡの

リスク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．１５）を

ご参照ください。

連結グループにかかる出資等エクスポージャーに関するリスク管理は、子会社にお

いてはＪＡのリスク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。

ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ．６９）を

ご参照ください。

② 出資その他これに類するエクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

該当する取引はありません。

④ 連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

該当する取引はありません。

⑤ 連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額

（子会社の評価損益等）

該当する取引はありません。

（単位：千円）

令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
連結貸借対照表計上額 時価評価額 連結貸借対照表計上額 時価評価額

上 場 － － － －
非 上 場 ６，７９４，９４２ ６，７９４，９４２ ６，７８４，４３２ ６，７８４，４３２
合 計 ６，７９４，９４２ ６，７９４，９４２ ６，７８４，４３２ ６，７８４，４３２
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� リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

� 金利リスクに関する事項

① 金利リスクの算定手法の概要

連結グループの金利リスクの算定手法は、ＪＡの金利リスクの算定手法に準じた方

法により行っています。ＪＡの金利リスクの算定手法は、単体の開示内容（ｐ．７１）

をご参照ください。

なお、子会社では金利リスクを伴った資産・負債はありません。よって連結グルー

プの金利リスクはＪＡ単体と同額です。

② 金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

ＩＲＲＢＢ１：金利リスク

項
番

ＥＶＥ ＮＩＩ
当 期 末 前 期 末 当 期 末 前 期 末

１ 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト ２８６ ３２５ ９０
２ 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト － － －
３ ス テ ィ ー プ 化 ４１５ ４３９
４ フ ラ ッ ト 化 － －
５ 短 期 金 利 上 昇 － －
６ 短 期 金 利 低 下 － －
７ 最 大 値 ４１５ ４３９ ９０

当 期 末 前 期 末
８ 自 己 資 本 の 額 ６，７７０ ５，８２９
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【ＪＡの概要】
１．機 構 図（令和２年６月末現在）

事務所の名称及び住所 秋田おばこ農業協同組合 秋田県大仙市佐野町５－５

※
副
組
合
長
は
、
非
常
勤
理
事
で
あ
る
。
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２．役 員 構 成（役員一覧）

３．会計監査人の名称

みのり監査法人（令和２年６月現在） 所在地 東京都港区芝５－２９－１１

Ｇ－ＢＡＳＥ田町１４階

４．組 合 員 数

（令和２年６月末現在）

（単位：人、団体）

役 員 氏 名 代表権
の有無 役 員 氏 名 代表権

の有無

代表理事組合長 小 原 正 彦 有 理 事 熊 谷 弘 幸 無

代表理事副組合長 小 原 圭 介 有 〃 高 橋 一 無

代 表 理 事 専 務 鈴 木 重 忠 有 〃 小 松 正 樹 無

常 務 理 事 齊 藤 武 志 無 〃 小 山 田 和 人 無

〃 田 口 耕 成 無 〃 藤 本 重 政 無

〃 淡 路 保 無 〃 藤 原 稔 無

理 事 伊 藤 義 人 無 〃 田 口 藤 興 無

〃 小 松 一 男 無 〃 小 笠 原 晃 無

〃 藤 川 栄 無 〃 佐 藤 一 夫 無

〃 児 玉 多 津 子 無 〃 門 脇 晃 幸 無

〃 佐 々 木 フ ミ 子 無 〃 藤 谷 喜 明 無

〃 原 喜 孝 無 代 表 監 事 武 田 春 樹

〃 佐 々 木 亮 無 員 外 監 事 相 馬 伸 幸

〃 � 橋 元 司 無 監 事 照 井 智 則

〃 吉 方 和 衛 無 〃 � 橋 鶴 松

〃 田 口 幹 子 無 〃 加 藤 伸 一

〃 工 藤 修 無 〃 黒 沢 隆 悦

〃 � 橋 洋 悦 無 常 勤 監 事 有 坂 晃 �

区 分 令 和 元 年 度 平 成３０年 度 増 減

正 組 合 員 ２１，５７７ ２２，２２９ △ ６５２

個 人 ２１，４４５ ２２，１０５ △ ６６０

法 人 １３２ １２４ ８

准 組 合 員 ７，２６８ ７，０７８ １９０

個 人 ６，３９３ ６，２０６ １８７

法 人 ８７５ ８７２ ３

合 計 ２８，８４５ ２９，３０７ △ ４６２
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５．組合員組織の状況
（単位：人）

組織分類 組 織 名 地 区 代 表 者 名 構成員数
稲 作 稲 作 振 興 協 議 会 広 域 小 玉 均 １，３１４

米 の 精 栽 培 研 究 会 広 域 熊 谷 隆 一 １７９
水 稲 採 種 組 合 連 絡 協 議 会 中 域 冨 岡 弘 １０２
稲 作 部 会 大 曲 判 田 勝 補 ６３
協 和 支 店 稲 作 部 会 協 和 小田嶋 一 仁 ３５
酒 米 生 産 部 会 神 岡 斎 藤 始 １２
酒 造 好 適 米 生 産 部 会 南 外 伊 藤 正 徳 １６
特 別 栽 培 米 生 産 部 会 南 外 今 野 幸 蔵 ５
稲 作 部 会 仙 北 藤 原 稔 ５１
仙 北 水 稲 採 種 組 合 仙 北 松 本 亨 ４１
古 代 米 研 究 会 仙 北 安 部 光 夫 １３
高 稲 会 仙 北 松 本 良 悦 ９
千 畑 米 作 研 究 会 千 畑 高 橋 修 １１９
千 畑 採 種 組 合 千 畑 高 階 勝 美 ３３
千畑「米の精」減・減栽培部会 千 畑 佐々木 竜 孝 １１４
稲 作 振 興 協 議 会 中 仙 佐々木 堅 一 ２２
水 稲 採 種 組 合 中 仙 冨 岡 弘 ３０
稲 作 部 会 太 田 三 浦 勝 美 ２７
稲 作 部 会 角 館 藤 枝 誠 ５１
稲 作 部 会 西 木 佐 藤 思 公 ２０
稲 作 部 会 田 沢 湖 田 口 達 生 ３１４
有 機 米 生 産 研 究 会 田 沢 湖 高 橋 政 敏 ２８
稲 作 部 会 仙 南 伊 藤 泰 夫 ３０
仙 南 こ だ わ り 米 栽 培 部 会 仙 南 佐 藤 寿 昭 １５
稲 作 部 会 六 郷 雲 然 直 兼 ６０

青 果 物 園 芸 振 興 連 絡 協 議 会 広 域 川 井 信 一 ２７
ア ス パ ラ ガ ス 部 会 広 域 小 玉 均 １５１
ほ う れ ん そ う 部 会 広 域 加 藤 篤 徳 １０９
枝 豆 部 会 広 域 小山田 秀 紀 ２４０
ト マ ト 部 会 広 域 細 谷 雅 春 ７４
き ゅ う り 部 会 広 域 深 澤 靖 ２０
そ ら ま め 部 会 広 域 加 藤 喜 一 ７４
モ ロ ヘ イ ヤ 部 会 広 域 � 川 吉 昭 ２７
キ ャ ベ ツ 部 会 広 域 山 代 武 ３６
花 き 部 会 広 域 深 谷 智 浩 １９９
し い た け 部 会 広 域 鈴 木 八寿男 ６３
園 芸 女 性 の 会 広 域 佐々木 美和子 １２
こ だ わ り 野 菜 部 会 広 域 川 井 信 一 ６０
イ オ ン 大 曲 店 直 売 部 会 広 域 高 橋 清 子 ２４
イオンスーパーセンター美郷店直売部会 広 域 照 井 正 明 １１０
ブ ル ー ベ リ ー 部 会 広 域 � 橋 源 一 ３７
ね ぎ 部 会 広 域 草 � 晃 ４７
仙 北 エ リ ア 園 芸 振 興 協 議 会 中 域 川 井 信 一 ２１６
大仙市西部エリア園芸振興協議会 中 域 小山田 秀 紀 １１７
大 曲 支 店 園 芸 部 会 大 曲 � 川 吉 昭 １２０
菌 床 椎 茸 部 会 千 畑 煙 山 健 １５
杜 仲 部 会 中 仙 田 口 義 則 ４３
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組織分類 組 織 名 地 区 代 表 者 名 構成員数
青 果 物 冬 季 農 業 実 践 部 会 太 田 高 橋 敬 悦 ９

ピ ー マ ン 栽 培 部 会 太 田 泉 芳 博 ３
太田支店園芸振興連絡協議会 太 田 藤 本 重 政 ２２４
仙 南 支 店 ア ス パ ラ ガ ス 部 会 仙 南 高 橋 功 夫 ９
仙 南 支 店 ト マ ト 部 会 仙 南 照 井 浩 １０
園 芸 作 物 振 興 協 議 会 六 郷 高 橋 信 幸 ３５

畜 産 和 牛 部 会 広 域 細 谷 精 悦 ２０２
酪 農 部 会 広 域 阿 部 祥 広 １５
畜 産 ヘ ル パ ー 部 会 広 域 藤 村 紀 章 ２１１
小 家 畜 部 会 広 域 高 橋 清 一 １１
畜 産 青 年 部 会 広 域 高 橋 博 志 ３３

受 委 託 農 作 業 受 託 部 会 大 曲 伊 藤 義 人 １０５
刈 和 野 農 作 業 受 託 部 会 西 仙 北 高 橋 博 ２６
農 作 業 受 託 部 会 神 岡 武 藤 和 雄 １１
農 作 業 受 託 部 会 南 外 渡 部 良太郎 ７
農 業 経 営 受 託 部 会 仙 北 松 本 亨 ２４
受 委 託 部 会 中 仙 田 村 誠 市 ３
農 作 業 受 託 部 会 角 館 戸 沢 幸 作 １９
農 作 業 受 託 部 会 仙 南 小 林 浩 司 １３
農 作 業 受 託 部 会 六 郷 三 輪 喜五郎 ２４

助け合い 助 け 合 い 組 織 協 議 会 広 域 鈴 木 幸 子 ３９５
ひ ま わ り 会 大 曲 鈴 木 幸 子 １９
り ん ど う の 会 協 和 伊 藤 房 子 ９
西 仙 あ す な ろ 会 西 仙 北 佐々木 智 子 １１
万 年 青 会 神 岡 大 坂 美栄子 ７
愛 里 朱 南 外 佐々木 厚 子 １０
あ じ さ い の 会 仙 北 茂 木 朝 子 １９
太 陽 の 会 千 畑 前 田 良 子 ４
虹 の 会 太 田 福 原 優 子 ２２
ゆ さ ん こ の 会 角 館 鈴 木 徹 子 １６
西 木 マ ロ ン の 会 西 木 高 橋 今 子 ２３
つ く し 会 田 沢 湖 千 葉 なみ子 ３０
菖 蒲 会 仙 南 大 阪 栄 子 ２４
陽 だ ま り 会 六 郷 高 橋 房 子 １９

加 工 加 工 協 議 会 広 域 今 野 美 春 １７４
ＪＡ秋田おばこ大曲加工部会 大 曲 大和田 敬 子 ２９
お ば こ 加 工 グ ル ー プ 協 和 今 野 美 春 ４
西 仙 北 地 区 女 性 部 加 工 部 会 西 仙 北 小山田 ヒナ子 １３
神 岡 支 店 加 工 部 会 神 岡 富 樫 厚 子 ６
南 外 加 工 部 会 南 外 今 野 純 子 １０
仙 北 農 産 加 工 部 会 仙 北 齋 藤 登貴子 １６
千 畑 地 区 女 性 部 加 工 部 会 千 畑 戸 沢 ケイ子 ３
中 仙 地 区 女 性 部 加 工 部 会 中 仙 信 田 とよ子 １２
太 田 支 店 農 産 加 工 部 会 太 田 齊 藤 禮 子 ８
角館地区女性部加工さくら部会 角 館 藤 枝 喜久子 ２８
西 木 地 区 女 性 部 加 工 部 会 西 木 伊 藤 久美子 １２
田 沢 湖 加 工 グ ル ー プ 田 沢 湖 千 田 ミ ワ １３
せ ん な ん 加 工 部 会 仙 南 藤 田 昭 子 ４

直 売 直 売 協 議 会 広 域 石 田 敬 子 ２２１
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注）当ＪＡの組合員組織を記載しています。

６．特定信用事業代理業者の状況
（令和２年６月末現在）

組織分類 組 織 名 地 区 代 表 者 名 構成員数
直 売 大 曲 朝 市 組 合 大 曲 伊 藤 豊 子 １２

大 曲 直 売 部 会 大 曲 佐々木 冷 子 ５
西 仙 北 地 区 女 性 部 直 売 部 会 西 仙 北 佐々木 喜美子 １３
神 岡 地 区 野 菜 直 売 所 連 絡 会 神 岡 竹 原 健 子 ２８
ほ ほ え み 直 売 所 南 外 今 野 俊 子 ２３
中仙地区女性部野菜直売部会 中 仙 高 橋 泉 ３２
学 校 給 食 食 材 供 給 グ ル ー プ 中 仙 佐々木 洋 子 １５
太田地区女性部野菜直売部会 太 田 芦 野 満 澄 １４
花 咲 き の 里 角 館 雲 雀 せつ子 １９
西木地区女性部野菜直売部会 西 木 佐 藤 典 子 １０
直 売 所 じ ん だ い 田 沢 湖 會 場 智代子 ２２
こ ま く さ 会 田 沢 湖 小 玉 恵 子 １０
仙 南 地 区 女 性 部 直 売 部 会 仙 南 藤 田 昭 子 ４
六 郷 地 区 女 性 部 直 売 部 会 六 郷 石 田 敬 子 １２

そ の 他 青 年 部 広 域 雲 雀 明 徳 ２６７
女 性 部 広 域 児 玉 多津子 ２，５９９
無人ヘリコプター連絡協議会 広 域 佐々木 竜 孝 ２６９
集 落 営 農 担 い 手 連 絡 協 議 会 広 域 伊 藤 正 徳 ５２
大 豆 生 産 振 興 協 議 会 広 域 高 橋 芳太郎 ５８
農 業 法 人 連 絡 協 議 会 広 域 渡 邊 敏 雄 ７１
し ゅ し ゅ ま る 出 荷 者 協 議 会 広 域 雲 雀 せつ子 ３５１
青 色 申 告 会 西 仙 北 支 部 西 仙 北 菅 原 廣太郎 １３５
太 田 支 店 農 業 青 色 申 告 会 太 田 高 橋 正 博 ２０８
青 色 申 告 会 角 館 支 部 角 館 小 玉 均 ４０
小 麦 栽 培 組 合 太 田 泉 芳 博 １３
大 豆 採 種 圃 組 合 太 田 長 澤 信 徳 １２
仙 北 大 豆 生 産 組 合 仙 北 川 原 誠 徳 １１
大 豆 部 会 田 沢 湖 佐々木 定 吉 ５４
大 豆 部 会 仙 南 佐々木 徹 男 １５

区 分 氏名又は名称（商号） 主たる事務所の所在地 代理業を営む営業所
又は事業所の所在地

特定信用事業代理業者
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７．地 区 一 覧

大曲・仙北地域は、秋田県南部に位置し、東は奥羽山脈、西は鳥海山系に囲まれ、そ

の間を南北に流れる雄物川と、その支流である玉川に沿って仙北平野が拓け、全国花火

競技大会の開かれる街として知られている大仙市大曲地区をはじめ、北の小京都といわ

れる仙北市角館地区、日本一の深さを誇る湖「田沢湖」を有する仙北市田沢湖地区、名

水百選にも選ばれた「清水の郷」美郷町六郷地区など２市１町からなり、全国有数の「あ

きたこまち」を生産する穀倉地帯、豊饒の地となっています。

国道１３号線、４６号線、１０５号線の三線が交差し、また新幹線「こまち」が縦横し、大

曲～東京間が最短３時間７分で結ばれるなど、交通網も整備されています。

豊饒の地の名の通り、ＪＡ秋田おばこは米の販売高が日本有数の広域ＪＡとして、農

家・組合員の営農と生活を守るという使命と、食料の安全性・安定供給の確保、環境保

全、地域社会への貢献という社会的使命を実現してまいります。
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８．沿革・あゆみ

平成１０年４月 仙北郡内２０ＪＡが合併し、秋田おばこ農業協同組合誕生
青年部・女性部設立

８月 臨時総代会
９月 田沢湖町・六郷支所カントリーエレベーター竣工

内小友ライスセンター竣工
１１月 太田支所堆肥センター竣工

平成１１年３月 神岡支所カントリーエレベーター竣工
優良農業倉庫で農林水産大臣賞受賞

６月 第１回通常総代会
７月 東部配送センター竣工
１２月 協和支所事務所竣工

平成１２年６月 第２回通常総代会
１０月 大豆乾燥施設竣工

平成１３年６月 第３回通常総代会
平成１４年６月 第４回通常総代会

１２月 臨時総代会
平成１５年２月 臨時総代会

３月 燃料部門分社化（子会社設立）
６月 金融店舗統合

第５回通常総代会
平成１６年２月 おばこライスターミナル工事引渡式

３月 臨時総代会
６月 第６回通常総代会
７月 米・大豆乾燥調製施設新築工事起工式
９月 理事補欠選挙（桧木内選挙区）
１０月 ライスターミナル竣工式
１１月 おばこライス・大豆センター引渡式

平成１７年１月 臨時総代会
３月 臨時総代会
５月 役員選挙公告・投票
６月 第７回通常総代会
１０月 北部配送センター開所式

平成１８年３月 臨時総代会
６月 第８回通常総代会
９月 中古農機展示場オープンセレモニー

平成１９年２月 第１回秋田おばこ農協・仙北畜産農協合併推進協議会
３月 臨時総代会
５月 総代選挙会
６月 第９回通常総代会
１０月 仙北畜産農協との合併予備契約調印式

平成２０年２月 第５０回記念全国家の光大会で家の光文化賞受賞
３月 臨時総代会
４月 仙北畜産農協との合併

大曲家畜市場開設式典
６月 女性大学開校式

第１０回通常総代会
９月 おばこライスターミナル小口精米施設竣工

平成２１年２月 ＪＡ秋田おばこ「合併１０周年記念式典」開催
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平成２１年３月 臨時総代会
４月 臨時総代会
６月 第１１回通常総代会

青雲塾開校式
９月 西仙北資材センター竣工

平成２２年１月 水稲種子温湯消毒施設竣工
３月 臨時総代会
５月 総代選挙会
６月 第１２回通常総代会
９月 角館低温倉庫バラ均質化装置増設工事竣工

平成２３年３月 臨時総代会
６月 新電算システム稼働

第１３回通常総代会
９月 北部農機・角館営農センター竣工

平成２４年３月 大曲家畜市場閉場記念式典 開催
総代選挙会

４月 あきた総合家畜市場竣工
６月 第１４回通常総代会
８月 千畑支店移転工事竣工

中央農機センター竣工
平成２５年３月 臨時総代会

５月 総代選挙会
６月 第１５回通常総代会
１１月 大曲常保寺倉庫竣工
１２月 神岡支店・資材センター竣工

平成２６年３月 臨時総代会
５月 ショートステイやすらぎ竣工
６月 第１６回通常総代会
１１月 金融移動店舗車運行

平成２７年３月 臨時総代会
６月 第１７回通常総代会
８月 園芸メガ団地竣工
１２月 横堀支店竣工

平成２８年３月 臨時総代会
４月 園芸振興拠点センター竣工

おばここども園竣工
５月 総代選挙会
６月 第１８回通常総代会
８月 ファミリーマートおばこ大曲店オープン

平成２９年３月 臨時総代会
６月 しゅしゅえっとまるしぇ竣工

第１９回通常総代会
平成３０年５月 臨時総代会

６月 第２０回通常総代会
平成３１年３月 臨時総代会
令和元年６月 第２１回通常総代会

１１月 臨時総代会
令和２年３月 第２回臨時総代会

６月 第２２回通常総代会
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９．店舗等のご案内

店舗外ＡＴＭコーナー

＊１ 防犯システム「こども１１０番」をご利用いただけます。

（令和２年７月４日現在）

（令和２年６月末現在）

店 舗 名 住 所 電話番号
ＡＴＭ設置状況

こども１１０番（＊１）

総 合 本 部
（監査室・総務部・総合企画部・営農経済部）

大仙市佐野町５－５ ０１８７－８６－０８５０

本 店
（金 融 共 済 部）

大仙市長野字柳田４ ０１８７－４２－８０９１

大 曲 支 店 大仙市大曲日の出町２丁目５－１０ ０１８７－６３－４６４６ ○ ○
花 館 支 店 大仙市花館中町２－５２ ０１８７－６３－２２５９ ○ ○
四 ツ 屋 支 店 大仙市四ツ屋字上古道１９２－１ ０１８７－６６－１１１１ ○ ○
病 院 支 店 大仙市大曲通町８－６５ ０１８７－６３－６８７８ ○
協 和 支 店 大仙市協和境字野田９７ ０１８－８９２－３０１４ ○ ○
西 仙 北 支 店 大仙市刈和野字愛宕下１５７－４ ０１８７－７５－１２１１ ○ ○
神 岡 支 店 大仙市神宮寺字西田１５－１ ０１８７－７２－３３１１ ○ ○
南 外 支 店 大仙市南外字山王台２１９－４ ０１８７－７３－１１１１ ○ ○
仙 北 支 店 大仙市高梨字麻生田１０１ ０１８７－６２－４４６６ ○ ○
横 堀 支 店 大仙市福田字穴沢４３ ０１８７－６９－３１１１ ○ ○
千 畑 支 店 美郷町土崎字上野乙１－３９０ ０１８７－８５－４１１１
中 仙 支 店 大仙市長野字柳田４ ０１８７－５６－２００５ ○ ○
太 田 支 店 大仙市太田町横沢字久保関北７０８－２ ０１８７－８８－２２００ ○ ○
角 館 支 店 仙北市角館町小勝田下村１５ ０１８７－５４－３１５１ ○ ○
西 木 支 店 仙北市西木町上荒井字中屋敷７９ ０１８７－４７－３１１１
田 沢 湖 支 店 仙北市田沢湖神代字古館野４０５－２ ０１８７－４４－３１１１
田 沢 湖 駅 前 支 店 仙北市田沢湖生保内字水尻３９－１０ ０１８７－４３－１５２１ ○ ○
仙 南 支 店 美郷町境田字下八百刈２６６ ０１８７－８２－１１１１ ○ ○
六 郷 支 店 美郷町六郷字大町３５ ０１８７－８４－１４４４ ○ ○

店 舗 名 住 所 こども１１０番（＊１）

イオン大曲ショッピングセンター 大仙市大曲和合字坪立１７７
大川西根キャッシュコーナー 大仙市大曲西根字瀬下４１－１ ○
ＪＡ秋田おばこキャッシュコーナー 大仙市佐野町５－５ ○
大 曲 南 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市角間川町字東中上町４３ ○
淀 川 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市協和小種字田中６１－１ ○
大 沢 郷 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市大沢郷宿字宿１１９－４ ○
土 川 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市土川字上野１４０ ○
強 首 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市強首字乙越３９－１ ○
神 岡 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市神宮寺字本郷野１３０－１ ○
外 小 友 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市南外字上野２３３－１ ○
千 畑 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 美郷町土崎字上野乙１－１０ ○
美郷町役場（千畑庁舎）キャッシュコーナー 美郷町土崎字上野乙１７０－１０
畑 屋 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 美郷町安城寺字柳原１５４ ○
豊 成 キ ャ ッ シ ュ コ ー ナ ー 大仙市豊川字街道添１０－２ ○
角館駅前キャッシュコーナー 仙北市角館町上菅沢４０７－１ ○
西木庁舎前キャッシュコーナー 仙北市西木町上荒井字古堀田４７ ○
田沢湖神代キャッシュコーナー 仙北市田沢湖神代字街道南１００－２０ ○
イオンスーパーセンター美郷店 美郷町南町字南高野３４
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＜組合単体開示項目 農業協同組合施行規則第２０４条関係＞

開 示 項 目 ページ

●概況及び組織に関する事項
○業務の運営の組織
○理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名
○会計監査人設置組合にあっては、会計監査人の氏名又は名称
○事務所の名称及び所在地
○特定信用事業代理業者に関する事項

●主要な業務の内容
○主要な業務の内容

●主要な業務に関する事項
○直近の事業年度における事業の概況
○直近の５事業年度における主要な業務の状況
・経常収益（事業の区分ごとの事業収益及びその合計）
・経常利益又は経常損失
・当期剰余金又は当期損失金
・出資金及び出資口数
・純資産額
・総資産額
・貯金等残高
・貸出金残高
・有価証券残高
・単体自己資本比率
・剰余金の配当の金額
・職員数

○直近の２事業年度における事業の状況
◇主要な業務の状況を示す指標
・事業粗利益及び事業粗利益率
・資金運用収支、役務取引等収支及びその他事業収支
・資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び総資金利ざや
・受取利息及び支払利息の増減
・総資産経常利益率及び資本経常利益率
・総資産当期純利益率及び資本当期純利益率

◇貯金に関する指標
・流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の貯金の平均残高
・固定金利定期貯金、変動金利定期貯金及びその他の区分ごとの定期貯金の残高

◇貸出金等に関する指標
・手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高
・固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高
・担保の種類別（貯金等、有価証券、動産、不動産その他担保物、農業信用基金協会保証、
その他保証及び信用の区分をいう。）の貸出金残高及び債務保証見返額
・使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の貸出金残高
・主要な農業関係の貸出実績
・業種別の貸出金残高及び当該貸出金残高の貸出金の総額に対する割合
・貯貸率の期末値及び期中平均値

◇有価証券に関する指標
・商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、商品政府保証債及びその他の商品有価
証券の区分をいう。）の平均残高
・有価証券の種類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、外国債券及び外国株式その
他の証券の区分をいう。次号において同じ。）の残存期間別の残高

・有価証券の種類別の平均残高
・貯証率の期末値及び期中平均値

●業務の運営に関する事項
○リスク管理の体制
○法令遵守の体制
○中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

１０５
１０６
１０６
１１３
１０９

１９～２７

３～１０

４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５
４５

４５
４５
４６
４６
５８
５８

４７
４７

４７
４８
４８

４８
４９
４９
５８

５２

５２

５２
５８

１４～１５
１６
１１～１３
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＜連結（組合及び子会社等）に関する開示項目 農業協同組合施行規則第２０５条関係＞

○苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
●組合の直近の２事業年度における財産の状況
○貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書
○貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額
・破綻先債権に該当する貸出金
・延滞債権に該当する貸出金
・３か月以上延滞債権に該当する貸出金
・貸出条件緩和債権に該当する貸出金

○元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３か月以上延滞債
権及び貸出条件緩和債権に該当するものの額ならびにその合計額

○自己資本の充実の状況
○次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
・有価証券
・金銭の信託
・デリバティブ取引
・金融等デリバティブ取引
・有価証券店頭デリバティブ取引

○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
○貸出金償却の額
○会計監査人設置組合にあっては、法第３７条の２第３項の規定に基づき会計監査人の監査を
受けている旨

１７

２８～２９，４１

５０
５０
５０
５０
５０

１８，５９～７２

５２
５２
５２
５２
５２
５２
５２
４４

開 示 項 目 ページ

●組合及びその子会社等の概況
○組合及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成
○組合の子会社等に関する事項
・名称
・主たる営業所又は事務所の所在地
・資本金又は出資金
・事業の内容
・設立年月日
・組合が有する子会社等の議決権の総株主、総社員又は総出資者の議決権に占める割合
・組合の１の子会社等以外の子会社等が有する当該１の子会社等の議決権の総株主、総社
員又は総出資者の議決権に占める割合

●組合及びその子会社等の主要な業務につき連結したもの
○直近の事業年度における事業の概況
○直近の５連結会計年度における主要な業務の状況
・経常収益（事業の区分ごとの事業収益及びその合計）
・経常利益又は経常損失
・当期利益又は当期損失
・純資産額
・総資産額
・連結自己資本比率

●直近の２連結会計年度における財産の状況につき連結したもの
○貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算書
○貸出金のうち次に掲げるものの額およびその合計額
・破綻先債権に該当する貸出金
・延滞債権に該当する貸出金
・３か月以上延滞債権に該当する貸出金
・貸出条件緩和債権に該当する貸出金

○自己資本の充実の状況
○事業の種類ごとの事業収益の額、経常利益又は経常損失の額及び資産の額として算出した
もの

７３
７３

７４～７５
７５

７６～７７，９２
９２

９３～１０４
９３
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＜自己資本の充実の状況に関する開示項目＞

開 示 項 目 ページ

●単体における事業年度の開示事項
○自己資本の構成に関する開示事項
○定性的開示事項
・自己資本調達手段の概要
・組合の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び
手続の概要

・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

○定量的開示事項
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの区分ごとの額
・金利リスクに関する事項

●連結における事業年度の開示事項
○自己資本の構成に関する開示事項
○定性的開示事項
・連結の範囲に関する事項
・自己資本調達手段の概要
・連結グループの自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び
手続の概要

・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

○定量的開示事項
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
・証券化エクスポージャーに関する事項
・出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
・信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの区分ごとの額
・金利リスクに関する事項

５９～６０

１８
１８

１４～１５，６３
６７
６８

６８
１５
６９
７１～７２

６１～６２
６３～６６
６７～６８
６８
６８
６９～７０
７０
７２

９４～９５

７３
９３
９３

９８～１０１
１０２
１０２

１０２
１０３
１０３
１０４

９６～９７
９８～１０１
１０２
１０２
１０２
１０３
１０４
１０４
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は じ め に

日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申し上げます。

ＪＡ秋田おばこは、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当ＪＡに対

するご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組織概要、経営

の内容などについて、利用者のためにわかりやすくまとめた「ディスクロージャー誌

２０２０～ＪＡのご案内～」を作成いたしました。

皆さまから当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一読い

ただきますようお願い申し上げます。

経営改善計画の２年目となった令和元年度は、経営の健全化に向けて事務リスク管

理体制の強化やガバナンス機能の発揮に努め、不祥事再発防止策を実践・評価・管理

してまいりました。また、事業運営体制の見直しとして金融共済店舗の統廃合と営農

センターエリア化の組織決定をいただき、令和２年４月から運用を開始しております。

今後も、経営状況の早期正常化を目指し、役職員一同が一体となり全力で取り組ん

でまいりますので、皆さまからのご指導とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和２年７月 秋田おばこ農業協同組合

代表理事組合長 小原 正彦

（注）本冊子は、農業協同組合法第５４条の３に基づいて作成したディスクロージャー誌です。

ＪＡのプロフィール

◇設 立 平成１０年４月

◇本 店 所 在 地 秋田県大仙市

◇出 資 金 ７８億円

◇総 資 産 １，４４７億円

◇単体自己資本比率 ９．９１％

◇組 合 員 数 ２８，８４５人

◇役 員 数 ４１人

◇職 員 数 ７３３人

◇本 ・ 支 店 数 ２８

◇営農センター数 １４

（令和２年３月末現在）

Ｊ Ａ 綱 領－わたしたちＪＡのめざすもの－

わたしたちＪＡの組合員・役職員は、自主、自立、参加、民主的管理、公正、連帯といった協

同組合運動の基本的な定義・価値・原則にもとづき行動します。そして、地球的視野に立って環

境変化を見通し、組織・事業・経営の革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合

の仲間と連携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。

このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に依拠した組織としての社会的役割

を誠実に果たします。

わたしたちは、

１ 地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。

１ 環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる豊かな地域社会を築こう。

１ ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。

１ 自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼を高めよう。

１ 協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。
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